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本報告書について 

 

「本議事録は、会議の発表内容を要約したものである。発表の内容は報告者に帰属するが、一切

の編集の責任および文責は、会議を開催した公益財団法人 アジア人口・開発協会（APDA）にあ

る。」 



 6 



 7 

人口と高齢化に関する国際国会議員会議（IPCA） 

－経済的に活力のある健康長寿社会の実現を目指して－ 
2013 年 11 月 18-19 日  東京 日本 

プログラム 

 

1 日目：2013 年 11 月 18 日 

会場：衆議院第一議員会館国際会議室 

08:30-09:00  参加者登録                       （場所：衆議院第一議員会館 国際会議室前）                                                     

開会式 

09:00-10:30 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

MC：阿部俊子 JPFP 女性問題部会長 

開会挨拶 

福田康夫 元内閣総理大臣／APDA 理事長／JPFP 名誉会長 

「高齢化と人口問題  私たちの未来へのパースペクティブ」 
 

来賓挨拶  

岸田文雄  外務大臣 

「グローバル・ヘルスへの日本の貢献」 

代読：相星 孝一 国際協局兼アフリカ部審議官 
 

田村憲久  厚生労働大臣 

「健康長寿社会に向けた挑戦」 
 

林 芳正  農林水産大臣 

「食料安全保障 日本農業の未来と高齢化 活力ある農村社会の復活」 
 

挨拶 

谷垣禎一 JPFP 会長 
 

  

基調講演 

ババトゥンデ・オショティメイン UNFPA 事務局長 [20 分] 

「若者の未来と高齢化 －私たちが直面する人口問題」 
 

武見敬三 AFPPD 議長[20 分] 

「人間の安全保障としての高齢化対策 －ユニバーサル・ヘルス・カバレージと日本の ODA」 
 

10:30-11:00 
集合写真 & コーヒーブレーク     

           （場所：衆議院第一議員会館 多目的ルーム） 
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セッション 1: 世界の高齢化の諸相－人口動態とその意義－ 

11:00-12:10  

阿藤 誠 国立社会保障・人口問題研究所名誉所長 [20 分] 

「人口転換と高齢化－日本の特色と意義」 
 

アルフレッド・チャン（香港）嶺南大学 [20 分] 
 

林 玲子 国立社会保障・人口問題研究所国際関係部長 [20 分] 
 

モデレーター： 

アンネ・ビルギッテ・アルブレクトセン UNFPA 事務局次長 

 

12:10-12:40 
   

ディスカッション [30 分] 

議長： マリアニー・モハマッド・イット議員（マレーシア） 
  

12:40-14:00 昼食                                        （場所：衆議院第一議員会館 多目的ルーム） 

セッション 2： 人口の高齢化と健康寿命 

14:00-15:10  

橋本英樹 東京大学大学院医学系研究科教授 [20 分] 
 

森臨太郎 国立成育医療研究センター成育政策科学研究部長 [20 分] 
 

アレックス・ロス WHO 健康開発総合研究センター（WHO 神戸センター）所長 [20 分] 
 

モデレーター兼セッション議長： 

ポール・チビング議員／保健・人口委員長（マラウイ）  
 

15:10-15:40 
 

ディスカッション [30 分] 
 

15:40-16:00 コーヒーブレーク                         （場所：衆議院第一議員会館 多目的ルーム）                                             

セッション 3： 経済的に活力のある健康長寿社会 

16:00-17:10  

秋山弘子 東京大学高齢社会総合研究機構特任教授 [20 分] 

「千葉県柏市産学共同プロジェクト 柏からの Aging in Place 宣言」 
 

小川直宏 日本大学大学院総合科学研究科教授 [20 分] 

「世代間所得移転から見た高齢化の経済的意義」 

 

清家 篤 慶應義塾長 [20 分] 

「高齢社会への対応 社会保障制度改革」 

 

モデレーター兼セッション議長： 

フロリアン・ボドッグ議員（ルーマニア） 
 

17:10-17:40 ディスカッション [30 分] 
 

19:00-  
 

歓迎レセプション 

（会場：ホテルニューオータニ宴会場階 シリウスの間） 
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2 日目： 2013 年 11 月 19 日 

会場：衆議院第一議員会館国際会議室 

09:00-09:30 参加者登録                （場所：衆議院第一議員会館国際会議室前） 

セッション 4：グローバル企業の将来戦略としての高齢化対策と役割 

09:30-10:40  

木村  毅 味の素株式会社取締役／常務執行役員 [20 分] 

「高齢者への栄養と健康長寿－栄養を通じた健康長寿社会の実現」 
 

佐次本英行 DSM ニュートリションジャパン株式会社 本部取締役本部長 [20 分] 

「人口高齢化の解決法―栄養を通じた健康長寿社会の実現」 

 

モデレーター： 

石田 寛 経済人コー円卓会議日本委員会専務理事 事務局長; 関西学院大学大学院 経営戦

略研究科教授 

10:40-11:10 ディスカッション [30 分] 

議長：アルカ・バララーマ・クシャトリア議員（インド） 

11:10-11:30 コーヒーブレーク                            （場所：衆議院第一議員会館 多目的ルーム） 

セッション 5： 高齢化社会におけるシナジー効果 

11:30-12:40  

加藤久和 明治大学政治経済学部教授 [20 分] 

「日本の高齢化と社会保障制度改革への提言」 
 

ダンカン・C・キャンベル ILO 雇用政策部長 [20 分] 

「世界の高齢化と労働問題」 

 

中村信太郎 独立行政法人国際協力機構（JICA）国際協力専門員（社会保障） [20 分] 

「タイ高齢化対策プロジェクトからの経験」 

 

モデレーター兼セッション議長： 

ヴァレンティナ・レスカイ 議員（アルバニア）  
 

12:40-13:10 
 

ディスカッション [30 分] 
 

13:10-14:00 昼食                                       （(場所：衆議院第一議員会館 多目的ルーム） 

セッション 6： パネルディスカッション 地域における高齢化の現状と影響 

14:00-15:00  

・ アルパイン・ホヴァンニシャン議員（アルメニア）         [各 10 分] 

・ ヘティファ・スジャイフディアン議員（インドネシア）  

・ ボニフェス・ムタレ議員（ザンビア）     

・ リノ・ウォルター・アギュイラ議員（アルゼンチン）       
   

モデレーター： 

渋谷健司 東京大学大学院医学系研究科 国際保健政策学教室 教授 

 

15:00-15:30 
 

ディスカッション [30 分] 

議長： フランシス・マルーズ議員（パプア・ニューギニア） 
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セッション 7：宣言文採択に向けたディスカッション 

15:30-16:30  

宣言文採択に向けたディスカッション [60 分] 

議長： フレドリック・オウタ議員（ケニア） 
 

16:30-16:45 会議アンケート 

16:45-17:15 コーヒーブレーク および宣言文最終稿作成     （場所：衆議院第一議員会館 多目的ルーム） 

閉会式 

17:15-17:45 MC：熊谷大 参議院議員 

挨拶 

アンネ・ビルギッテ・アルブレクトセン UNFPA 事務局次長 
 

挨拶 

P.J. クリエン AFPPD 副議長 

代読：パルチャンドラ・ムンゲカー議員 
 

挨拶  

クリス・バリョムンシ UPFFSP&D 議長／APF 議長（ウガンダ） 
 

挨拶 

フェルナンド・アンドレード・カモナ議員（ペルー） 
 

挨拶  

マラハト・イブライムキジ EPF 役員（アゼルバイジャン） 
 

挨拶  

テウォドロス・メレッセ 国際家族計画連盟（IPPF）事務局長 

代読：サム・テラモ アフリカ連合（AU）・アフリカ経済委員会（ECA）本部 IPPF 代表 

 

閉会挨拶 

増子輝彦 JPFP 幹事長 

 
 

主催： 
国際人口問題議員懇談会（JPFP） 

公益財団法人アジア人口・開発協会（APDA） 
 
 

共催： 
国連人口基金 (UNFPA） 

 
後援：  
外務省 

人口と開発に関するアジア議員フォーラム（AFPPD） 
ヨーロッパ人口・開発議員フォーラム（EPF） 
アフリカ人口・開発議員フォーラム（APFPD） 
アメリカ地域人口・開発議員グループ（IAPG） 

国際家族計画連盟（IPPF） 
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開会式 
 

モデレーター：阿部俊子 
JPFP 女性問題部会長 

 

 

皆様おはようございます。開会式の司会を務めさ

せていただきます、国際人口問題議員懇談会

（JPFP）女性問題部会長の阿部俊子でございます。 

 

このたび、人口と高齢化に関する国際国会議員会

議にご参集賜り、心より感謝申し上げます。この

開会式でファシリテーターを務めさせて頂き、大

変嬉しく思っております。 

 

まず、元内閣総理大臣／JPFP 名誉会長、福田康夫

より、歓迎のご挨拶を申し上げます。福田名誉会

長、よろしくお願いいたします。 
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開会挨拶 
 

「高齢化と人口問題 私たちの未来へのパースペクティブ」 

福田康夫  

元内閣総理大臣／JPFP 名誉会長／APDA 理事長 
 

 

おはようございます。本日は、私どもが主催いた

しました「人口と高齢化に関する国際国会議員会

議（IPCA）」に、世界各国から大勢の国会議員にご

参集いただき、心から感謝申し上げ、歓迎いたし

ます。 

 

挨拶に先立ち、ご紹介申し上げたい方々がいらっ

しゃいます。 

 

まず、皆様よくご存知のババトゥンデ･オショティ

メイン UNFPA 事務局長。 

 

続きまして、谷垣禎一議員です。私は、昨年末に

国会議員を引退し、国会議員会議にメンバーとし

て参加する権利を有しておりません。このたび谷

垣禎一議員が、私の後任の国際人口問題議員懇談

会（JPFP）の会長に就任され、ご参加いただいて

います。 

 

さらに、アジア地域の議連であります「人口と開

発に関するアジア国会議員フォーラム（AFPPD）」

議長には、私の後任として、武見敬三議員が就任

されました。お二人を皆様方にまずご紹介申し上

げます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 

そして今日は、田村憲久厚生労働大臣と林芳正農

林水産大臣にもご参加いただいています。 

 

以上、挨拶に先立ち皆様にご紹介を申し上げまし

た上で、私から一言だけご挨拶申し上げます。 

 

本日の会議は、「人口と高齢化に関する国際国会議

員会議（IPCA）」ですが、私どもの議員活動は、30

年以上も前に世界の人口が増加し過ぎるのではな

いかということに危惧を懐く有志の国会議員たち

が、その問題を解決するためには議員が連携して

活動することが必要だ、という問題意識から始ま

りました。30 数年前の当時は、21 世紀中には地

球人口は間違いなく 100 億を超えると、予想して

いました。 

 

しかし、時間が経過し、人口問題への取り組みが

進捗したこともあり、人口増加率の抑制効果も進

展し、特に先進国では、今や人口が増加するとい

うよりは、停滞し、減少を始めるという状況にあ

る国が増えてきました。しかも、今まで途上国と

言われていた国々においても、そのような傾向が

しばしば見られるようになってきています。その

ことで国によっては、いろいろな経済、社会上の

問題が生じてきています。 

 

本日の会議は、その人口増加が止まり、そして高

齢化し始めた国々が、対応を迫られている課題に

ついて、今後どのように、その対応策を実施する

ことができるかについて具体的な議論をしていた

だく場になると思っています。 

  

いまでも人口増加に対応することが必要な地域が

あります。アフリカ地域はこれからもさらに増加

が予想されていますし、アジアでも一部の地域で

は未だに人口増が急速に進んでいます。それはそ

れで対応を迫られているということもありますが、

同時に我々、先進国や経済の発展している国々に

おいて、高齢化が進展し、それにともなう経済・

社会的な問題が生じてきており、この問題を解決

していかなければ、これから続いてくる途上国の

皆様が、将来に対する心配を持つ可能性があると

思います。 

 

将来を考えるためにも今、この先進国がどのよう
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なことを考え、それを実施していくことができる

か。これが世界の経済発展の安定に極めて重要な

問題を提起している、そういう時期になっている

と思います。 

 

従いまして、皆様が、そういう両面の問題を併せ

考えながら、将来に少しでも希望が多く持てるよ

うにするためにはどうしたらよいか、という方向

で議論がなされることが重要ではないかと考えて

います。そしてその議論は人類社会のために大き

な貢献を成すと思っています。どうぞよろしくお

願いしたいと思います。 

 

最後になりましたが、改めまして UNFPA には、会

議開催について大変なご協力をいただいたことを

感謝申し上げます。また同時にご参加をいただい

た各国の代表の皆様方にも、ご参加くださいまし

たことに心から感謝を述べさせていただき、開会

の挨拶といたします。ありがとうございました。 

 

 

モデレーター： 

ありがとうございました。残念ながら福田元内閣

総理大臣／JPFP 名誉会長はここで退席されます。 

 

次に、岸田外務大臣よりご挨拶をいただく予定を

しておりましたが、公務のため、相星国際協力局

兼アフリカ部審議官より大臣のご挨拶を代読して

いただきます。 
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来賓挨拶 
 

「グローバル・ヘルスへの日本の貢献」 

岸田文雄 外務大臣 
代読：相星孝一 国際協力局兼アフリカ部審議官 

 

 

このたびは、我が国にとっても非常に重要な問題

である高齢化をテーマとした「人口と高齢化に関

する国際国会議員会議」の開催を心よりお慶び申

し上げます。 

 

我が国は、「人間の安全保障」を外交の基本理念の

一つとして掲げています。これは、人間一人ひと

りの生存・生活・尊厳を脅かす深刻な脅威から人

びとを守り、個人の持つ豊かな可能性を実現する

ために、保護と能力強化を通じて持続可能な個人

の自立と社会づくりを促すというものです。新生

児から思春期の若者、高齢者に至るまで健康な人

生を送るためには、人間の安全保障を実現するこ

とが必要であり、特に今後、世界の高齢化が急速

に進展することが予想されている中で、高齢者が

長寿を喜びの中で迎え、安心して暮らすことので

きる社会を構築するためには、人間の安全保障を

実践していくことが重要であると考えています。 

 

人間の安全保障に直結する問題として、保健があ

ります。我が国は、グローバル・ヘルス、国際保

健を国際協力の重点分野として掲げ、特に、全て

の人が基礎的保健サービスにアクセスできること

を目指す、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ

（UHC）を「ジャパン・ブランド」として重視し

ています。UHC は、個別疾病重視の従来型の保健

政策から、各人のニーズに応じた人間個人を中心

に据える保健政策への転換を求めるものであり、

UHC の推進により、高齢者を含む国民全体の健康

改善が実現されると考えています。 

持続可能な開発と世界経済の成長のために、高齢

化社会への対応が鍵を握っています。我が国は、

国民の 5 人に 1 人が高齢者であり、世界に先駆け

てこの問題に直面してきています。本会合を通じ

まして、高齢化社会の様々な側面に関する我が国

の知見、経験を共有し、各国における健康長寿社

会の実現に役立てていただければ幸甚と考えてい

ます。 

 

改めまして、世界各地から御列席くださいました

皆様を歓迎申し上げますとともに、より良い高齢

化社会の構築に向けて、本会議で活発な議論が行

われることを心より祈念して私の挨拶と代えさせ

ていただきます。ご清聴ありがとうございました。 

 

 

モデレーター： 

ありがとうございました。福田 JPFP 名誉会長のご

挨拶にもございましたが、人口安定化の過程で必

ず通る高齢化への対処を見過ごすことはできませ

ん。家族計画を含むリプロダクティブ・ヘルスを

推進することで、人口の安定化を実現することは

重要な課題です。そうした中で、日本 ODA の基本

方針として、人間の安全保障、その柱としてのグ

ローバル・ヘルスを掲げていることを私どもは誇

りに思っています。 

 

続きまして、JPFP 幹事、林芳正農林水産大臣にご

挨拶をいただきます。よろしくお願いいたします。 
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来賓挨拶 
 

「食料安全保障 日本農業の未来と高齢化 活力ある農村社会の復活」 

林芳正  
農林水産大臣 

＜APDA 仮訳＞ 

 

 

本日は、多数の国内外の国会議員ご参加の下、我

が国にとっても非常に重要なテーマである高齢化

をテーマといたしました国際会議が、このように

盛大に開催される運びになりましたことを心から

お慶び申し上げますとともに、ご挨拶の機会をい

ただきましたことに感謝申し上げます。 

 

本会議の主催者であり、私も幹事を務めています

「国際人口問題議員懇談会」は、国連人口基金お

よび国際家族計画連盟の基本主旨に賛同し、人口

問題とこれに関連する資源・食料・環境並びに国

際協力等の諸問題を研究し、かつその対策を建議

することを目的に設立されました。 

 

私は先月、イタリアで行われました「FAO 国際食

料価格に関する閣僚級会合」に出席しました。そ

の中で、今後着実に増加すると予想される世界の

食料需要に対応するため、世界の各地域において

持続可能な形での農業生産の増大と生産性の向上

を図るべきであり、各国の多様な農業の共存が重

要であると訴えました。  

 

また食料安全保障強化のためには、農業インフラ

整備への投資促進や、女性の参画促進等の取り組

みが極めて重要であり、日本として積極的に世界

の食料安全保障の強化に貢献していく所存である

ことを述べました。 

 

日本の農業は、農業人口の縮小と高齢化をはじめ、

様々な課題に直面しています。私は 2012 年末に

農林水産大臣に就任して以来、「攻めの農林水産

業」を新しい戦略として展開してきました。この

新たな戦略は、「農林水産業を産業として強くして

いく取り組み」と「多面的機能の発揮を図る取り

組み」の両者を一体的に推進していくことを目指

すものです。この取り組みにおいて、高齢化に対

する施策も積極的に推進していく所存です。高齢

化問題に対処することによって、農林水産業の活

性化を図り、より良い農村づくりを推進すること

は、日本のみならず国際社会にとっても極めて重

要なことであると考えます。 

 

最後になりましたが、世界各地から御列席くださ

いました国会議員の皆様を心より歓迎申し上げま

すとともに、この会合で活発に議論が行われ、高

齢化対策のさまざな政策選択に新しいアイデアが

生まれることを期待し、私からのご挨拶を締めく

くりたいと思います。ありがとうございました。 

 

モデレーター： 

林大臣ありがとうございました。人口問題と農業

の問題は切り離せないものであり、大変ご示唆に

富んだお話をいただきました。続きまして、田村

憲久厚生労働大臣、よろしくお願いいたします。 
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来賓挨拶 
 

「健康長寿社会に向けた挑戦」 

田村憲久  
厚生労働大臣 

 

 

私は日本の厚生労働大臣の田村憲久です。当該会

合に厚生労働省を代表いたしまして出席し、世界

各地における人口・開発分野でご活躍されている

国会議員の皆様にご挨拶できることを大変光栄に

思っています。 

 

今回の会合では、「健康長寿社会の達成に向けた挑

戦」がテーマとされています。我が国は本年 9 月

に人口の 4 分の 1 が 65 歳以上の高齢者であるこ

とを公表いたしました。平均寿命も男性 79 歳、

女性 86 歳と、世界最高齢の国となっています。 

 

そのため、高齢者が活発に生きがいを持って活動

できる健康長寿社会の実現は、達成すべき大きな

課題です。そのような背景から、我が国では、健

康上の問題で日常生活が制限されることなく暮ら

すことができる期間、「健康寿命」の延伸に向けた

取り組みを実施しています。 

 

例えば、予防サービスの充実等により、国民の医

療・介護需要の増大をできる限り抑えつつ、より

質の高い医療・介護を提供する必要がある等、厚

生労働省全体が一丸となった取り組みが求められ

ることから、「健康づくり推進本部」を本年 9 月

に設置し、健康づくり全般を総合的に推進するこ

ととしています。 

 

さらに、高齢者が尊厳を保持しつつ自立生活の支

援を得て、可能な限り住み慣れた地域で、自分ら

しい暮らしを人生の最期まで続けることができる

よう、医療、介護、予防、住まい、生活支援サー

ビスが一体的に提供される「地域包括ケア」の構

築を進めています。 

 

国内での取り組みのみならず、厚生労働省では、

本年 6 月から名誉世界保健機関（WHO）西太平洋

地域事務局長の尾身茂先生を座長として「国際的

な Active Aging における日本の貢献に関する検討

会」を実施し、ASEAN 各国を中心とした国々との

高齢者保健・福祉分野における効果的な国際協力

のあり方の検討を行っています。 

 

その成果は 12 月、「ASEAN・日本社会保障ハイレ

ベル会合」において報告し、この分野における国

際的な政策対話の促進及び ASEAN 諸国の協力関

係の強化を図って参ります。また、JICA プロジェ

クトの案件形成を通じ、日本の経験、技術を伝え

るとともに、日本も ASEAN 各国のコミュニティの

強さを学ぶ等、互いに学び合えれば有益と考えて

います。 

 

結びに、日本の長寿社会を支える大切な基盤は、

1961 年以来の国民皆保険、ユニバーサル・ヘル

ス・カバレッジ（UHC）です。UHC は医療格差を

減らし、医療費抑制を実現したこと、国の発展段

階に応じた国民所得の再配分を促し、社会の安定

に大きく寄与してきたことについて、本年 9 月に

安倍総理が英国の医療雑誌ランセットに寄稿し、

強調しているところです。 

 

このように厚生労働省では健康長寿社会の達成の

ために様々な施策を実施し、その経験の国際社会

との共有を図るべく様々な試みを行っているとこ

ろです。2 日間にわたる会合が実り多きものにな

りますように祈念をし、私からのご挨拶を結ばせ

ていただきます。ご清聴ありがとうございました。 
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モデレーター： 

田村大臣ありがとうございました。国際人口問題

議員懇談会（JPFP）といたしましても厚生労働省

との一層の連携を図って参りたいと思います。 

 

続きまして、JPFP の新会長である谷垣禎一先生、

よろしくお願いいたします。 
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挨  拶 
 

谷垣禎一  
JPFP 会長 

 

 

先程、福田康夫名誉会長からご紹介いただきまし

たように、福田康夫名誉会長の後継として国際人

口問題議員懇談会会長に、就任させていただきま

した谷垣禎一です。どうぞよろしくお願い申し上

げます。開会に当たりまして、一言ご挨拶申し上

げたいと存じます。 

 

人口の安定がなければ、地球規模の諸課題を解決

することができない、これは明白です。この問題

への対応方法は、すでに極めて明確になっていま

す。ICPD 行動計画で定められましたように、女性

の選択権を拡大して、さらにグローバル・ヘルス

の一部である家族計画を含むリプロダクティブ・

ヘルス・サービスを全ての人ができるようにする

ことで、「望まない妊娠」を防ぎさえすれば良いの

です。 

 

これは貧困の、そしてつらい環境に置かれている

女性や子ども達の悲劇を減らすことにもつながり、

また健康な次世代を育てることにもつながり、そ

してそのことがさらには健康な未来を創るのだと

確信しています。 

 

そして、地球規模的な問題に根本的に対処するた

めには、これが最も重要な対策であろうと考えて

います。この人口安定化への努力は、同時に人口

構造の変化を生み出して、高齢社会を招来します。

しかし、この努力がなければ、人類の未来はあり

得ないと考えます。その意味では、これから高齢

社会に直面する国々は、人類史的な観点からいえ

ば、革命的ともいえる大きな貢献を人類社会にな

し、責任を果たしてきたといえると思います。私

たちが問われていることは、この高齢化を実りと

して人びとが受け止めることのできる社会を構築

していくことです。 

今回の会議では、高齢社会を「実り」として受け

止めることのできる社会を作っていくために、国

会議員として何をなすべきか、ということが議論

されます。そのためには、この会議のテーマにご

ざいますように、社会のパラダイム転換を必要と

すると考えます。パラダイム転換とは、「私たち

の目線の変化や見方の変化」といえるもので、全

ての変革を迫るものとなるでしょう。そして様々

な分野におきまして、知恵を集め対策を考えてい

く必要が出てくると思います。その意味で、今回

の会議は、その最初の試みといえるかもしれませ

ん。 

 

歴史的に見て、人類は地球規模でのこのような高

齢化を経験したことはありません。その意味では

かつてない挑戦を私たちは続けていかなければな

りません。 

 

しかしこれは本当に、まったく新しい挑戦でしょ

うか。わずか 60 年ぐらい前の日本では、農村社

会が一般的でした。そこでは、高齢者は、働ける

限りその能力や体力に応じて仕事をしていました。

そして、その体力に応じて社会的役割も与えられ

ておりました。 

 

そして、子どもたちは、両親の働いている足元で

遊び学んでいました。制度的な社会保障制度のな

い中で、まさしく全ての年齢層の、そして男女を

問わない社会参画であり、相互扶助であったわけ

です。 

 

もちろん、過去の社会が理想であると言うつもり

はありません。個人が抑圧され、女性の選択権も

制限されていました。しかし時間を決めて、ある

年齢層の人だけが生活から切り離されて働くよう
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な姿で、高齢社会を克服できるかどうか、疑問が

あることは間違いありません。そして、制度化が

進んだ結果、社会的紐帯が脆弱になり、社会的な

災害への対応能力が弱くなってしまったことも事

実です。共同体の非制度的な紐帯が残っている社

会は、災害に強いということはよく知られていま

す。 

 

新潟に中山隧道というのがございますが、雪閉ざ

された冬になると全くの陸の孤島になってしまう

集落が、緊急医療等の必要性から、922m に及ぶ

トンネルを自分たちの力で掘り抜きました。そこ

には、公的支援は原則なく、人びとの努力で公共

の機能が維持されたわけです。 

 

今、日本が直面しています高齢社会の課題のほと

んどが、あまりにも制度的なものに頼りすぎた結

果ということもいえるのかもしれません。実りの

ある高齢社会を構築するためには、その前提とし

ての健康寿命の延びと、基礎的な社会保険制度を

制度的に確保することの重要性とともに、過去の

知恵を活かし、非制度的機能を充実させ、そして

全ての年齢層の方が、男女を問わず社会参画を果

たすことが重要だと考えます。そうすることで、

実りある高齢社会を構築できる可能性があるので

はないでしょうか。 

 

今もなおサブ・サハラ・アフリカを中心に、人口

増加が続いている国も多く、その一部の指導者の

中には、人口規模の大きさこそが国力であると考

えている人びともいます。そして若年労働力の大

きさこそが経済的な発展の原動力だという、古典

的な観念も未だに広く流布しています。しかしな

がらグローバル化の中で、若年労働力の多さが経

済的活力の唯一の源泉であるというのは、適切な

概念ではなくなってきています。そして人口が増

えれば増えるほど、将来において非常に大きな負

担を強いることになるのだ、という事実を直視す

べきだと考えます。私たちが高齢社会への処方箋

を示すことで、この問題が解決可能なのだ、とい

うことを示していこうではございませんか。 

 

会議が終わりましたあと、日本の対策の視察とし

て江戸川区を訪問され、幼老一体施設等への取り

組みを視察していただきます。ぜひ、お国の政策

形成へのご参考にしていただければ、ありがたい

と思っています。 

 

改めまして、世界各地からのご参集に感謝申し上

げますとともに、実り豊かなプログラムとなるこ

とを心より念願しています。ご清聴ありがとうご

ざいました。 

 

モデレーター： 

谷垣会長、ありがとうございました。谷垣 JPFP 会

長は現在法務大臣でいらっしゃいます。公務の多

忙な中、会議にご出席をいただきましてありがと

うございました。 

 

続きまして、今回の会議の協賛団体であり、世界

の人口問題において中心的な活動を行う国連人口

基金（UNFPA）のババトゥンデ・オショティメイ

ン事務局長より歓迎のご挨拶と基調講演を賜りた

いと思います。よろしくお願いいたします。 
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基調講演 
 

「若者の未来と高齢化―私たちが直面する人口問題」 

ババトゥンデ・オショティメイン  
UNFPA 事務局長 

 

 

はじめに、福田康夫元内閣総理大臣／APDA 理事

長／JPFP 名誉会長に、感謝申し上げたいと思いま

す。福田先生は、これまで世界の人口問題への取

り組みにおいて大いなる指導力を発揮され、人口

に関する各国の見方を大きく変えてこられました。

後進にそのお役割を譲られましたが、必要な時に

はいつでも相談に乗っていただき、先生の英知に

預かることができることと信じています。 

 

岸田外務大臣にもお礼を申し上げます。国連総会

中にニューヨークでお目にかかり、日本がグロー

バル・ヘルス外交を進める、という新しい方向付

けについてお話を伺いました。 

 

田村大臣のご発言にも感謝いたします。林農水大

臣は私の友人でもありますが、この問題に関する

洞察をいただき感謝いたしています。 

 

そして、新しく会長になられた谷垣先生、ご発言

ありがとうございました。 

 

最後に、専門分野における先輩の武見教授もおら

れますが、武見先生はグローバル・ヘルスに関し

て多くの経験をお持ちです。 

 

35 カ国から参集された 71 名の議員の先生方を歓

迎いたします。これだけ多くの方が集まられたと

いうことは、これから私が取り上げるポピュレー

ション・ダイナミクス（人口動態）に皆様が関心

をお持ちだからではないか、と思います。人口動

態学は、高齢人口の増加と若年層に関する諸問題

をともに取り上げていますが、これが日本で取り

上げられることは適切だと思います。なぜなら日

本は私たちがなすべきことについて多くの見識を

持っておられ、多くの大臣のご発言にありました

ように、すでにそれらを実行しているからです。 

 

社会保障制度および国民皆保険制度の導入は、ま

さに国際保健外交政策（グローバル・ヘルス外交）

の基盤になっています。人間の安全保障に関連し

て、ごく最近、安倍首相が「ウーマノミクス」と

いう新しい外交用語を使われましたが、私たちが

手がけている世界中の、特に女子児童へのリプロ

ダクティブ・ヘルス及び諸権利を進める作業に共

鳴するものです。その意味でも日本は、この問題

を幅広い視点からとらえる基盤を提供しておられ

ると思います。 

 

今まではどうであった、という視点から離れ、高

齢化の問題と、開発途上国における若年層の課題

の両面を補完的に見て、両者にとって良い成果が

生まれるようにしていかなければならないと思い

ます。 

 

私は、今日の講演の論題として、「高齢化社会にお

ける若者」を取り上げます。一見矛盾しているよ

うに聞こえますが、これが現実なのです。世界的

には、人口はますます若くなり、同時に高齢化し

ています。出生率が高い途上国では若年人口が増

え、他方、豊かな先進国においてはその逆で、少

子化により高齢者が増えていることを意味します。 

 

若年者が多い国においても高齢化が進行していま

す。世界の人口を考えるに当たって、この両者を

認識して行く必要があります。というのも、若年

層が 67%を占める地域においてもまた、高齢人口

が増えています。生活様式が変わり、医療が利用

できるようになり、実際に寿命が延びているので
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す。このことを認識し、各国は高齢化を耐えるの

ではなく、（その活用を図るような）意味ある計画

を用意していくことが必要です。今回の会議はま

さにそのためにある、と認識しています。 

 

ここで、9 月の国連総会で安倍首相が言及された

ウーマノミクスについて触れたいと思います。こ

の問題においても、日本政府と恊働して、2015 年

以降の開発アジェンダの目標の一つとして、とり

わけ思春期の女子への対策、そして女性のエンパ

ワーメント、議会における議員構成の男女平等を

はかっていかなければなりません。高齢人口の課

題を考慮するに当たり、忘れてはならないのは、

高齢者の多数を占める高齢女性の特殊なニーズを

踏まえ、それに応えることです。 

 

ほとんどの社会とその現状において、最も重要な

のは、彼女らが直面している貧困、差別そして健

康問題です。このことは、ICPD 行動計画を 20 年

間にわたって世界中でグローバルに実践した結果

として得られた報告によるものです。明らかに社

会サービスを利用できない高齢女性が、最も脆弱

になっています。この問題は今後の公共政策で取

り上げて行かなければならない課題です。 

 

次に若者の話をします。15 歳から 24 歳で、 その

数 12 億人にのぼる若年人口は、世界人口の 18%

を占めています。25 歳未満の人口は、世界の 40

パーセントを占めます。そのほとんどが開発途上

国にいます。この若者人口を上手にコントロール

すれば、地域や国の経済発展に良い機会が生まれ

ます。また、意思決定に携わることを含め、若者

のニーズに応えることができれば、彼らを変革の

理想的な担い手としてエンパワーメントすること

につながります。そのためには、包括的な性教育

を含む、質の高い医療への多くの投資が必須です。 

さらに、イノベーションや起業家を育み、人間と

して尊厳ある生活ができる雇用の機会を若者に提

供するため、正しい政策を実行することです。こ

れらが実行されてのみ、各国は現在の人口動態の

配当に預かり、国の繁栄をもたらすことができる

のです。 

 

よって、各国が要求し、同時に各国にとって必要

な人口転換を実現するための努力をしていく必要

があります。これは、最も大切なことだと思いま

す。また、ここではっきりしておかなければなら

ないのは、人口動態による配当が得られて初めて、

世界中の緊張を減らし、人間の安全保障を促進す

ることができるようになります。さもなければ、

人口増加が経済成長を凌ぐことになり、社会に不

安定と不安がもたらされることになります。その

ために、全ての若者、とりわけ女性や女児に公平

で質の高い教育と家族計画を含むサービスを提供

する必要があるのです。 

 

また、正しい情報と選択の機会を提供し、自由な

選択を徹底することが必要です。それを確実に行

えば、世界のほとんどの地域で成長が達成される

はずです。また、今日の若者は、今までになくイ

ンターネット等を通じて相互に話し合える世代で

もあります。よって正しい政策や投資を実行すれ

ば、途上国での政治や社会、文化を変えることが

できます。持続可能な開発のため、2015 年以降の

開発アジェンダにおいて、長期にわたる思春期の

子どもたちや若者の能力への投資を願い、皆様に

支援をお願いいたします。 

 

以上の点と高齢化にどのような関係があるのか、

と思われるかもしれません。しかし高齢化は皆様

が生を受ける以前から始まっています。生まれた

子どもが育つ環境や、受ける刺激がその子の身体、

精神、情緒に影響していくのです。とはいえ、国

会議員、あるいは政府として若者を守り、健康的

なライフスタイルを身につけ、健全な成人、そし

て高齢者になれるよう、例えば、糖質・脂肪の摂

取や、タバコ・飲酒を控え、適度な運動を推奨す

る等、具体的な施策ができるはずです。健康障害

を予防することで、今日の慢性病の問題を軽減で

きるはずです。そしてそのことが、社会保障制度

づくりに関わり、非感染症予防のために多額の資

金を投じなくても済む、といった具合に必要な資
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金にも影響を及ぼします。よって、教育、子ども

や若者が健全に成長するための資金投入が必要で

す。それができて初めて、若者が、高齢者支援を

今後も維持することができるのです。 

 

さて、人口高齢化の問題を取り上げます。高齢化

は、どの地域、どの国でもみられ、2050 年には、

世界の高齢者の 80%が途上国に暮らすと予測さ

れています。この由々しき事態がどこまで認識さ

れているのか心配です。何の対策もなされなけれ

ば、人口高齢化は、私たちの社会全てを機能不全

に陥れる可能性があります。政府として、このこ

とを踏まえて、今から投資をしなければなりませ

ん。高齢者人口は、10 年を待たずして 10 億人に

なり、2050 年には 20 億人になると予想されてい

ます。その時点で高齢者は世界人口の 22%を占め、

史上初めて 15 歳未満の者より数が多くなります。 

 

この人口構造上の変化を受け、私たちが取り組む

べき課題は、全ての若者、高齢者の声や願いが吸

い上げられ、実際に行動がとられる社会をいかに

つくるか、ということになります。求められるの

は、若者も高齢者もそれぞれの権利を主張でき、

各国の発展に寄与し、その恩恵に携わることがで

きる社会づくりです。その意味で、若年者の能力

構築の必要性を取り上げました。 

 

私の父は 55 歳で引退しなければなりませんでし

たが、今日では 55 歳で引退することは考えられ

ません。世の中は常に動いており、私は 64 歳で

すが引退は考えておりません。70 歳代の方々も大

いに社会貢献しておられるのを拝見します。つま

り、生活様式が改善された今、能力のある人が社

会発展のために貢献できる機会を提供するべきな

のです。 

 

高齢者にはお引き取り願う、といった状況があっ

てはなりません。これは大切な点であり、日本の

制度に感銘を受けています。韓国や中国でも同様

の取り組みが始まっています。その意味で引き続

き高齢者の技能を改善していくことが必要だと思

います。これは、今の時代において極めて重要で

す。また、人は加齢により、ニーズが変わり、食

物、住居、移動手段等が変わることも忘れてはな

りません。これらに対処し、また、必要な時に必

ず何らかのケアを利用できるようにしておくこと

も大切です。社会が平等に、弱者と高齢者をみて

いくことが必要なのですます。 

 

高齢者を脆弱で、能力がなく、他人依存の負担と

見ることをやめるべきです。今日、そのような見

方は当てはまりません。今後の高齢者像には、現

在の自立した高齢者の姿を思い浮かべるべきです。

また、多くの高齢者が、金銭を受けることなく孫

たちの面倒を見ていますが、これは公平だとは思

えません。高齢者による寄与をしっかり認識して、

尊厳ある生活ができるよう、生活の糧が提供され

るべきです。この点を社会保障、年金制度や退職

金に組み入れることにより、高齢者が経済や社会

に貢献し続けていることを、周囲が理解すること

が大切だと思います。それにより世代間の連帯を

維持することは、社会が全ての年齢の人たちのも

のであることを理解する上で極めて重要であると

思うのです。 

 

また、同時に人びとの福祉や介護システムの基盤

になると思います。若者、高齢者双方が恩恵を受

けるような世代間の絆づくりは、今日のモバイル

テクノロジーを持ってすれば容易であるはずです。 

 

世界の多くで老人ホームが作られていますが、こ

れには反対です。社会とつながっていることが、

高齢者の生活に大きく影響しますし、高齢者を家

から追い出すことがあってはなりません。私たち

はきちんと面倒を見るべきです。 

 

最後に UNFPA は、引き続き、人口転換により生じ

る高齢者と若年層を支援していくことをお約束し

ます。また、特定の場所、条件を考慮した人口転

換（動態）に関する必要な情報を各国政府に提供

します。さらにこの問題に関する優良事例のデー

タを提供する等、意見や対話を取り扱う情報セン



 28 

ターとしても機能していきと思っています。 

 

日本は社会保障に取り組んでこられ、今日、ユニ

バーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）という概

念を取り上げておられます。私は、これは極めて

重要だと思います。その文脈の中で、若者のセク

シュアル・リプロダクティブ・ライツに関わる問

題を取り上げることが大切だと思います。同時に

高齢者が尊厳を持って暮すことができるような生

活様式を考えるべきです。 

また日本は、人間の安全保障という概念を提供さ

れましたが、その概念を人口分野でもぜひ進めて

ほしいと思います。UNFPA は、国連関連機関のみ

ならず外部組織とも協力し、全ての国において若

者世代とともに高齢者が尊厳を持って暮らすこと

ができるよう、国境を越えて経験を共有し、より

良い世の中の実現に努力いたします。 

 

ご清聴ありがとうございました。 
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基調講演 
 

「人間の安全保障としての高齢化対策 

-ユニバーサル・ヘルス・カバレージと日本の ODA」 

武見敬三 
AFPPD 議長 

 

本日は、多くの国から議会を代表する方々を

お招きし、この極めて重要な課題である人口

の高齢化に関する会議を開けたことは、誠に

光栄なことと存じます。 

 

私はこの基調報告の骨格として、高齢化とグ

ローバル・ヘルスとのかかわりを特に日本の

経験から説明し、日本が ODA を通じてどのよ

う取り組もうとしているのかお話したいと思

います。 

 

皆様方はすでにご存じだと思いますが、これ

は世界の人口の高齢化を示したマッピングで

す。濃い青色の部分は、人口の 13%以上がす

でに 65 歳以上である地域を示しています。 

 

この地図は、2030 年になると世界の高齢化が

一気に進むことを示しています。アフリカと

中央アジアの一部を除いたほとんどの地域が

高齢化社会に入っていくと予測されています。 

 

特にアジア太平洋地域ではこれから高齢化が

急速に進むことが予見されています。日本は

その中で最も高齢化が進んでいる国ですが、

日本以外でも、シンガポールや中国、そして

韓国やタイといった国々も今後、確実に高齢

化が進んでいくと予見されています。 

 

これは日本がどのように高齢化社会に入って

いったか、日本の平均寿命の延び方を示した

グラフです。1945 年頃の日本人の平均寿命は

男が 50 歳、女が 54 歳でした。それが 1970

年前後には、先進国の仲間入りをして、平均

寿命が急速に延びます。1970 年以降も日本の
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平均寿命は延び続け、一時は男女ともに世界

一の平均寿命までなり、そして女性について

は過去 26 年間、世界一の平均寿命を維持し

てきています。このように日本は、平均寿命

の上昇傾向をずっと維持してきたわけです。 

 

1945 年から 70 年ぐらいまでの初期は、まさ

にいま途上国の皆様が実施されているように、

乳幼児死亡率を抑え込み、結核等の感染症の

死亡率を抑え込み、そして衛生環境の改善を

図ることによって、急速に平均寿命を延ばす

ことに日本は成功しました。日本は、1950 年

頃から 1965 年頃までの約 15 年間で、MDGs

の中で示されている目標をすでに達成してい

たわけです。 

 

しかしここで強調したいのは、日本が、急速

に平均寿命を延ばした後も引き続き、寿命を

延ばし続けることができたのはなぜかという

ことです。それはとりもなおさず、成人の死

亡率の抑制に成功したからです。すなわち大

人が死ななくなったからです。 

 

このような大人、つまり成人の死亡率の確実

な低下は、今度はその社会における疾病構造

の変化、即ち非感染症の脅威の増大に対応で

きたことを意味しています。初期の、結核等

の感染症が深刻な死をもたらしていた時代が

終わると、今度は非感染症の慢性疾患による

死亡数が確実に増えていくわけです。世界の

高齢化の中で、日本のみならず、全ての国々

で今日このような疾病構造の変化が起きてい

ることは、皆様方ご存じのとおりです。この

グラフにあるとおり、癌や虚血性心疾患、脳

卒中といった疾患、さらには呼吸器系の疾患

で亡くなる方が、確実に増えていきます。 

 

そのような中で日本はどのように対処してき

たのでしょうか。これは脳卒中で死ぬ人の率

を示したグラフです。赤い折れ線グラフが日

本ですが、1950 年頃の日本では、脳卒中で亡

くなる人の数が極めて高くなっています。し

かし、1970 年前後から、日本では脳卒中で亡

くなる人の数を急速に抑え込むことに成功し

ました。非感染症の中でも、特に脳卒中で亡

くなる人の数を急速に抑制することができた

原因はいったいどこにあったのでしょうか。 

 

これは血圧に影響を及ぼす要因を示す棒グラ

フです。脳卒中で亡くなる方のおよそ 8 割は

高血圧症の患者です。すなわち、高血圧をど

のように日常管理できるかによって、脳卒中

で亡くなる確率を下げることが可能なのです。

公衆衛生的な方法としては、皆様もよくご存

じのように、減塩運動、つまり 1 日あたり塩

分摂取量を抑制する運動を政府が積極的に行

いました。確かにその効果は大きなものでし



 31 

た。しかし、それと同時にこのグラフが示し

ているのは、この白い部分です。ゼロから下

は実際に血圧を下げる要因ですが、その中で

最も大きな効果を持っていたのは、実は薬剤

治療です。降圧剤によって血圧の上昇を抑え、

血圧の高い人たちも日常的に、普通の人と同

じレベルの血圧で生活が送れるようになった

のです。 

 

なぜこのように、降圧剤の治療で血圧の管理

をし、結果として脳卒中による死亡率を下げ

ることができるようになったのでしょうか。

それは日本が 1961 年の段階で国民皆保険制

度を実現し、地域医療、プライマリー・ヘル

スケアを通じて高血圧症の患者の初期診断と

初期治療サービスの提供を確実にして、薬剤

治療を通じた血圧の管理を可能にし、それに

よって脳卒中による死亡率を大きく抑え込ん

だからです。このことは、高齢化社会を迎え

るに当たって、国民皆保険制度を中心とした

ユニバーサル・ヘルス・カバレージ（UHC）

の実現が非常に重要な要素となってくること

を示しています。 

  

このことは今、世界各国で認識されるように

なりましたが、その象徴となった UHC につい

ては、2005 年のワールド・ヘルス・アセンブ

リーでその定義がなされました。ここに書い

てありますように、全ての人びとが負担可能

なコストで、予防を含む適切な医療にアクセ

スできるというのがその定義です。 

 

そして同時に、世界中でこうした非感染症の

脅威が拡大していることへの認識が確認され

ました。2008 年および 2011 年の 9 月のこと

です。この非感染症に関わるハイレベルミー

ティングが国連総会のサイドイベントとして

開催され、世界で毎年 5700 万人の人びとが亡

くなる中、3600 万人の人びとがこの非感染症

で亡くなっていることが確認されました。実

際に、糖尿病のような病気でさえ、すでにそ

の死亡の 80%は途上国でおきていることも

確認されており、こうした非感染症の脅威が、

先進国だけでなく途上国においても深刻な死

をもたらすものであることが、今広く認識さ

れるようになってきました。 

 

そこで日本がこうした問題にどのように対処

してきたのか、お話したいと思います。日本

は 1961 年に、おおよそユニバーサル・ヘル

ス・カバレージを実現しましたが、これは日

本の国の大きな政策パッケージの中の 1 つと

して位置づけられていました。日本が掲げた

大きな国家目標とは何か、どのような政策パ

ッケージを作り上げていたのでしょうか。日

本は 1960 年に、経済の 10 カ年計画目標を、
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単なる経済成長から所得の倍増にまで広げま

した。また 1961 年には、皆保険制度と国民

皆年金制度を同時に実現いたしました。そし

てこの時期にまた日本の所得税の累進課税率

を 75%まで引き上げたのです。こうした政策

は全体として、戦後の日本社会の基盤をつく

るために、健康で教育レベルの高い中産階級

の社会の実現を大きな国家目標として政策パ

ッケージが組み立てられ、その中の 1 つの重

要な柱が、この UHC の実現であったわけです。 

 

日本が UHC を実現した時期は、まさに日本の

人口が引き続き増加を続け、そしてまだまだ

若年人口が全人口の大部分を占めていた時期

です。そして同時に日本では、GDP が急速に

成長した高度経済成長期が始まる前の段階で、

こうしたポリシー・パッケージを作り上げて

いたわけです。このように健康で教育レベル

の高い中産階級社会を作るための政策パッケ

ージは、実際極めて効果的に、金持ちと貧乏

人の間の所得格差を減らす効果をもたらすこ

とに成功いたしました。 

 

これは、人口増加の過程のどの時点で日本が

UHC を実現したかを示したグラフですが、こ

のようにまだまだ人口ボーナスを日本が十分

に享受できる、その前の段階で、ユニバーサ

ル・ヘルス・パッケージ（UHC）を実現し、

ポリシー・パッケージを作り上げていたこと

によって、日本は極めて効果的に、安定した

所得格差のない社会を作り上げることに成功

しました。 

 

私はこのグラフが大好きなのですが、これは

日本の高度経済成長期である 1960 年代後半

から 1970 年にかけて、日本で所得の格差が現

実に縮小していることを示しています。今世

界の多くの国々が、経済成長を謳歌し、そし

て経済的に発展していますが、残念なことに

むしろ貧富の格差が拡大し、それが社会の不

安要因となり、国によっては政治体制を揺る

がしかねない大きなものになってきています。

しかし日本は、この経済成長の前にこのよう

な政策パッケージを作っておいたことによっ

て、効果的に貧富の格差を縮小し、高度経済

成長期にむしろ所得格差を抑制することに成

功したことが、実は日本の社会を長期にわた

って社会的に安定化させることに成功した理

由です。 

 

この社会的な長期安定の上に自由民主党の長

期政権が半世紀にもわたって可能となったと

いうことが言えるわけで、このような社会の

安定と政治の安定というものは、確実に日本

国民の平均寿命のみならず、実は健康寿命を

増進する上においても重要な役割を果たしま

した。そして日本の国民は世論調査をいたし

ますと 9 割方、自分は中産階級に属している

という認識を持つようになりました。 

 

こうしたことを改めてより幅広く世界の人び

とにご理解をいただくために、日本のユニバ

ーサル・ヘルス・カバレージを実現するその

プロセスを総括する特集号を「ランセット」

誌に、ちょうと日本が皆保険制度を実現した

50 周年を記念して 2011 年に発刊されました。 
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これを受けて、安倍内閣の下においては、積

極的に日本のこの経験を多くの国々に対して

いい意味でも悪い意味でも、日本がどのよう

な経験をしたか正直にその政策として提示す

ることによって、これから高齢化社会を迎え、

これから疾病構造が大きく変わり非感染症の

脅威が増大する国々の人びとに対して、日本

国としても大きく貢献するために新しく国際

保健外交戦略（ジャパン・ストラテージ・オ

ン・グローバル・ヘルス・ディプロマシー）

という新しい政策方針を今年の 5 月 17 日に

閣議決定し、これを日本国の新しい政策方針

としました。その考えた方の基本は、健康と

いうものは、人間の安全保障を実現する上に

おいて、その最も重要な核となるものだとい

う認識に基づいています。 

 

すなわち人間の人生にとって、より良い人生

を歩もうという努力をしようとするときに、

健康だけではそれを全て実現することはでき

ないということは当然です。しかしながら、

ひとたび健康を損なうということになってし

まいますと、あらゆる意味でより良い人生を

歩もうとするその前提条件が壊れてしまいま

す。従って、私たちはこの健康というものを

人間の安全保障の骨格として位置づけ、それ

にまさに真正面から取り組み、世界の人びと

の健康の改善のために貢献しようということ

を我が国は政策として決定をしました。そし

てその中でも特に重要になってくることは、

明らかにユニバーサル・ヘルス・カバレージ

を多くの国々が実現することであり、そのた

めに日本は自らの経験を踏まえて、大きくこ

のユニバーサル・ヘルス・カバレージに貢献

しようという意思を固めました。 

 

そのため ODA 政策として、改めて様々な方針

を打ち出しています。まず我が国は、このユ

ニバーサル・ヘルス・カバレージというキー

コンセプトを、2015 年以降の新しい MDGs の

アジェンダのキーコンセプトとするための努

力を進めているところです。2 つ目に、我が

国自身が 2 国間関係で日本の ODA を実行し、

ユニバーサル・ヘルス・カバレージを実現す

る上で、最も効果的に 2 国間 ODA 政策を実現

するための方針を固めました。そして 3 つ目

は、ババトゥンデ・オショティメイン事務局

長もいらっしゃいますが、こうした UNFPA や

WHO あるいは世界銀行といった多くの国際

機関組織とマルチの枠組みの中で連携をしな

がら、ユニバーサル・ヘルス・カバレージを

実現するための方針を策定したところです。 

 

そしてこのことを明確に宣言したのが 9 月 14

日号の「ランセット」誌に掲載された安倍内

閣総理大臣の論文です。この論文の中で、改

めて安倍総理はユニバーサル・ヘルス・カバ

レージを、ポスト MDGs を考える上でのキー

コンセプトとすることを強く提唱し、日本が

そのために大きく貢献する用意があることを

示しました。そしてこの考え方に基づき我が

国は ODA の 3 つのツール、すなわち円借款と

技術協力とそして無償資金協力を上手く組み

合わせ、各国のオーナーシップを基本として、

そのパートナーと連携をしながら、それぞれ

の国がそれぞれの国の実情に応じてユニバー

サル・ヘルス・カバレージを実現するための

支援体制を組んでいるところです。そのため

に日本の円借款についても、保健医療分野に

ついては、改めてその利子を極めて柔軟に適

応させることで、より効果的に多くの財政資

源を、保健医療、特にユニバーサル・ヘルス・

カバレージを実現しようとする国々に対して

支援する財源として活用するツールを作り上

げたところです。こうしたことを通じて日本

国は人口の高齢化の中で、多くの国々が抱え
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る疾病構造の変化、そして非感染症による新

たな死の脅威というものに対処するためにも

このユニバーサル・ヘルス・カバレージを通

じた貢献を明確にしているところです。 

 

最後に我が国についてお話します。わが国に

とって問題はこれからさらに深刻になります。

日本では、健康で教育レベルの高い中産階級

社会を作ろうとした政策パッケージは大きな

効果を上げ、極めて安定的な経済発展を実現

することに貢献しました。これらの政策によ

り確立された制度は、いずれも歴史的な耐用

年数を終え、持続可能性を今まさに失ってき

ています。これから高齢化を迎える国々にと

っては、日本の経験は大いに役に立つところ

ですが、日本自身にとっては、もはやこうし

た政策や制度というものはその役割を終えて

持続可能性を失い、新しくその国家目標を設

定して、そしてその制度及び政策を大きく転

換しなければならない重要な時期に入ってい

ます。そのために新しい国家目標として考え

なければならないのは、先程ババトゥンデ事

務局長もご指摘されたように、いかにこの高

齢化社会において健康寿命を延伸し、そして

今広がろうとしている健康寿命と平均寿命の

格差をいかにして抑制するかということにな

ってきたわけです。残念ながらこの 10 年間

日本では健康寿命と平均寿命の格差が拡大し、

平均寿命は 1.5 歳延びたにも関わらず、健康

寿命は 1 歳も延びていません。この格差の拡

大は、これからますます医療を必要とする高

齢者が増え、介護を必要とする高齢者が増え、

そして寝たきりとなってしまうような高齢者

が増えることを意味します。いずれも高齢者

にとって嬉しいことでないだけではなく、ま

た同時に国にとっても経済的社会的コストが

増え続けていくことを意味しています。 

従って、いかにして健康寿命を延ばし、健康

寿命と平均寿命の格差拡大を抑制するかが、

これからの日本の国策として極めて重要なテ

ーマとなってきています。これらを日本が実

現することで、これから高齢化が始まる多く

の国々にとっても、さらに役に立つ教訓が、

これからの日本の経験も含めて大いに出てく

ると思われます。従ってあらゆる意味におい

て、日本は成熟した責任ある国家として、こ

うした人口の高齢化、そして疾病構造の変化

や、そしてそれに伴う新たな政策として、健

康寿命の延伸、平均寿命との格差抑制を行い、

65 歳どころではなく 75 歳になっても元気な

人は元気に仕事を続け、年齢がより高くなっ

たとしても、高い労働生産性が維持できるよ

うな雇用政策、経済政策を実現していくこと

が求められるようになってきました。 

 

このように日本では、改めて経済的に活力の

ある健康長寿社会の実現が 21 世紀の新しい

国家目標となってきたところです。以上、私

の基調報告とさせていただきます。ご清聴あ

りがとうございました。 

 



 35 

 

 

 

 

 

 

 

 

セッション 1  

 

世界の高齢化の諸相－人口動態とその意義－
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セッション 1 
 

モデレーター：アンネ・ビルギッテ・アルブレクトセン 
UNFPA 事務局次長 

 

 

略歴： 

UNFPA で 20 年に及ぶ開発・経営管理の経験を持ち、デンマーク政府、さらに UNDP、UNFPA で指

導的ポジションを歴任する。UNDP では、UNDP インドネシア事務所常駐副代表、次いで 1997 年

から 2004 年まで UNDP 本部の総裁室室長・マネジメント・アドバイザーに従事した。2004 年か

ら UNFPA に移り、トルコ事務所代表、アルメニア、グルジア、アゼルバイジャン事務所で所長を

経て、現在 UNFPA 事務局次長。UNFPA の事業内容、活動領域に関する直接の責任者である。 

 

 

ご列席の皆様、議員の先生方、専門家の皆様、

おはようございます。議長のマリアニー・モ

ハマド・イット議員とともに、皆様を歓迎い

たします。 

 

このセッションでは、世界の人口の概況を見

てみたいと思います。その後地域的な側面を

見た後、基礎的な、技術的側面から出生率、

健康、社会保障制度等を、世界、地域、そし

て各国の経験にリンクしながら見ていきたい

と思います。 

 

それでは最初に阿藤先生、お願いします。人

口転換や高齢化について、そして日本の経験

についてお願いします。 
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「人口転換と高齢化―日本の特色と意義」 
 

阿藤 誠 

国立社会保障・人口問題研究所（IPSS）名誉所長 
 

 

略歴： 

東京大学文学部社会学科卒・同大学院修士課程修了・ミシガン大学博士課程修了（Ph.D. in Sociology

取得）。1971 年厚生省人口問題研究所奉職、1993 年同所長に就任。1996 年国立社会保障人口問題

研究所の発足に伴い副所長、2000 年所長に就任。2005 年より早稲田大学人間科学学術院特任教授。

国連人口開発委員会議長、日本人口学会会長、社会保障審議会委員、内閣府統計委員会委員等を

歴任。著書：『現代人口学：少子高齢社会の基礎知識』、『先進諸国の人口問題』（編著）、『人口減

少時代の日本社会』（共編著）、『少子化時代の家族変容』（共編著）等。 

 

 

人口転換と高齢化について、私たち日本の体

験に基づいた様々な教訓も含めお話いたした

いと思います。 

 

最初にお話させていただきたいのは、世界に

おける高齢化です。20 世紀には、先進国での

み、高齢化が進んでいました。そして高齢化

に関するほとんどの議論は、先進国のみを対

象に行われていました。これは世界の高齢化

の状況を表すスライドです。 

 

現在では、高齢化は地球的規模の問題であり、

国際的な取り組みの必要性が痛感されていま

す。開発途上国においてもどんどん高齢化が

進んできています。ここで、人口の高齢化と

は、社会にとっていつも負担となるものなの

でしょうか。これは本当でしょうか。社会に

おける高齢化の影響をきちんと評価するため

には、私たちは、人口動態と人口転換を考え

る必要があります。 

 

まず、日本に焦点を当てて考えたいと思いま

す。日本は世界で最も高齢化が進んでいる国

です。おそらく 21 世紀にもこの状況が続く

でしょう。これを踏まえて、高齢化が持つ暗

い側面と明るい側面についてお話させていた

だきたいと思います。 

 

古典的な人口転換モデルでは、死亡率がどん

どん低下し、近代化の進行中の社会では、出

生率と死亡率の格差がさらに拡大します。そ

してまた一方で人口が大変急速に増大してい

ます。先進国、途上国を問わず、全ての国が

このような人口転換を終えるか、転換期に差

し掛かっており、近代化のプロセスの中で人

口が急速に増加しました。 
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世界は大きな人口転換の真っ只中にあります。

このスライドは、世界の人口転換のプロセス

を示したもので、こちらが出生率、これが死

亡率、この部分が自然増加率です。自然増加

率は次第に低下していますが、それでもまだ

世界の人口の 1%以上に留まっています。日

本では、19 世紀末にこのような人口の転換が

始まり、普通出生率と普通死亡率の差は戦前

に広がり、自然増加率も次第に上がり、その

結果急速な人口増大に至りました。周知のこ

とですが、急速な人口増加は経済発展を阻害

し、貧困を拡大し、環境、資源に多大な負荷

が課せられることになります。 

 

そしたまた、最近の UNFPA の世界人口白書に

報告されていたように、いわゆる「ユース・

バルジ」、若年層が大きく膨らんできています。

こうした状況の中で、雇用の機会に乏しい若

者が増え、政治・社会不安につながっていき

ます。日本では、戦争前に 15 歳から 24 歳の

若者人口が急増し、その割合は 20%ほどでし

た。1960 年代から 1970 年代以降これが減っ

てきています。開発途上国では、現在でも若

者人口割合がかなり高く、第二次世界大戦前

の日本と同じように全人口のおよそ 20%を

占めています。 

 

近代化が進行中の国々においては、出生力転

換を通じて出生率と死亡率の差を縮め、急速

な人口増加を食い止めることが政治的に重要

な課題となりました。出生力転換とは、合計

特殊出生率（TFR）、すなわち女性 1 人当たり

の平均の子どもの数が低下していくことで、

女性 1 人当たり平均 4 人、5 人の子どもがい

たのが、およそ 2 人まで低下するということ

です。この図は TFR の戦後における傾向です。

途上国でも、戦争直後は女性 1 人当たりの子

どもの数はおよそ 6 人だったのですが、今は

2 人～3 人に減ってきています。TFR は今後も

低下し、置き換え水準にまで至ると思います。

また多くの国々が、経済社会開発計画に加え

て、出生率と人口増加を抑えるため、家族計

画を導入しています。 

 

日本はこの出生力転換を、1940 年代末から

1950 年代末までの大変短い期間で達成しま

した。この短期間に TFR は 4 人以上からおよ

そ 2 人に低下しています。それによって、1960

年代には人口増加率が 1%程度に低下しまし

た。そして出生力転換を完了し、人口転換に

成功した国々においては、人口増加が緩やか

になり、人口ピラミッドの底辺が縮小するに

伴い、必然的に高齢化が始まるのです。日本

の場合、出生力転換が完了した 1960 年代か

ら高齢化が始まりまっています。これは主に、
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子どもの人口が急激に減少したためです。 

 

赤いものが 50 年代の人口ピラミッド、緑色

が 60 年代、黒が 70 年代を表していますが、

この 20 年で人口ピラミッドの底辺が縮小し

てきています。高齢化は一般的に、このよう

な過程で始まります。 

 

加えて、人口高齢化の速度は出生力転換の速

度に大きく左右されます。一般的に、出生力

転換は、先進国より開発途上国で早く進む傾

向にあり、先進国よりもさらに急速に高齢化

が進む傾向にあります。TFR が人口の置き換

え水準である 2.1 を維持する限り、65 歳以上

の高齢者人口の割合が総人口の 25%以上を

超えることは滅多にありません。これは図 1

にあるとおりです。米国は、置き換え水準と

なる出生率をほぼ維持しており、先進国の中

で最も高齢化率の低い国の一つです。 

 

先進国においては、近年、経済学者による人

口ボーナスに関する議論が進み、その中で人

口転換、少なくとも人口高齢化の初期段階に

おける人口転換の成功が経済にもたらすメリ

ットが浮き彫りにされています。出生力転換

を達成することによって、生産年齢人口の割

合が増大し、経済生産性が高まり、貯蓄と投

資が拡大して、全てが経済発展に有利に働き

ます。経済発展によって年金、医療制度、介

護サービス等、高齢者のための公的社会支援

システムの構築も可能になります。 

 

日本では、子どもの人口に占める割合が 1950

年代に減少し始め、1960 年代にさらに減少し

ました。生産年齢人口は 1950 年の 60%から

1965 年に約 70%に増加し、2000 年までその

水準が維持されました。 

 

この人口ボーナスあるいは人口の配当によっ

て、日本は経済先進国となり、この時期に、

全ての高齢者のための社会支援体制が確立さ

れました。50 年代と 60 年代、そして 70 年代

初めは、先程の演者の方もおっしゃられまし

たが、高度経済成長期に当たり、この時期に、

社会保障制度も、国民所得の増大と同じ速度

で拡大しました。しかし 1970 年に入ると、経

済成長率が低下する一方で、社会保障制度は

経済成長率を上回って拡大し続けました。 

 

どの国も、人口ボーナスのチャンスは 1 回限

りです。日本の場合は、50 年代、60 年代、

そして 70 年代ということになります。機会の

窓と言える人口ボーナスの期間は、人口転換
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期の後に 1 回だけやってきます。開発途上国

においては、急速な出生力転換が起きている

ため、高齢化が先進国よりも急速に進んでい

くでしょう。よって、もしこれらの国々が機

会の窓という好機を逃せば、充分な経済発展

を実現することはできないでしょう。 

 

これは生産年齢人口の割合を表しているグラ

フです。東アジア、南アジア、中央アジアで、

ほとんど同じなのですが、いずれにしても、

その機会の窓が 2040 年、2050 年に閉ざされ

てしまうと、これらの国々は、経済発展を実

現し、そして増大し続ける高齢者人口のため

に社会支援制度を構築するという 2 つの負担

を背負わなければならなくなるでしょう。高

齢者人口の割合は、アジア全域で今世紀増大

していきます。 

 

ほぼ全ての先進国において、出生率は、女性

1 人当たり 2.1 人未満と、置き換え水準を下回

るレベルまで減少しました。日本を含めた一

部の国では、30 年以上にわたって置き換え水

準を大きく下回り、1 人当たり 1.5 人未満にま

でなっています。イタリア、ドイツ、日本等

です。その他の南欧の国々、ドイツ語圏も同

様です。 

 

今世紀に入って、東アジアで最低出生率が記

録されています。韓国、台湾、シンガポール、

香港等です。これらの国の TFR は、日本を下

回り、1.0、1.3 あたりです。このように、日

本も含め一部先進国で、置き換え水準を大幅

に下回るレベルでの出生率が続くことにより、

さらに人口が減少する結果となり、超高齢化

が進むことになります。日本の人口は、2010

年にピークに達した後に減少を始めています。

この 100 年間の間にどんどん低下していくで

しょう。 

 

この図の点線は、65 歳以上の高齢者の割合を

示していますが、現在すでに 25%に達してい

ます。つまり 65 歳以上の高齢者が人口の 4

人に 1 人の割合となっています。日本の将来

人口推計によると、これが 4 割に達する見込

みです。人口は減っていくにも関わらず、高

齢化はどんどん進んでいきます。そして寿命

がさらに延びることによっても高齢化が進み

ます。先程も武見先生からお話がありました

が、日本は、出生時平均余命が最も長い国の

一つです。近年の女性の出生時平均余命は 85

歳以上、男性は 80 歳以上となっています。 

 

このような超高齢化は、高齢者支援のために

大きな負担が課せられることにつながり、特

に高齢者の年金や医療、介護等の社会保険を

はじめとする社会支援制度の持続可能性を脅

かすものです。 

 

この図は、国民所得に対する社会保障費の割

合を示したものです。1970 年代から上昇し、

現在は国民所得の約 3 割を占めています。高

齢者のための社会支援制度をこれからも維持

していくためには、給付金の額を減らし、社

会保険料を引き上げて両方のバランスを取る

等、高齢者のための社会支援制度の抜本的な

改革が不可欠です。加えて、女性や高齢者の
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雇用を増やし、外国人労働者を受け入れる等、

労働力人口を拡大することによって、生産年

齢人口の減少を補っていくことが必要です。 

日本のように、人口が減少しつつ、さらに超

高齢化が進んむ社会の将来は、出生率の回復

力にかかっていると言えるでしょう。出生率

を回復する簡単な方策はありません。しかし、

国際比較から見れば、ジェンダーの平等、そ

して仕事と家庭生活の両立が、回復の鍵を握

る要素だと思います。ありがとうございまし

た。 

 

モデレーター： 

阿藤先生から、今後、世界中の国々が人口転

換を経験していくに当たり、これまでの経験

を共有していくことの必要をご指摘いただき

ました。特に、開発途上国は人口ボーナスを

享受しています。最初の転換から第二の人口

転換、つまり人口の置き換え水準を下回るま

で出生率の低下が起きることについてもお話

しいただきました。また、プレゼンテーショ

ンの最後にいくつかの解決策の可能性を強調

していただきました。これも、我々が皆で検

証しなくてはならないと思います。社会保障

制度の実現、女性の就労の促進、さらにワー

ク・ライフ・バランスを改善するような政策

によって、出生率が置き換え水準を超えるよ

うな適切なバランスが必要だということでし

た。 
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アルフルレッド・チャン 

嶺南大学 
香港 

 

 

略歴： 

高齢者向け福祉サービスのプラクティショナー、社会老齢学者。看護師として従事した後、高齢

者のソーシャルワーカーとして働き、社会・医療サービス、政策策定における幅広い知識と技術

を持つ。世代間関係、アジア太平洋地域における高齢化と長期介護保険制度、社会・医療サービ

ス指標の開発、QOL、介護インデックス等、高齢化に関する分野に深く関連し、その研究は各種

ジャーナル、書籍に広く紹介されている。現在、2006 年に”serving to learn, learning to serve”を通し

た大学生への総合教育の促進として設立したアジア太平洋高齢化研究所、サービス・ラーニング

事務所長。 

 

 

ありがとうございます。阿藤先生にすでにお

話しいただいたので、私のプレゼンテーショ

ンもだいぶ手短にできるかなと思います。い

くつか今おっしゃった点を私も強調したいと

思います。 

 

まず発表に入る前に、3 つの原則についてお

話したいと思います。繰り返しになりますが、

まず第 1 に、高齢化は政府や国の負担ではな

く、どのようにきちんと高齢化社会に備える

かという問題である、という点です。それぞ

れの個人が高齢化に備えるということです。

これは必然ではなく、やはり準備が必要です。 

 

2 つ目は、自己責任の原則です。今朝、UNFPA

の 10 番目の優先領域について議論がなされ

ましたが、新しい権利に基づいた文化が必要

であるという点です。権利に基づいた新しい

文化というのは、結局、個人の責任とも関わ

るものです。例えば、長年タバコを吸ってい

る人が、永続的に病気になって権利を主張し

ても、これはどうかなというわけです。つま

り、新しい権利に基づいた文化というものに

は必ず責任がつきまとうということです。 

 

3 つ目は、様々な助力についてです。今は政

府だけには頼れません。政府だけが個人、高

齢者一人ひとりを助けるわけにはいきません。

今、阿藤先生もおっしゃいましたように、高

齢化は、数の問題だけではありません。就業

者数の減少、長寿社会を意味するものでもあ

ります。今後は、より多くのリソースを政府

だけが与えるのではなく、家族も近隣の者も

含んだ皆が提供する、色々な人が助けるとい

うことが重要だと思います。 

 

世界の人口は今 70 億人ですが、今後 100 億

人になる予定です。この多くがアジア太平洋

地域に住んでいます。人口増加の多くは、途

上国において起き、その国々は、まさに本日

いらしている方々の国だと思います。そして、

これだけの人口、そして高齢化社会に対応す

るだけのリソースが今ないことが、アジア太

平洋にとって大きな課題になっています。こ

の点が、産業化、都市化を経て、リソースに

恵まれた中で高齢化を経験したヨーロッパの

国とは違う点です。今アジアはこの課題に直

面しています。 

 

この図は、人口分布を地域別にみたものです。

インド、中国に世界の人口が多く集中してお

り、それに比例して高齢化もこの地域で多く
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起こります。 

 

21 世紀の終わりになると、ほとんどの国で高

齢化率が 20%ぐらいになると思います。これ

らは世界の人口トップ 10 の国々ですが、こ

ういった国々で最も高齢化が進むわけです。

アジア太平洋の国々もこの中に入っています。

また 20 年先を見ると、地域よりも特定の国

における変化が見られます。インドが中国を

追い抜いて、世界で一番人口が多い国となり

ます。 

 

阿藤先生からすでにお話がありましたが、ア

ジアにおいて日本は、出生率、平均寿命とい

う点で最初に高齢化時代に突入した国です。

ここで強調したい点なのですが、フランスや

イギリス等のヨーロッパ諸国は、高齢化に対

応するために、より長い期間がありました。

高齢化率が 7%から 14%へと倍増するのに、

約 60 年以上、100 年ぐらい、それに備える期

間があったのです。しかしアジア太平洋地域

では 60 年しかありません。中国、インド、

インドネシア、韓国等では 30 年ぐらいしか

高齢化に備える期間はありませんでした。阿

藤先生が先程、制度作りのことを話されまし

た。例えば介護制度、そして年金制度、医療

制度、社会介護制度ですが、これには時間が

かかります。30 年の準備期間は十分とは言え

ないでしょう。10、20 の病院を建てるだけで

は十分ではありません。代替策を考えなくて

はならないのです。 

 

西洋諸国に比べると、アジアにはより大きな

課題があります。数字で見るとおおよそ分か

りますが、まず高齢化が一番早く進んでいま

す。65 歳以上であるだけでなく、我々が直面

しているのは長寿の問題でもあるわけです。

これは大変興味深いのですが、アジアはそれ

ほど豊かな状況ではなかったにも関わらず、

日本同様、インドネシア、香港、シンガポー

ル等で、世界の中で最も長寿な国となり、平

均寿命は 80 歳を超えています。我々は豊か

になる前に高齢化に直面しているので、これ

に備える資源・資金（リソース）が少ないと

いうことになります。 

 

このように、我々はヨーロッパの国々のよう

な良い状況にはありません。ヨーロッパには

高齢化に備えるリソースがあったのですが、

我々は高齢化しながらリソースを備えていか

なくてはなりません。また、長寿化は世界で

も直面していますが、特にアジアにとっては

問題です。アジアでは家事や家族の世話を女

性に頼っており、こうした女性の労働が就労

として適切に認識されていないため、男性の

ように年金ももらえません。こういった女性

が男性よりも長寿なので、女性の老後の世話

をするのは誰か、ということになります。こ

れはアジアにとってもう一つの問題 

となります。 

 

政策立案という面で、高齢化に備えられてい

るでしょうか。ヨーロッパではどのようにこ

れに準備をしたのでしょうか。まず一つの可

能性として、定年退職年齢の引き下げがあり

ます。しかし、退職年齢を引き下げるという

ことは、定年に近づいている人びとが数年待

たないと年金を得られないということになり、

ヨーロッパでは多くの反対がありました。ギ

リシャ、フランス、スカンジナビア諸国でも

そうです。特に若い世代が反対しました。バ

バトゥンデ事務局長が先程、世代間の関係に

ついて述べられましたが、これも重要な問題

です。ヨーロッパでは若い世代が怒っていま

す。そして定年退職年齢の引き上げに反対し

ています。税金をより多く払いたくない、他
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人の親を支えたくないというわけです。アジ

アの若者にそのように感じてほしくはないの

で、手遅れになる前にこれに対処しておかな

くてはなりません。個人貯蓄を推進し、なる

べく若いうちから生涯コストの観点で貯蓄を

勧めることです。いったん働き出したら、一

生涯に備えて最初の仕事のときにきちんと貯

蓄してもらうことです。そして出生率を引き

上げることです。これについてはかなり議論

されました。次に移民の自由化です。これに

はプラスとマイナスがあると思います。移民

の自由化とともに、違う文化を持った新しい

人たちにどのように対応していくかについて

も、政策立案が重要となります。 

 

ヨーロッパ諸国ではこのような対策をとって

きました。成果を挙げたものもありますが、

うまくいかなかったものもあります。ヨーロ

ッパの経験を全体としてみると、十分に満足

のいくものではありません。しかし、国連が

全ての国を取りまとめ、高齢化に関するマド

リッド国際行動計画（MIPAA）を策定しまし

た。これは政策立案の 3 つの優先分野を定め

ています。1 つ目は高齢化と開発、つまり高

齢者の生活を守るための基本的ニーズを提供

することです。そして尊厳ある生き方を促し、

高齢者に対してプラスのイメージを作ってい

こうというものです。2 つ目の柱は、健康と

福祉です。たとえ最低限なものであっても、

健康を、必要不可欠な条項として取り入れて

いくことです。日本がこれまでに、そして現

在も行っている様にです。高齢者の生活の質

（QOL）を確保する上で基本的な医療はとて

も重要です。3 つ目の柱は、支援的環境の整

備です。つまり、高齢者を自助できるように

していくことです。個人は、なるべくアクテ

ィブに生きていけるよう、個人の責任を果た

し、一方で政府がその支援的な環境を整備す

るというものです。また 4 番目の柱として、

実施とモニタリングが加えられています。こ

れは、MIPPA の国連アジア太平洋経済社会委

員会（ESCAP）版である上海実施戦略（S.I.S）

から追加されたものです。アジアの国々にお

いては、このような評価メカニズムを入れて

おくのが良いということになりました。よっ

て政策的な指令も、具体的なものもあります。 

 

また WHO のアクティブ・エイジングの政策

的枠組みがあります。これは、アクティブ・

エイジングの枠組みの修正版です。少し見て

みましょう。 

 

まず安全ということです。2 つの側面を考え

なければなりません。1 つは、政府の視点か

ら見て、高齢者にとって安全な環境を整備す

ること。また、生涯コストの観点から金銭的

にも安全な環境を提供することです。それと

同時に重要なことは、個人の視点です。若い

ときから自分たちの安全に留意することが大

切です。健康の維持は、生まれた時からの個

人の責任でもあります。そして、コミュニテ

ィに活発に参加することです。この 3 つが重

要な要素です。そして金銭を得られる就業、

ボランティア、そして生涯学習等、色々学ん

で、人のためになることをすることです。阿
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藤先生がおっしゃったことが、書いてありま

す。働ける限り、定年退職年齢はいらず、高

齢になっても働いていくということです。 

 

世界は高齢化しています。我々は高齢者をサ

ポートしていかなくてはなりません。社会に

貢献する存在として、彼らが受けるに値する

積極的な支援を行わなければなりません。高

齢者をただ他の人に頼る存在として見るので

はなく、プラスのイメージを作っていく必要

があります。また高齢者が継続就労できる機

会を拡大し、自分から進んで訓練・再訓練を

受けられるような環境を整備することです。

そして健康でいてもらうのです。皆様は政策

立案者ですから、このような説明は不要と思

いますが。 

 

我々が取り組まなくてはならないことは、大

変シンプルなメッセージを出していくことで

す。それは、小学校に行くようになった時か

ら、3 つのものを蓄えていき、なくさないよ

うにしよう、ということです。まずできるだ

け若い時からお金をきちんと貯金すること、

そして健康を損ねないことです。生涯コスト

の観点からも、これは全ての年齢でいえるこ

とです。そして一番重要なのは、友人を大切

にしようということです。 

 

私くらいの年になると、隣にいる友人が 1 人

ずつ亡くなってしまい、やはり寂しいもので

す。もっと友人が必要なのです。若い友人を

作るのも重要です。若い人より自分は早く死

ぬわけですから。またの女性と友達になるの

は重要だと思います。アジアの女性はとても

やさしく、色々世話をしてくれます。 

 

また女性の寿命の方が 5、6 年長いわけです

から、最後になると女性の世話にならざるを

得ないので、女性には良くしましょう。あり

がとうございました。 

 

モデレーター： 

チャン先生、ありがとうございました。この

10 年間に鍵となる原理原則を雄弁に示して

いただきました。また重要ななメッセージに

ついて、お聞きの皆様も、私同様、共感でき

たものがあるのではないかと思います。高齢

化が必然的に負担をもたらすことは皆が承知

しています。そして権利には自己責任がつき

ものであり、政府任せにはできないこと。貯

金をする、健康を守る、友達を守ることが大

事だということもご指摘いただきました。そ

して最も弱い立場にある高齢者、特に年金も

なければ、社会保障もない女性に目を向ける

必要があります。とりわけアジアをはじめ、

途上国においては、高齢化に備える機会の窓

が、ヨーロッパ、少なくとも西ヨーロッパと

比べて短いため、政策決定者、議員の皆様、

まさに今準備が必要だということをお話しい

ただきました。 

 

続いて、林先生から世界の高齢化について、

いったい世界で何が起きているのか、ご参加

の政策決定者にとってどのようなことが関連

するかお話しいただきたいと思います。 
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林 玲子 

国立社会保障・人口問題研究所（IPSS）国際関係部長 
 

 

略歴： 

東京大学工学士（建築）、東京大学保健学修士、パリ大学修士、政策研究大学院大学博士（政策研

究）。セネガル保健省大臣官房技術顧問、東京大学 GCOE「都市空間の持続再生学の展開」特任講

師等を経て 2012 年より現職。都市化と人口移動、人口と開発に関する研究に従事。主要論文” Long 

term world population history - A reconstruction from the urban evidence”により 2009 年度日本人

口学会・優秀論文賞受賞。 

 

 

ありがとうございます。林玲子と申します。

阿藤先生が以前所長を務めていらっしゃった

国立社会保障・人口問題研究所（社人研）の

国際関係部長をしています。今は社人研にお

りますが、その前は、セネガルに合計 4 年在

任し、2011 年までセネガルの保健大臣の顧問

を務めておりました。日本人の顔をしていま

すが、世界の高齢化問題について、アフリカ

の視点からもお話したいと思っています。 

 

すでに多くの方々がプレゼンテーションを通

して言われたことですが、人口の高齢化は今

やグローバルな問題です。例えば、国連では

色々な活動が始まっています。チャン先生か

らご紹介がありましたが、2002 年には高齢化

に関するマドリッド国際行動計画が、全ての

加盟国によって採択されました。また昨年に

は、UNFPA が、このセミナーのモデレーター、

共催者の方々とともに、世界で最も高齢化率

が高い日本、東京で、世界の高齢化に関する

報告書を発表しました。ミレニアム開発目標

に続く 2015 年以降の開発アジェンダについ

ても、人口変動の中に人口高齢化を含め、議

論を進めています。人口変動がこの 2015 年

以降の開発アジェンダの柱の一つになるかま

だ分かりませんが、高齢化は、人口変動にお

いて取り組むべきとても重要な問題の一つで

す。人口の高齢化は、健康、雇用、環境そし

て都市計画等に至るまで、数多くの分野に関

連するものです。UNAIDS や UN Women 等が

新たに設立されているように、UNAGE と呼ば

れる組織を設置して、色々な分野間での協力

が必要ではないかという主張もあります。現

在は各国連加盟国が国連を通じてグローバル

エージングに関する活動が行われ始めていま

す。 

 

すでに同様の内容が皆様から発表されていま

すが、年齢別に見た世界の人口趨勢をご紹介

します。ご覧いただきますように、年齢層で

見ると、2013 年は 0 歳から 19 歳までの若年

人口は横ばいです。これは世界の人口分布で

すが、若い人たちが増えていないことが明ら

かです。20 歳から 64 歳までの生産年齢人口

が増えており、そして高齢者が急速に増えて

います。 

世界の地域ごとにこれを見ていきたいと思い
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ます。この図は 65 歳以上の高齢者の人口に

占める割合ですが、アジアで増加しているこ

とが明らかです。アジアには、人口の多い中

国とインドがありますが、その高齢者人口の

伸びは地域の中でも特に著しいものです。 

 

次に、ある種単純なグラフですが、今まさに

転換点にあることを示すデータをご覧いただ

きたいと思います。世界の従属人口指数を表

したものです。この従属人口指数とは、生産

年齢人口に対する若年人口と高齢者の人口の

比率です。従属人口指数が高いところでは、

経済的依存者が多いということになります。 

 

高齢者が扶養されているか否かを問わず、ア

クティブ・エイジングについて議論していく

必要がありますが、議論に際し、この指数が

使われています。1950 年以降、従属人口指数

が急速に延びています。これは出生率が上が

り、人口が爆発的に増えたからに他なりませ

ん。ところが 60 年代以降、従属人口指数が

2010 年、2015 年まで落ちていきます。今ち

ょうどこの 2010 年と 2015 年の真ん中にあり、

従属人口指数が一番低いところにいます。阿

藤先生がお話になった人口ボーナス期を享受

すべき時期にあるのです。今後、従属人口指

数は増える一方です。今は世界的にも一番良

い状況にあるわけですが、今後の高齢従属人

口の増加に備えて、対策が必要です。 

 

このグラフは同じく従属人口指数を世界の地

域別に示したものです。グリーンが日本、中

国、韓国、日本、モンゴル等の東アジアです

が、この地域は、すでに底を打っています。

ヨーロッパ、北米も同じです。東南アジアと

ラテンアメリカの 2 つの地域は、人口動向が

よく似ていますが、10 年後の 2020 年ぐらい

に底を打つと予想されています。その後、中

央アジア、インド、バングラデシュ、ネパー

ルを含む南・中央アジア諸国が、中近東とと

もに 20 年後、2040 年ぐらいに従属人口指数

が底を打つでしょう。 

 

よって遅かれ早かれ、世界人口は、従属人口

指数が底を打つことになります。但し、サハ
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ラ砂漠以南の国々は別で、現在も依然として

従属人口指数は高く、なだらかな低下傾向が

今後も続きます。 

 

次に人口動態的な側面についてです。人口動

態の面から問題となるのは、出生率、死亡率、

人口移動、家族構造です。各ポイントの特性

についてお話したいと思います。 

 

すでにご存じのように、合計特殊出生率（TFR）

は、世界の全ての地域で下がってきています。

出生率と高齢化問題に関して、高齢化の原因

としては平均寿命の延びが挙げられますが、

それ以上に重要な要因は出生率の低下で高齢

化に寄与するのは出生率の低下なのです。こ

れは 1950 年から 2000 年までの日本の高齢者

人口割合の変動です。合計で 12.4%の増加が

認められますが、低出生率による寄与割合が

5%で平均寿命の延びによる 3%よりも上回

っています。高齢化と低出生率、このバラン

スをどう取っていくのかが大きな課題になり

ます。 

 

次の図は、死亡率、反対に言えば平均寿命で

すが、この平均寿命の推移を地域ごとに見た

ものです。この 70 年間の傾向として、世界の

どの地域においても平均寿命が延びています。

ところが平均寿命が延びるに従って色々な疾

病が増えます。これを疾病の二重負担と呼ん

でいますが、新興･再興感染症、例えばエイズ、

マラリア、結核、さらに「顧みられない熱帯

病」等の感染症と、非感染症である癌、心臓

発作、脳卒中、糖尿病等の慢性疾患の両方共

が問題となっている状況が途上国において顕

著です。例えば北側諸国よりも途上国におい

て糖尿病による死亡率が顕著で、深刻な問題

になっています。 

 

また保健医療関係の政府支出に大きな格差が

見られます。このグラフは、政府総支出に占

める保健分野への支出割合を示したものです。

今日はコスタリカの代表の方はおみえではな

いようですが、この国では政府支出の 4 分の

1 が保健医療向けです。保健医療にどれだけ

の予算を割くかは、国によって異なり、各国

の意向次第となります。 

 

世界の高齢化を考える時、もう一つ重要なの

が人口登録です。例えば、どれだけの人たち

が何の原因で死亡しているのかを把握するた

めには、死因を含めた死亡届が必要です。こ

の図は、死亡登録がどれだけなされているの

かを国別に見たものですが、普遍的な登録制

度を持っていない国がまだ多いことが分かり
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ます。出生届も重要で、子どもの就学に必要

ですし、住民登録も重要です。それから国民

皆保険ということになると、保険に加入する

には一定の登録制度が必要です。こうした基

本的なガバナンスにおいて、やるべきことは、

まだ多くあります。 

 

人口移動に関してです。国際人口移動は、

1990 年から 2010 年へ増加が見られます。世

界の高齢化に伴い、若く優秀な人材を求めて

一種の国際競争が起きています。高齢人口の

多い国は、熟練した人材を海外に求めます。

送り出し国にとってみれば競争による頭脳流

出が予期されるわけです。この問題の解決に

はどうしたらよいのでしょうか。国際移動を

阻止し、制限したりしても解決策にはなりま

せん。グローバル化に伴って、コミュニケー

ションも、交通手段も安くなった現在、人の

移動を止めるのは容易なことでありません。

帰還移動や還流移動を推進すべきでしょう。

海外に行って高等教育を受け、経験を積んだ

若者が後に国に戻り貢献するということもあ

ると思います。また例えば、海外に出稼ぎに

行った労働者の本国送金額は、今では国際援

助額を上回っています。これは大変重要な点

です。また海外出稼ぎ労働者が習得した技術

が本国に導入されていることも分かっており、

地域や国の発展に大きく寄与しています。若

者に雇用の機会を与えると同時に、彼らのニ

ーズを満たすことも、各国にとって重要なこ

とです。 

 

2 つ目は、国内の移動です。都市化というこ

とかもしれませんが、今では世界人口の半数

以上が都市部に住んでいます。これは、農村

部から都市部への国内移動、とりわけ若者が、

高等教育や雇用を求めて都市部に移動するこ

とが背景となっています。どの国においても、

若い人たちが都市に住んで、高齢者が農村に

取り残されるという構図が見えます。 

 

この図は高齢人口比率を国別に見たものです

が、これをさらに州や省、県に落とし込むと、

州や省、県の間に違いが出てきます。このよ

うな国内での格差、というより差異を見て、

正しい政策を打つことが大事です。 

 

最後になりますが、家族の問題についてお話

したいと思います。これはセネガルで撮った

写真です。真ん中にいるのがおばあさん、息

子が今家長です。奥さんと子どもたち、兄弟

姉妹です。大家族のハッピーな写真ですが、

この地球規模の中でこの大家族システムをど

こまで続けられるでしょうか。この表は、60

歳以上の高齢者のうち、単身で暮らす人たち

の割合です。1 人暮らし、または子どもなし

に夫婦だけで暮らしている高齢者です。割合

の少ないアフリカでも 20%がそのような暮

らしをしています。アジア、ラテンアメリカ

は 30%近くを占め、高齢者の 3 分の 1 が単身

または子どもなしの夫婦で暮らしているので

す。ヨーロッパ、北米ではさらにその割合が

高く、世界全体のおよそ 40%の高齢者が単身

で生活していることになります。家族構造が



 53 

急速に変化しており、この新しい状況にも応

えていかなければなりません。 

 

このグラフは、独居暮らしまたは子どもなし

で暮らす高齢者の、日本での割合の推移です。

30 年前には 28%でしたが、今は高齢者の半分

以上が 1 人または子どもと別々に暮らしてい

るということになります。ここで是非見てい

ただきたいのですが、2001 年には 9%だった

親子同居の割合が、2011 年になると大幅に落

ち込んでいます。一方、同期間に子どもたち

が近所に暮らす傾向は 25%から 30%に増え

ているのです。同じ屋根の下に暮らさなくて

も、そばに暮らしていれば孫にも会えるし、

また高齢の親をみることができる点でも安心

だということになります。高齢化に伴って日

本人の暮らし方が変わってきているというわ

けです。こうした動向を常にモニターして、

より良い政策を提案することが超高齢社会の

課題であると思います。ありがとうございま

した。 

 

モデレーター： 

林先生ありがとうございました。3 つのプレ

ゼンテーションを行っていただきましたが、

数多くの政策上のご提言、また国際的、地域

的な枠組みについてもお話がありました。高

齢化が国際開発アジェンダのトップに、また、

2015 年開発アジェンダの一つにも据えられ

るよう図ることが必要です。高齢化は、単な

る出生率や保健制度の問題でなく、学術的な

取り組みがまさに必要であるというメッセー

ジをいただいたと思います。医療保険制度、

データ、登録の問題、人口移動、都市化、教

育、労働、そして家族支援制度についても考

えていくことが必要です。高齢化問題に取り

組むためには、包括的な政策アプローチが必

要です。 
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討  議 
 

 

議長： 

アルブレクトセンさん、ありがとうございま

した。3 人のスピーカーの方々にもお礼を申

し上げます。私が思うにこのトピックは、季

節で言えば秋、冬に当たるようなものであっ

た気がします。今朝のお話は大変興味深く、

そして我々全員にとって大変意味のあるもの

であったと思います。これから討議を始めさ

せていただきます。色々なご質問、ご見解も

おありかと思いますので、皆様からお聞かせ

いただきたいと思います。 

 

パルチャンドラ・ムンゲカー議員（インド）： 

インド国会議員のムンゲカーと申します。演

者の皆様、素晴らしい発表をありがとうござ

いました。高齢化人口にどのように対処して

いくか、その様々な課題について伺いました。

ここで、我々の意図に制約を課すもの、目標

の実現を困難にしている重大な問題をいくつ

か指摘したいと思います。これまで議論され

てきた問題は、理論的、実際的、経験的な問

題であり、それに関するいくつかの対処法が

議論されていますが、私たちが導入すべきと

提案した政策への制約についてお話しさせて

いただきたいと思います。 

 

例えば、ポスト・ワシントン・コンセンサス

です。ワシントン・コンセンサスは、全ての

国々にとって義務的なものです。これによっ

て国の経済的な役割を縮小し、例えば財政赤

字を是正しようというものです。1 つ前に出

てきたグラフでは、多くの国でこの支出が

5%から 10%に増えています。インドは、独

立後 65 年を経て大国となりましたが、医療

費支出は 4%を超えていません。よって、世

銀や IMF が途上国の政府支出政策に課してい

る制約をどのように排除するかということに

合わせて、これらの問題に対処していかなけ

ればなりません。 

 

2 つ目に、高齢化の進んでいる国や、1 人当

たりの収入が少ない国の従属人口指数です。

例えば欧米では夫婦だけの世帯が大体 75%

ぐらいですが、アジアではわずか 25%ぐらい

です。従って、大きな問題は、世界の所得が

不平等に分配されていることです。最新の

IMF の報告によれば、世界人口の 10%が豊か

な国に暮らし、世界の富の 60%をコントロー

ルしています。そして最も裕福な 1%の人が

世界の富の 25%を支配しています。こうした

状況は、高齢化の問題に対処する上で、途上

国の制約となっています。 

 

3 つ目ですが、この開発プロセスは、女性に

対して偏見的なものになっています。高齢化

の問題を話す時には、ジェンダーに中立的な

議論はあり得ません。世界を見ていて、一国

の例外もなく、内在的あるいは暗黙の偏見が

あります。意図的でないにしても、女性に対

する潜在的な偏見があり、この問題に取り組

む必要があると思います。 

 

4 つ目に、この世界の多くの支出は、軍拡や

鉱物等の資源に対して向けられています。た

とえ 0.5%や 1%であろうと、この目的に世界

の所得が充当されているのだとすれば、先進

国や国連は、高齢化の問題に対処する貧しい

国々に大きな支援の手を差し伸べるべきであ

ると思います。 
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議長： 

どうもありがとうございました。グローバル

な影響に関するインドの方のご指摘に関して、

コメントをされたい方はいらっしゃいますか。

ではチャン先生お願いします。 

 

アルフレッド・チャン教授： 

私から少しコメントさせていただきたいと思

います。確かにおっしゃるとおりだと思いま

す。インドの議員の方がおっしゃった大変重

要な問題点に関しては、私たちのような小さ

なパネルで提言できるというより、やはり国

連全体が、これから吟味していかなければな

らないトピックだと思います。 

 

所得分配に関してですが、各国が、それぞれ

国連の指示に従って、どんな小規模なもので

あっても、生活に必要な生活の糧を全て提供

していく必要があります。国の資源が不均衡

に所有されている場合もあるでしょうが、そ

うした資源をより公平に再分配する方法を見

つける必要があります。簡単な答えはありま

せんが、確かにそれぞれの国の政府が、国情

に応じて政策を考えていかなければいけない

点です。 

 

また、高齢化問題におけるジェンダー・バイ

アスへの取り組みの必要性についても、おっ

しゃるとおりだと思います。ただ、私の発表

の中で申し上げましたように、アジア太平洋

地域は、女性問題、また高齢者の女性の問題

に関して特に注意の目を向けています。家庭

内においても女性がその役割を果たしていま

すが、家庭に縛られて、十分就業の機会が得

られず、福利厚生が得られていない状況もあ

ります。アジアの大半の国では、最終的には

やはり男性よりも女性の高齢者が増えていき

ますので、私たちは、本格的に女性そして母

親を大切にしていく必要があるわけです。女

性のおかげで男性も誕生しています。高齢者

の女性が質の高い生活を送れるようにしてい

かなければならないと思います。 

 

阿藤誠 IPSS 名誉所長： 

西洋社会、そして日本を含む伝統的な社会で

は、ジェンダー、いわゆる性別による差別と

いうものがありました。西側諸国においても、

このような文化的な価値観をジェンダー平等

なものに変えるのに数年かかりました。日本

もまだ、性差別のない平等な社会にしようと

取り組んでいます。この問題は特に出生率の

問題ともかかわります。インドの場合は特に

そうです。性差別というものがあって、女性

が出生や結婚について自分の意思を持つこと

ができません。日本でもそれとは問題が違い

ますが、女性が仕事と結婚・出生を両立して

いくのは難しいことです。一方で一般に男性

は、妻の行動や意見に左右されることなく、

1 人で自分の人生を決められます。これが日

本では低い出生率へと繋がってしまっている

のです。我々は政策の中で、よりジェンダー

平等な社会を築くことをうたっており、出生

率を変えようと取り組んでいます。 

 

議長： 

ありがとうございました。先程質問なさった

方から、質問の内容について再度コメントが

あります。 

 

パルチャンドラ・ムンゲカー議員（インド）： 

私たち抱えている問題は、色々な意味合いを

持っており、必ずしも答えを得ることは容易

なことではありません。しかし、やはり世界

的に考えていかなければならない問題です。

私が問題点を指摘させていただきたいと思う

のは、欧州の国々においては、北欧の国を含
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め、社会福祉分野の支出削減をせざるを得な

い状況になっているからです。人びとの不安

も大きくなっています。格付けの機関も、財

政赤字が 0.1%を超えると格下げを行い、IMF

や世銀は融資をしてくれなくなるからです。

そこには、サイズ、年齢、身長、あらゆる点

が違うにも関わらず、一つのジャケットしか

用意されていません。どのような問題があっ

ても、世界規模での制約がかけられてしまっ

ているのです。全てがあまりにもひとまとめ

で対処されているのです。ありがとうござい

ました。 

 

議長： 

世界はワンサイズではないということですね。

それぞれの国が色々な制約を課せられていま

す。各国がそれぞれ人口動態において独自の

体験をしている中で、全てに適応する解決策

はありません。世界の国々の様々な違いに留

意してほしいとおっしゃっているのも、その

ためであると思います。欧州の事例をアジア

諸国と比較することはできません。今後プレ

ゼンテーションやご発言を行われるときに、

そのような点も踏まえて是非お話しいただけ

ればと思います。では、次にカザフスタンの

方どうぞ。 

 

サマコバ・アイトクル議員（カザフスタン）： 

今日のアジェンダは、全ての国が懸念を持っ

ている大変重要な課題を取り扱っています。

高齢化が進んでおり、高齢者の役割を変えて

いかなくてはなりません。人は単に長生きす

るだけではなく、より良い人生を歩み、満足

できるような人生を歩むべきです。先程、林

玲子先生からお話がありましたように、マド

リッド国際行動計画というものがあり、高齢

化に伴う色々な問題に対処していこうとして

います。今回この会議が日本で開かれている

ことは、大変素晴らしいことです。というの

も日本の平均寿命は世界で最も高く、83 歳に

達しようとしているからです。 

 

カザフスタンの高齢化についてお話ししたい

と思います。カザフスタンもまた、現在高齢

化社会をむかえつつあり、65 歳以上の人びと

の割合が人口の 7%になろうとしています。

7%というのは、若い人よりも高齢者が増えて

くるということを意味します。カザフスタン

の平均寿命は、現在 69.6 歳です。しかし、2020

年にはこれが 75 歳になると思われます。今

日は色々な視点からお話を伺いましたが、カ

ザフスタンにとって大変有意義で参考になる

お話でした。 

 

議長： 

カザフスタンの経験をお話しいただきありが

とうございました。このセッションはディス

カッション・セッションです。どなたでも参

加していただけますので、是非ご見解を述べ

ていただきたいと思います。今回の発表者の

ご指摘に関してでも結構ですし、講演をされ

た方々からも何かありましたらお願いしたい

と思います。 

 

アンディ・デウィ・ヤンティ議員（インドネ

シア）： 

私はインドネシアの国会議員で IFPPD のメン

バーでもあります。同じアジア太平洋地域か

ら参加されたチャン教授のお話に大変関心を

持ちました。発表の中で世界の人口について

のお話がありましたが、現在インドネシアの

人口は中国、インド、アメリカに次いで世界

第 4 位です。2050 年には、インドネシアの人

口は世界第 7 位になると予想されています。

その意味では、インドネシアで産児制限が成

功し、人口抑制ができているのはとても良い
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ことだと思います。しかしマイナス面もあり

ます。それは平均寿命が短く、多くの高齢者

が亡くなっていることです。産児制限が成功

して、実際に総人口で 7 位になることを願っ

ています。人口推計では、来年 2014 年に、

我々の平均寿命が 72 歳になると考えられて

います。3 年前の 2010 年には平均寿命は 70

歳でしたので、予測では少し延びています。 

 

チャン教授はアジア太平洋高齢化研究所とい

うところにいらっしゃるそうですが、アジア

太平洋における人口増加指数についてお話し

していただけますか。また、2050 年にアメリ

カとアフリカの人口が急増すると言われてい

ますが、この点についても先生の予測をお聞

かせいただけますか。 

 

2 つ目の質問として、チャン先生は女性の平

均寿命が上がるとおっしゃっていますが、こ

のような状況での提言をお聞かせくださいつ

まり、女性のほうが長寿ということですが、

我々は国会議員として、どのような法律や政

策を作って対処していけば良いのでしょうか。 

 

議長： 

チャン先生お願いします。 

 

アルフレッド・チャン教授： 

議長、そしてインドネシアの先生、ありがと

うございました。まず、米国とそしてサハラ

砂漠以南の人口の増加に関してお答えします。

国連と米国の国勢調査をダウンロードしまし

たが、今手元にありませんので、詳しく申し

上げることはできません。ただ将来的に興味

深い点がありますので、それを皆様にご紹介

したいと思います。2015 年頃から、世界中で

寿命が低下していきます。なぜなら、現在児

童の肥満の問題が大きくなっているからです。

過食によって、寿命が短くなっていきます。

肥満が非感染性疾患（NCD）の最大要因の一

つとなると見込まれす。WHO のデータをご覧

になっていただければ、より詳しく分かりま

すが、大雑把な予測を言えば、2050 年頃から、

若い頃からの肥満が原因で、死亡年齢が早ま

るでしょう。米国も、他の地域も同様で、人

口の減少が見られるようになるでしょう。こ

れが最初の点です。 

 

次に 2 つ目のご質問に関してです。私たちは

どうやって女性の高齢者を守ることができる

かということですが、アジア太平洋諸国の政

府は、家内労働とパートタイムを労働として

認めるようにできるのではないでしょうか。

そうすれば、そうした労働も年金に加味され

るようになり、女性にも保障がもたらされる

ことになります。また女性には遺族年金制度

がありますが、アジアの多くの国でこれがま

だ導入されておりません。夫が亡くなった後、

遺族年金制度がないために、年金を受けるこ

とができないのです。よってこの遺族年金の

ような制度を設けるのも良い考えだと思いま

す。国によってはもうすでに導入している国

もありますが、このようにして女性の高齢者

を守ることができると思います。 

 

議長： 

チャン先生、ありがとうございました。年金

に関して私から少し申し上げたいと思います。

マレーシアでは、夫が亡くなった後には遺族

年金制度がありますので、妻に年金が支払わ

れるようになっています。そして未成年の子

どもたちにも遺族年金が渡されます。 

では次の方どうぞ。 
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アンディ・デウィ・ヤンティ議員（インドネ

シア）： 

インドネシアでは、夫が死亡すると年金は妻

に移行します。両方が死亡した場合、21 歳以

下の子どもがいる場合は、年金が子どもに移

行されます。 

 

議長： 

ありがとうございました。ザンビアの方お願

いいたします。 

 

ボニフェス・ムタレ議員（ザンビア）： 

ザンビアの国会議員で、ザンビア人口開発議

員連盟（ZAPPD）の副議長をしています。発

表者の皆様ありがとうございました。大変参

考になりました。この会議に参加するのは初

めてですが、これまでの発表から色々なこと

を学びました。ここでザンビアに関係する点

を少しお話ししたいと思います。 

 

ザンビアの人口は増え続けています。1980 年

には 560 万でしたが、2010 年には 1300 万人

になりました。2000 年から 2010 年の 10 年で

32.4%の人口増加となっています。年齢構成、

つまり高齢化しているか、若年化しているか

といえば、国勢調査ではザンビアの人口はま

だ若いです。人口ピラミッドの中で、若者が

増え、高齢者の人口が減っています。人口の

大半は若い人たちですので、65 歳以上の高齢

者は 5%未満と推定されています。2000 年に

は 65 歳以上の高齢者の割合は 2.7%でしたが、

2010 年に 2.6%に下がりました。農村地域の

65 歳以上の高齢者の比率は、2000 年の 3.5%

から、2010 年には 3.2%に下がっています。

一方都市部では、2000 年に 1.3%、2010 年に

1.8%となっています。 

 

我々の課題として、ザンビアでは大体 55 歳

で退職します。現在は 65 歳まで定年退職年

齢を引き上げようとする提案がありますが、

若い人にとっては、高齢者が仕事を手放さな

いことが問題となっており、混乱が起きてい

ます。若い人は、自分たちが雇用の機会を失

っているのは、高齢者のせいだと言っている

のです。一方高齢者には、HIV/エイズの問題

が負担になっています。HIV/エイズで両親を

亡くした若者たちの面倒をみなくてはいけな

いのです。これらをどうバランスをとってい

くかということが課題です。アフリカ、特に

ザンビアでは家族の絆がまだ大切にされてい

ますので、自分たちの親戚の子どもの面倒も

みなくてはなりません。このような中で若い

人は高齢者と職を争っています。こうした問

題に、どのように対処していけば良いのでし

ょうか。 

 

議長： 

ザンビアの先生ありがとうございました。今

の件に関してコメントいかがでしょうか。 

 

林玲子 IPSS 国際関係部長： 

コメントをお聞きして思い出したのですが、

人口問題においては、まだまだ色々な問題が

混同されているのではないでしょうか。私は

疾病の二重負担の話をしましたが、人口に関

しても、サハラ砂漠以南地域では、アジアや

ラテンアメリカと比べて異なる、特別な文脈

があります。例えば出生率が下がってきてい

るといっても、全体的に見ると出生率はまだ

ずいぶん高く、統計では TFR が 5 です。よっ

て家族計画のニーズがまだあります。それと

同時に、二重の負担があります。高齢者の介

護の問題に加えて、休職中の若者も増えてお

り、世代間の対立、世代間の競争があります。 

 

ザンビアの方から HIV／エイズについてのお
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話がありました。議長からもありましたとお

り、今日は約 40 カ国の議員の先生方がお集

まりになっていますが、それぞれの国がそれ

ぞれ特有の問題を抱えているのです。今日こ

うしてお互いの見解を分かち合うことは大変

価値のあることではないかと思います。同時

に、解決策を見出すということはいつも大変

難しいことですが、私が申し上げたいことは、

まず状況を把握することの必要性です。それ

には、先程申しましたように登録が必要であ

り、統計が必要であり、あらゆる種類のガバ

ナンスのシステムを整備することが必要です。

そうしてこそ、それぞれの問題を明らかにし、

解決策を見出すことにも取り組めます。私か

ら申し上げることができるのは以上です。 

 

アルフレッド・チャン教授： 

若者と高齢者の労働構成についてです。皆様

に申し上げたいのですが、今では、EU の指導

的 研 究 者 で あ る コ ー ア ラ ン ・ ワ ー カ ー

（Koelner Walker）教授が率た研究結果が明確

な指針を示しています。教授は、この 15 年

間にわたり欧州連合で高齢者の就労について

研究を進めてきました。あらゆる研究成果か

ら明らかになっているのは、やはり政策によ

って、若者と高齢間の対立が起きているとい

うことです。対立の原因は、雇用自体にある

のではなく、雇用のされ方にあります。教授

は高齢者の志向という点を取り上げています。

フルタイムではなく、元の職をパートタイム

で、例えば週に 2、3 回だけ続けたいという

のが高齢者の志向です。つまり収入を得るた

めというより、若い見習いの人たちをサポー

トするために働きたいということなのです。

多くの高齢労働者が、若い労働者のトレーニ

ングのために職に留まっていることが、ヨー

ロッパの研究で明らかとなっています。政府

の政策次第で、こういったパートタイムの仕

事の有益性が、フルタイム雇用よりも下がっ

てしまうのです。色々な手当てや給付は、フ

ルタイムに関連するものについており、パー

トタイムにはつきません。よって、雇用政策

をきちんとみて、高齢者の就職も奨励し、世

代間の就労の問題に対処することが重要だと

思います。 

 

議長： 

ウガンダの方お願いいたします。 

 

マチアス・カサンバ議員（ウガンダ）： 

パネリストの方々にまずお礼を申し上げます。

多くのことが勉強になりました。一番の課題

としては、高齢化に伴い社会の人口再生産能

力が低下していくことだと思います。生産年

齢人口の高齢化が進む中で、生産水準をどの

ように維持するか、主要製造セクターを維持

するために必要な労働力をどのように埋めて

いくかについて、人口移動の動向や、具体的

な国の政策、法制度に関心を持っています。 

 

議長： 

どなたか、端的にお答えいただけますか。 

 

阿藤誠 IPSS 名誉所長： 

高齢化社会においては、若い労働者、特に男

性労働者が減っていく中で、女性、高齢者、

そして移民労働者が必要となってきます。同

時に、当然のことながら国際人口移動政策を

変えていくことは大変難しいことです。政策

変更には色々な障壁があります。しかし、高

齢化が非常に進んでいる社会においては、若

年の労働層が必要です。そしてこのような若

者を国内で確保するのが難しい場合は、海外

からの協力を必要としています。 
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林玲子 IPSS 国際関係部長： 

人口移動の問題については、先程手短に述べ

ましたが、例えば国連が 2000 年頃に、人口

の減少を海外からの移民で補充するという補

充移民（replacement migration）を取り上げた

ことがあります。当時日本でも議論しました

が、社会的状況を考えると日本の場合には現

実的ではありません。しかし最近、国際人口

移動に関する会議を開いたところ、私自身大

変驚いたのですが、日本の世論はこの移民を

基本的な政策として考えるようになっている

のです。移民については、社会的な統合も考

えていかなくてはなりません。例えば昨日、

安倍首相がラオス、ASEAN 諸国の人びとのビ

ザに関して新しい政策措置を発表しました。

しかし、国際移民の促進と言っても、若年層

の数には限りがあり、競争もあります。先進

国は、単純労働者ではなく、熟練労働者を求

めているのです。このようにより良い社会的

な統合の必要性もあります。人口減少を補う

ために、国際移民を十分雇用するだけでなく、

減少する人口に対応しながら、移民の統合も

考えていかなくてはなりません。これが、日

本の試みていることですが、他の国も状況は

同じだと思います。 

 

議長： 

スピーカーの方々、ありがとうございました。

モデレーターの方にもお礼を申し上げます。

そしてご参加の皆様ありがとうございました。 
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セッション 2 

 

人口の高齢化と健康寿命 
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セッション 2 
 

モデレーター兼セッション議長：ポール・チビング議員  
保健・人口委員長 マラウイ 

 

 

略歴： 

1987 年マラウイ・カレッジ・オブ・ヘルスサイエンスにて臨床医学分野の高度専門士学位取得。 

臨床医として公立病院に 12 年勤務した後、2009 年国会議員に当選。保健・人口委員長および法

務委員会メンバー。保健に関するアフリカ国会議員委員会のネットワーク理事、人口と開発に関

するアフリカ議員フォーラム創設メンバー 

 

 

マラウイの国会議員ポール・チビングです。

マラウイにいらっしゃったことがない方も多

いかと思いますが、我が国はアフリカの南部

にあり、西側をザンビア、東側をタンザニア、

南東側をモザンビークと国境を接し、そのち

ょうど真ん中にあります。人口は 1500 万人

です。 

このセッションは、「人口の高齢化と健康寿

命」という題で 3 人の発表者がいらっしゃい

ます。 

 

それでは、橋本英樹先生から、最初の発表を

お願いします。 
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橋本英樹 
東京大学大学院医学系研究科教授 

 

 

略歴： 

東京大学医学部医学科卒、内科研修・勤務を経て 1999 年 Harvard School of Public Health にて公衆

衛生学博士号取得、同年より帝京大学医学部衛生学公衆衛生学講師。2004 年東京大学医学部附属

病院医療経営政策学講座客員教授、2007 年より同大学院公共健康医学専攻教授。専門は公衆衛生

学・医療サービス研究 

 

 

ありがとうございます。皆様日本へようこそ

いらっしゃいました。今回発表の機会をいた

だきましたことを、大変光栄に思います。そ

して我々の経験、日本の経験を皆様と共有す

ることは、我々の責務だと思っています。人

口の高齢化、それが日本の将来にどういう影

響を与えるのかということは、皆様にとって

もご参考になると思います。そして皆様から

色々なご経験もぜひお聞かせいただき、勉強

させていただければと思います。 

 

こちらのスライドをご覧ください。日本は世

界の中でも、最も長寿命であり、約 40 年前

の 1970 年代にこの状況に達しました。その 1

つの要因は、脳血管疾患で亡くなる人の数を

大幅に減らすことができたことです。その時

代は脳血管疾患で亡くなられる方々が多かっ

たのです。これは先進医療を取り入れたとい

うよりも、他の 3 つの要因が挙げられます。

第一に、経済成長による住宅と栄養の改善で

す。第二に、公衆衛生制度が更に充実し、公

衆衛生教育と検診が普及したことです。第三

に、国民皆保険制度が達成された結果、効果

的な薬物治療が行き渡ったことです。これが

日本からの一つ目の教訓です。 

 

長寿は、高度医療というより、経済、公衆衛

生、社会保障制度等のプライマリー・ケア・

システムに関わることです。これは、『ランセ

ット』のリサーチチームにより 2011 年に発

表された 2007 年の推定に基づくものです。

日本では今も非感染性疾患の原因として、男

性の場合は喫煙が、女性の場合は高血圧が最

大の要因となっています。つまり、日本にお

いては、こうした生活習慣に関連するリスク

要因を管理できれば、さらに状況を改善して

いくことができるでしょう。ここでもまた、

先進医学ではなく、予防介入が実現のカギを

握るということです。 

 

そしてこのような奇跡と言える状況を実現す

ることができますが、他方で、長寿に関連す

る他の問題、例えば障害を持って生活をする

期間が長くなる、という問題が出てきます。

疫学をご専門とされる橋本修二先生が、この

ような研究結果を出しています。寿命のうち

どれくらいの年数を、障害を負って生活する

か、そしてどれくらいの年数を健常者として

生活できるのかということです。寿命が延び

れば、それだけ障害を抱えて生活する年数も
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延びます。特に女性について言えます。どう

やって健康体で長寿を迎えることができるか、

特に女性の場合考えていかなければならない

のです。 

 

このような問題がなぜ生じているのか、これ

もやはり昨年『ランセット』チームによって

出されたデータですが、後期高齢段階におい

ては、緑色で示されている筋骨系の疾患が高

齢者の障害の主要因となります。また機能障

害の原因としては、日本もそうですが、脳血

管疾患、心疾患、神経疾患があり、一過性の

ものを含め、これらが機能低下を引き起こし

ます。神経疾患については、認知症が高齢化

の新たな問題となってきており、進行性の機

能低下を引き起こします。また、骨格筋の状

態も大変緩やかにではありますが、進行性の

低下が見られます。こうした機能低下の種類

に応じて、適正な選択を行い、あるいは予防

策を講じて、これからの高齢者の自立を保障

していく必要があります。 

 

機能低下の予知因子についてはすでにメタ分

析が行われています。それは多岐にわたって

おり、認知機能障害、鬱、失明、その他身体

的状態、さらには、生活習慣に関連するもの

として、身体活動、栄養状態、喫煙がありま

す。3 つ目のグループは環境的な因子で、歩

行支援環境、安全性、社会的排除や孤立、公

共交通機関や公共施設へのアクセシビリティ

です。よって医療分野だけに関係しているも

のではありません。機能低下は、保健医療の

分野、教育、土木工学、その他の政府の各部

門も協力をしていかなければならない問題な

のです。共同作業を通じて、環境上、生活上、

そして臨床上の状況を解決していくことがで

きるのです。 

 

もう 1 つ重要な要素は家庭の経済状態です。

これは、近藤先生が日本の農村部について行

った調査結果です。縦軸が要介護率を表して

いますが、どの年齢層でも、収入水準が低い

と、要介護率が高くなっています。機能低下

は、経済による影響を受けることがわかって

います。 

 

日本では、1961 年に国民皆保険制度が設けら

れ、社会保障制度の中で特に高齢者のヘルス

ケアの不平等に注意が払われています。75 歳

以上の高齢者の医療費は、半分が税金によっ

て、1 割が自分たちの払う保険料、そして 4

割がその他の健康保険で賄われています。ま

た低所得の高齢者の医療費の自己負担額は 1

割にまで引き下げられています。 

 

最近の調査によれば、自己負担 1 割の対象で

ある 70 歳代の世帯には、この自己負担制度が

健康状態に好影響を与えていることが明らか

となっています。 

 

2000 年に設置された介護保険制度は、社会的

に連帯を図ることによって高齢者の介護負担

を背負い、慢性医療サービスの一部に取って

代わるものです。これは税金と保険料の支払
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いによってカバーされています。この介護保

険制度は現在、高齢者の公的介護の利用の点

でとてもよく機能しています。 

 

最後に私から高齢化に関してご覧に入れたい

もう 1 つの要素は、亡くなるに当たっても費

用がかかるということです。これは、亡くな

る前 1 年間に使われた総額を試算したもので

す。日本円でおよそ 400 万円、米ドルで 4 万

ドルくらいの金額になっていますが、各年齢

層ともほとんど同じです。 

 

しかし高齢化には、いくつか明るい部分もあ

ります。すでに清家先生からお話があったか

と思います。あるいはこれからあるかと思い

ますが、まず日本では、就労している高齢者

がかなり多いという事実です。そして高齢者

が働くことによって、健康も影響を受けます。 

 

我々の研究チームによる最近の調査では、就

労による健康へのプラスの影響と、退職によ

るマイナスの影響が明らかになっています。

退職後の認知能力に大幅な低下が認められま

す。定年退職後の社会活動グループへの参加

等の積極的な社会参加が、機能維持に有効で

す。 

 

このように、私たちが学べる 1 つの教訓は、

ハイテク医療ではなく、公衆衛生や経済社会

政策面における努力が、人びとの健康を支え

るということです。 

 

高齢化には、障害を抱えて生活する年数が長

期になる等、新たな問題が生じるため、こう

した機能低下を予防して高齢者の自立した生

活を支えるために、さらなる評価や政策介入

が必要となるのです。どうもありがとうござ

いました。 
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森臨太郎 
国立成育医療研究センター研究所成育政策科学研究部長 

 

 

略歴： 

1995 年岡山大医学部卒、同大学院博士課程修了。03 年ロンドン大学熱帯医学・公衆衛生学大学院

で疫学修士を取得。07 年に英国小児科学会フェローに選出。07 年に帰国し、大阪府立母子保健総

合医療センター（大阪府和泉市）企画調査室長に就任。世界保健機関に出向して、北海道洞爺湖

サミットやアフリカ開発会議において、グローバル・ヘルスの政策策定に携わる。10 年 4 月東大

医学系研究科国際保健政策学准教授、一般社団法人国際母子保健研究所・所長を経て、12 年 4 月

より現職。日英両国の小児科学会専門医。 

 

 

小児科医の私が高齢化についてお話するのは

少し変な感じがしますが、健康寿命について、

そして健康寿命を考慮した持続可能な医療の

実現についてお話させていただきます。 

 

今までにまだ取り上げられていない点を中心

にお話したいと思います。今日、私が皆様に

お伝えしたいメッセージは 2 つあります。1

つはグローバルな連携という観点が、皆様の

国だけでなく、日本のためにも必要だという

ことです。武見先生、そして橋本先生もおっ

しゃっていたように、日本は国民皆保険をか

なり早い段階で導入し、この政策によって皆

が医療を受けることができるようになりまし

た。この政策はとても成功しています。しか

し現在の問題は、医療の質です。診療の質の

ためにはグローバルな連携が必要です。これ

については後程理由を述べます。2 つ目は、

世代を超えた観点です。今は健康寿命につい

て話していますが、強調したいのは、健康寿

命に関しては、女性と子どもについても考え

なくてはならないということです。この理由

についても後で述べます。 

 

健康寿命については、この 2 つの点を考慮し

なければなりません。グローバルな観点と世

代間の観点、これが健康寿命に絶対必要です。 

 

高齢化は財政的問題でもあります。これは他

のセッションでもすでに話がありましたので、

詳しくは述べませんが、これも大きな問題で

す。社会保障費は、最近大きく伸びています。

今までのセッションでも取り上げられました

が、これは日本における 1964 年から 2010 年

までの社会保障費を示しています。 

 

これは、高所得国における寿命を表したもの

です。赤が日本です。1960 年から 2010 年ま

でにかなり寿命が延びています。今朝武見先

生や橋本先生がおっしゃったように、なぜ日

本の寿命が延びたのかということについては、

詳細な分析が行われており、3 つの分野に分

けて考えることができます。 

まず第二次世界大戦以降、1960 年代初頭まで

の平均寿命改善の最大要因は、子どもの死亡

率の低下です。特に公衆衛生への介入、感染
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症、栄養の改善によるものです。先程述べた

ように、1961 年に国民皆保険が実現されまし

た。これによって臨床医療を含め基本的なケ

アを日本中に普及することができました。今

朝、武見先生のお話にもありましたように、

これにより大人の死亡率も大幅に改善されま

した。その背景に社会の平等があることは、

武見先生がすでにご指摘のとおりで、これが

平均寿命を延伸させたもう一つの要因です。

しかし近年、他の多くの国と比べるとまだま

だ高いものの、日本の平均寿命の延びは鈍化

しています。なぜでしょうか。徐々にではあ

るにせよ特に医療の質という面で不平等が広

がっているのです。これが日本の保健医療政

策において大きな問題になっています。 

 

3 つの矢印で示されている日本の経験につい

て皆様と共有したいと思います。まず、戦後

の感染症対策や栄養の改善等によって日本の

健康指標が改善したのが 1 つ目の矢印です。

2 つ目はこれも良いことで、国民皆保険制度

を背景に一定以上の医療があまねく国中に提

供されました。これはとても良い兆候ですが、

3 つ目の矢印は日本社会、政府にとって大き

な課題で、格差の是正、医療の質といった問

題があります。 

 

この医療の質に関して、コクラン共同計画に

ついて話したいと思います。どのように医療

の質を改善するのか、色々な方法があると思

いますが、今コンセンサスがあるのは、エビ

デンスベース・メディスン（根拠に基づいた

医療）です。これはイギリスでは診療ガバナ

ンスとも呼ばれており、ベスト・プラクティ

スを目指すことです。色々な方法で達成し、

それをモニタリングする、これが診療ガバナ

ンスのサイクルです。質を改善するためには、

まず良いプラクティスを示すことから始めな

くてはなりません。そしてベスト・プラクテ

ィス（最良事例）を開発し、共有し、示すこ

とです。これは手に入る一番良いエビデンス

から始まります。コクラン共同計画は、国際

的な組織で昨年設立 20 周年を迎えました。

ご存知の方もいらっしゃるかと思いますが、

これがエビデンスベース・メディスンの推進

役を果たしています。同共同計画については、

医療だけでなく、保健医療制度全体、つまり

どのように効果的な政策を作っていくかとい

うことについても貢献しています。 

 

この共同計画の特徴は、まず国際的なもので

ある点です。最良事例はエビデンスに基づい

くものですが、そのエビデンスは、状況やそ

の適応を考えなければいけません。しかし時

として、あるいはしばしば、他の国のエビデ

ンスを使うこともできます。直接そのまま適

応することはできませんが、最初のステップ

としては、まず世界からベスト・プラクティ

スをまとめるということにあります。コクラ

ン共同計画では、過去 20 年の間に、120 カ国

以上 3 万 1000 人による 5000 の最良事例要旨

集（ベスト･プラクティス･サマリー）を発表

しています。WHO とも公式な関係を結びまし

た。医療だけに留まらず、姉妹組織によるキ

ャンベル共同計画というものがあります。こ

れは福祉、教育、国際開発、そして犯罪学等、

より社会学的分野におけるベスト・プラクテ

ィス・サマリーを作っている所です。こうし

た取り組みがケアの質に関した良い例になる

と思われます。 

 

2 つ目のメッセージである世代間の観点につ

いてお話します。私は小児科医です。胎児起

源仮説をいうものをご存知の方もあるかと思

いますが、この仮説はきわめて古く、1985 年

にイギリスのバーカー教授らが研究を行いま
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した。低出生体重で生まれた子が壮年期を越

えて後に冠動脈性心疾患のリスクが高くなる

ことがわかったわけです。つまり晩年期の疾

患が出生時の体重と関わっていることがわか

ったわけです。 

 

今日ではこの仮説について数多くの研究が行

われています。2 型糖尿病について、大変質

の高い論文が 14 点あります。低体重で生ま

れた子は 2 型糖尿病になるリスクが高いとい

うものです。また心血管疾患の原因となるメ

タボリック症候群についても、やはり低体重

で生まれた場合に 2.5%リスクが高くなりま

す。健康寿命の点で大きな問題となる肥満も

そうです。こちらは低体重もしくは高体重で

生まれると、肥満になる確率が高くなるとい

うのです。他にも乳がんや精神疾患等にも出

生時の体重が関係しているそうです。胎児・

新生児期の要因が、壮年期以降の健康寿命に

も影響することが、このような新しい科学的

実証研究で始めて証明されています。 

 

では日本の話に戻しましょう。これは低体重

で生まれた人の影響を表しています。出生時

低体重の人が肥満になる率です。実は日本は

低体重で生まれる子どもが多いため、あまり

良い例にはならないかもしれません。これは、

1980 年から 2010 年までの低体重で生まれた

子どもの割合の変化を表しています。日本で

は低体重の子を減らすことが、国として大き

な課題です。50 年後に、このような乳児が、

非感染症で大きな病気を抱えるといった影響

があるのです。 

 

そのような意味でもう 1 つ大切なのは母親の

年齢です。母親の年齢は、低出生体重の要因

となる早産の決定要因となります。これは、

早産で生まれる子どもの割合と母親の年齢の

関係を表した最新のデータです。晩産化は大

きな問題であり、高齢出産が増えている今、

懸念が大きくなっています。 

 

以上のまとめです。まずグローバルな連携の

観点から診療の質を向上させることが我々に

とって大きな課題です。質を考えるに当たっ

ては、グローバルな連携が重要です。それぞ

れの国、地域の状況は異なるため、全てで連

携できるわけではありませんが、共有できる

部分はあると思います。 

 

2 つ目として、長期的な持続可能性を考えて

いく必要があります。つまり、次の世代、そ

の世代の健康寿命を考えていくことが重要だ

と思います。 

 

以上、他の方がまだお話されていない部分と

して、グローバルな視点と世代を超えた捉え

方が必要とされている、という点につきお話

しました。ご清聴ありがとうございました。
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アレックス・ロス  
WHO 健康開発総合研究センター（WHO 神戸センター）所長 

 

 

略歴： 

米国カリフォルニア大学ロサンゼルス校で公衆衛生政策を学ぶ。特に保健制度の専門家。これま

で、WHO 本部（ジュネーヴ）にてパートナーシップ部長、感染症担当事務局長補付部長、エイズ・

結核・マラリア担当事務局長補付首席補佐官等の管理職を歴任。この間 WHO パートナーシップ政

策を構築し、国際保健の取り組み、国連機関、NGO、民間部門との関係をはぐくむ。また、国際

連帯税（たばこ税）等の革新的な保健融資制度にも取り組み、エイズ・結核・マラリア対策グロ

ーバル基金や国際医療品購入ファシリティー（UNITAID：ユニットエイド）の創設にも尽力する。

WHO 勤務に先立ち、英国国際開発省にて国内外担当上級保健顧問（2001～2003 年）、米国国際開

発庁、米国保健社会福祉省、米国下院議会等数々の米国政府機関で上級職員として勤務（1987～

2001 年）。 

 

 

ありがとうございます。今パンフレットをお

配りしていますが、情報が多く掲載されてい

ますので、詳細は後程読んでいただければと

思います。部分的にはここで議論することも

できます。 

 

私は、健康に関する委員会であるエネルギー

商業委員会専門スタッフとして仕事をしまし

た。皆様方が、それぞれの国でこの問題を進

めるに当たってどのような情報や課題を必要

とされているのか考えました。高齢化の扱い

方は各国で多様であると思うのですが、ただ、

世界史上初めて、高齢者、60 歳以上の割合が

5 歳未満の子どもたちより多いという、今ま

でにない新しい状況を迎えていることへの共

通の認識はあると思います。元へ戻ることは

できないのです。 

 

エコノミスト誌にもビジネス関連の新聞にも

盛んに取り上げられていますが、このデータ

は、その国にとって何を意味するのでしょう

か。どのような情報が、政治のみならず、予

算、資源の分配、世代を超えた国の開発への

貢献に必要かを考えることだと思います。

WHO（国際保健機関）の視点でいえば、健康

な高齢化をどのように可能にしていくかを考

えることです。高齢化は胎児から始まる一生

の課題であるという良いお話がありました。

高齢化は人口全体に関わることでもあり、ポ

ジティブな現象であるという見識です。 繰り

返しいわれていることですが、高齢者は面倒

をみなければならない社会のお荷物、社会保

障の負担ではありません。高齢者の自立、尊

厳、健康、QOL、そして最終的には社会の一

員として接するといった、基本的な原則や価

値を最高に高めていくことでもあります。 

 

社会からの除外が大きなリスク要因であり、

それが急速な認知力低下、体力減少につなが

ります。健全な世の中とは何かを考えると、

仮に長い病に冒されても、それをできる限り

短く押え、個人の機能性を高める工夫をする

ことです。高齢者については、障害を持った

人たちへの対応とも関連しますが、社会がど

れだけその人たちを支援するツールを用意し

ているかということです。もう一つは慢性病

をかかえている人たちです。しかし社会制度

にとってもう一つ大事なことは、制度化を減

らすことです。病院や老人ホームを増やすと

いう発想ではなく、家で、その地域社会で暮
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らせるようにすることです。 そして最終的に

は、高齢化によって個人の生産性と自立、独

立を助けることです。更に、日本のセンター

を含め WHO が取り上げることにしたのは、

公平性についてです。アラブの春であれ、ブ

ラジルでの問題であれ、いずれも社会の結束

に関わることですが、それを 、女性、民族、

居住地域の問題として整理する必要がありま

す。また、私たちのセンターでは、都市環境、

所得等を取り上げています。 

 

もう一つのメッセージは、高齢者に対するス

ティグマ（汚名）をなくすことです。そして

最終的にいわゆる統合された老人センターを

なくすことです。医療ばかりではなく、社会

システムにおいてもです。私たちは、 技術の

発展した社会に住んでいます。低所得者でも

使えるような安価な技術が、社会的なイノベ

ーションとの組み合わせでより創造的な新し

い解決法を考えることで、地域社会を支えて

いくことができるのです。これは、健康を決

定づける要因を見ていくことでもあります。

また、病気ばかりではなく、貧困、教育、居

住地域にも関わる問題です。 

 

都市化は世界的に大きな動向であるため、私

たちも関心を持っています。社会的な包含性

と公正さの双方を達成する都市環境の創造と、

機会を提供することに加え、歩道や交通シス

テムの整備等の基本的なインフラ整備ですが、

そのための新しい政策の策定や生涯教育の奨

励を行っています。WHO の高齢化に対するア

プローチは、一生を通じた自己啓発の奨励、

プライマリー・ヘルスケア、長期医療システ

ム、年齢に適した環境等です。都市であれ、

農村であれ、高齢化について抜本的に考え直

すことです。皆様は、資源配分、高齢人口の

ための政策形成する際の知識や理解の不足に

懸念をもたれていると思われます。人は病気

にかかりますし、それが重度になることもあ

るでしょう。社会構造が変わって来ていると

の報告もありました。家族の形態、介護を提

供している人、年金の問題です。その制度が

ない国も多いのが現状であり、課題となって

います。 

 

問題は、社会的な孤立にどのように対処する

かに尽きるわけですが、一方で良い機会もあ

ることに気づく必要があります。人口転換に

伴う配当がある、という話がありました。経

済的な議論は抜きにして、これは政策的に利

用できる考え方です。また生涯学習や新技術、

ユニバーサル・ヘルスや都市計画についても

お話したいと思います。 

 

政治的には、国際条約をはじめ、WHO の決議

文、その他、加盟国がすでに署名した文書も

ありますので、皆様が法律を制定し、政策や

計画を立てられる際にお役に立つと思います。

MDGs や G8 が問題にしているタバコ管理等

とは違い、責任が要求されることとはありま

せん。 

 

それに関連して、2011 年には各国が多部門を

対象とした国家計画を創ることの必要につい

て言及されたこともありました。例えば、疾

病のリスク要素について議論するにとどまら

ず、同時に高齢人口についても取り上げるこ

ととしています。よって、タバコの問題であ

れ、健康への影響を考えた食事や運動であれ、

それらのプログラムをどのように作るか、ど

のような学習事項があったか、各国が互いに

共有できることは何かについて話し合われた

のです。 
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30 年間に人口の高齢化がどのように進んだ

のかを色で示してあります。濃色のところは、

60 歳以上が人口の 30%以上を占める部分で

す。世界的な高齢化の傾向がよくわかります

が、開発途上国と新興諸国も全て含まれてお

り、変色が実に早い速度で進行していること

がよく分ります。現在、の寿命は公平ではあ

りません。欧米に暮らす 60 歳の男性は、そ

の後 20 年生きることが期待されますが、ア

フリカでは、寿命はわずか 40 年です。これ

も大きく公平性欠く問題です。 

 

各国がしなければならないのは、疾病による

負担の大小を分析することです。死亡率の最

も高い疾病は、心臓疾患なのか、循環器系の

病気なのか、また死亡率は低所得国の方が高

所得国より高いのか、といったことです。ス

ライドを見ることにより、どこに良い機会が

あるのかが分りますが、その前に病気、最終

的に障害にいたる原因を理解する必要があり

ます。ここで見えて来るのは、視力と聴力が

開発途上諸国の問題であることです。虚血性

心臓病は、多少減少してきていますが、他の

心疾患はあまり変化がみられないことが分り

ます。これらを各国別に見ていくことに意味

があります。 

 

次に、所得について見てみます。英国が国民

健康サービスを始めたのは 1945 年、日本は

1960 年に国民皆保険を導入しています。いず

れも、GDP が現在のように高いレベルに達す

る以前の導入です。ユニバーサル・ヘルス・

カバレッジ（UHC）導入についての重要なメ

ッセージと言えます。すなわち、低所得国で

あっても中所得国であっても、国民医療保険

を導入するのは、まさに今です。このことは、

後代の人たちに過大な負担を残すことになり

ます。 

 

退職希望労働者数については多くの議論がな

されました。健康システムと健康をどう促進

していくのかということです。武見教授が国

民皆保険について言及されましたが、これを

3 点にまとめることができます。幅広いサー

ビスを長きにわたり提供することがリハビリ、

介護サービスの提供等、高齢者支援にとって

重要なことです。これはまた、家族を金銭的

な負担から守ることにもなり、最終的に社会

の全ての人を対象としたユニバーサル・ヘル

スの提供を意味します。これをどのように高

齢者に適用するかは、各国のニーズに合わせ

られなければなりません。 

 

健康問題について理解することの重要性に関

する事例をあげます。今朝もその話が出まし

たが、南アフリカを見ても、成人人口の多数

が高血圧症です。しかしほとんどの人がそれ

に気づいておらず、治療を受けている人に至

っては更に少ないことが分っています。英語

では、『手の届くころになっている果物を最初

にとる』と言う言い回しがあります。政治的

な意志があれば、高血圧はモニターによって

治療が容易な病気ですが、世界的な傾向とし

て、報告も治療もあまりされていないのが現

状です。 
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これらのスライドは前にお見せしたものです

が、各国での主な死因が、視力、聴力喪失に

よるものか、心臓疾患、あるいは痴呆症によ

るものか、それぞれが対応すべき疾患への潜

在的機会を提供しています。以前にも貧困の

女性化についてはお話しました。喫煙につい

ては、慢性病をはじめとする全てのリスク要

因に関わっています。これは、予防と禁煙に

より、大きな配当を高齢者の機能促進、国の

医療費にもたらします。低所得国における医

療費は、高所得国よりずっと高くなっていま

す。 

 

身体的に活発かどうかについて、このパター

ンは全ての年齢グループにみられ、また各国

において同様のパターンがみられます。慢性

病等です。以前にお見せしたスライドでは、

独居者数の比率は各国に差が出ています。こ

のことは、住居計画立案の上で、共同住居を

考えることができるかどうか、そのリスク要

因に影響します。また各人が社会参加できる

か否かが、機能低下が悪化するか否かの主要

なリスク要因の一つです。 

 

現代の生活には技術が大いに関わっています

が、WHO は、医療機器、システム、情報、コ

ミュニケーションの技術に期待しています。

皆が携帯電話を持っている時代です。薬品等

も低所得国、新興経済国において高齢人口を

支える手段とすることができます。 

夏には、神戸で、政府、産業界、NGO や学会

の方々と、この問題について WHO がどのよ

うに各国を支援したら良いか、掘り下げた議

論をするために会合を持ちます。前にも申し

ましたが、障害者の支援については、車いす

をはじめ、各種の障害を和らげる機材があり

ます。これは、援助計画の中にいれることが

できるのでは、と思います。日本では、介護

擁護と言う予防サービスがあり、市民の転倒

予防や機能や病気の悪化を予防するための健

康に関する重点的な取り組みを行う都道府県

に中央政府から資金が付与されています。 

 

社会イノベーションは重要です。これはソー

シャルメディアの活用、人が自宅で暮せるよ

うにすること、都市計画、そして公正さの測

定に関わることです。 

 

活力ある高齢化についての言及が今朝ありま

した。WHO としては、高齢者にやさしい都市

と言う構想を掲げています。これは、課題解

決に向けた思考の基準となるものですが、高

齢者が社会の一員であり続けられるために、

戸外でのスペースを設ける、交通やコミュニ

ケーション、住居のあり方が含まれています。

単に健康問題ではなく、高齢者に優しい環境

作りにおける多くの決定要素をみていくこと

です。現在、このネットワークには 18 国、

130 都市がメンバーとなり、情報を共有して

います。日本では今のところ、1 都市だけで

すが、今後この運動は広がると思います。神

戸の私たちのセンターでは、高齢者に対する

やさしさの有無をモニターする重要な指標を

作っているところですが、私たちの観点から

は、意思決定者や財源を提供する議員の場合、

とった行動の結果に対するアカウンタビリテ

ィ（説明責任）を問うことを意味します。 
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現在検討中ですが、来年には検討作業を終え

て、数カ国においてパイロット事業を行う予

定です。これは、私たちの作業の基となって

いる健康決定要素（身体環境、社会環境等）

ですが、スライドでは見にくいのでご関心が

あれば後で議論しましょう。すでに各レベル

での指標を見ていますが、都市レベルで容易

に得られる要素を基本となる指標としてまと

める作業です、2015 年には終える予定です。 

 

考え方として、近藤教授の高齢化に関する研

究がありますが、ここでは地図や地理を基盤

とした情報システムを利用することの強みが

見えてきます。隣近所の小地域のレベルにお

ける人口調査を通じて、誰が健康診断を受け

ているか、スポーツへの参加の呼びかけが行

われているか、転倒することがあるか、隣近

所での生活の様子から所得に関する公正さの

有無も見えて来ます。これは、企画に必要な

各種情報をパッケージすることの一例です。

各政府担当部所にこの課題を取り上げてもら

うためには、民間の各部門が関わりツールを

作る必要があると言われてきました。 

 

決して安易ではありませんが、データ解析か

ら行動計画を生み出すためには、議論が必要

です。そして政府各部署が関わる必要があり

ますが、皆様はこの点を見ていただけるユニ

ークな立場におられます。 

 

最後に、この問題は、高齢化についてどのよ

うに考えるかにかかってきます。2 年ほど前

に、高齢化のポジティブな面についての気づ

きキャンペーンを行いました。高齢になると

いうことは、人生で楽しい時を迎え、家族が

一つにまとまり、情報が世代から次に引き継

がれることを可能にします。バンジージャン

プをする 80 歳の高齢者といったように、非

常に活動的な高齢者もいます。元気がなくな

る、避けたいものでは決してないのです。忘

れてはならないのは、彼らが活動を続けられ

なくなる根本的な要因を考えることです。 

 

これが最後のスライドで、議員の方々がとっ

てきた様々な行動が事例として挙げられてい

ます。差別の撤廃に関する立法やコミュニテ

ィ、自宅ベースのセンターサービス提供の奨

励、ユニバーサル・ヘルス・カバレッジをは

じめ、健康増進、予防に関連するアジェンダ

が多々あります。健康医療分野以外の分野も

含まれていますが、これは、政府の重要な機

能である公正さを守っていくことであり、分

野横断的な行動をとることにもつながります。

医療健康システムの中にも、例えば、必須の

医薬品等の購買力、イノベーションへのイン

センティブ等、多々あります。 

 

各種ツールや情報が色々ありますので、詳細

については、ジュネーブ本部、あるいは、神

戸センターにご連絡ください。ここでご紹介

したツールについては、全てお出しできます

し、ご質問があれば、サポートさせていただ

きます。ありがとうございました。 
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討  議 
 

 

議長： 

ありがとうございました。橋本英樹先生、森

臨太郎先生、アレックス・ロス先生の 3 人の

方々に発表していただきました。ご質問があ

りましたら、ご発言ください。 

インドの方どうぞ。 

 

パルチャンドラ・ムンゲカー議員（インド）： 

3 人のリソースパーソンの方々に敬意を表明

します。ユニバーサル・ヘルス・システムの

議論をする際の主たる問題は、先進、開発途

上諸国を問わず、資源提供（確保）です。例

えば、最近の例では、オバマ・ヘルス・ケア・

システムを米議会が受け入れを拒否、米国経

済がシャットダウンする結果を生み、一部世

界経済が影響を受けました。今朝、グローバ

リゼーションの話をしましたが、各国では経

済力が少しずつ落ち込み、社会部門への投資

に対してある意味消極的になってきています。

インドでは1996 年時点でGDP の 6%を教育に

あてることにしましたが、過去 63 年にわた

り議会と政府の多大な努力に関わらず、6%を

超えることはできず、現在 4%となっていま

す。問題は、民間ヘルスケア部門では、料金

が払えない貧しい人に手が届かないことです。

そのため、3 つの基本的モデルがあります。 

 

一つは、国家によるユニバーサル・ヘルス・

システムです。しかし現在の国家資源は不十

分です。そのため、官民両部門のパートナー

シップ、PPP モデルに頼らざるを得ません。

国家が責任を取るか、又は、国と、医療を必

要とする個人が何らかの寄付を行う、それに

マッチした金額を政府が提供することにより

必要な資源（資金）をつくるかです。ただし、

インドのような国は、12.5 億の人口を抱え、

その 30%にあたる人びとが 1 日 1.25 ドルの貧

困線以下の生活をしているため、極めて難し

いと言わねばなりません。ステークホルダー

からの寄与も限られています。 

 

第三オプションは官民パートナーシップです。

このモデルについては、インドはすでに試行

しており、全てのインフラ施設が民間ヘルス

部門の発起人に提供されました。問題は、最

も高度で近代的な 25 の病院は貧しい人たち

に医療費 25%分を引いて医療を行うはずで

したが、1%たりとも無料にする病院はありま

せんでした。つまり、インフラや色々な恩恵

を受けたにも関わらず、こういったものを提

供していません。このような状況では、ユニ

バーサル・ヘルス・システムに反対する人は

ありません。なぜなら、貧しい人、低所得者、

退職者全ての人が何らかの補助を受けること

になるからです。 

 

ただし、最大の課題は、アメリカのような国

でも、ワシントンで政策決定者がヘルスケ

ア・システムについて議論をしたのですが、

最近の状況では民主・共和両党の政治取引に

とどまらず、基本的な問題として、ヘルスケ

ア・システムがアメリカの経済活動を停止す

る結果になりかねない、と言うことでした。

そのようなことが米国で起こるのなら、開発

途上国、ラテンアメリカ諸国、アジア、アフ

リカの人びとはただ死ぬだけになります。ユ

ニバーサル・ヘルス・システムの議論をする

際に、同時に最も良い形で所用資源をいかに

確保するかを高名な先生方に注目していただ

きたいのです。ありがとうございました。 
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アナーベック・カルマトヴ議員（キルギスタ

ン）： 

ご報告ありがとうございました。まず人口動

態の改善についてですが、一国にとどまらず、

これを全体的に対処する具体的なプログラム

をお持ちでしょうか。2 点目に、高齢化に関

するマドリッド行動計画に署名されましたが、

同計画の加盟国は、マドリッド行動計画にも

られた実行項目を国内法に盛り込まれたので

しょうか。テーマは具体的ですが、盛り込ま

れていなければ紙上の議論に終わってしまい

ます。 

 

議長： 

ありがとうございました。次は後ろの方お願

いします。 

 

アンディ・デウィ・ヤンティ議員（インドネ

シア）： 

ありがとうございます。とても良い発表をを

橋本氏、森氏、ロス氏にしていただきました。

インドネシアは 2014 年 1 月からユニバーサ

ル・ヘルス・カバレッジ（国民皆保険）を、

次年の 2015 年には、高齢者に対する年金、

死亡見舞金、事故補償金制度を復活させます。

3 人の発表者の方々に対する質問は、認知症

に関するものです。精神衛生、脳科学からの

データでは、2010 年にアルツハイマー症状を

持つ人は 3,600 万人でしたが、その数は急増

しており、2050 年には世界で 1 億 5,000 万人

になるとしています。また、認知症を煩う人

たちの 58%は、インドネシアを含む開発途上

国に広がっているとしています。また、女性

の方がアルツハイマーになりやすいとしてい

ます。この会議において、グローバル・ヘル

スに関する課題を共に解決していきたいと思

います。そこで私から 2 つのお願いがありま

す。まず、認知症が開発途上国の静かな死因

にならないためにも、インドネシアを含む途

上国の認知症のため、 日本や他の先進国に財

政援助をお願いしたいと思います。二つ目は、

WHO に対して、欧米等の先進国の保険会社が

健康保険に認知症を含めるよう、対象の幅を

広げるよう働きかけていただきたいのです。

インドネシアでは、保険に入っても認知症に

は適用されません。もし保険政策をグローバ

ルに扱うことができれば高齢者にとってとて

も良いことだと思います。ありがとうござい

ます。 

 

議長： 

最後にザンビアの方コメントお願いいたしま

す。 

 

ボニフェス・ムタレ議員（ザンビア）： 

発表された 3 人の方々に感謝いたします。私

たちの国には、ほとんどの国と同様に UNFPA

のカントリー代表がいます。各国の方々がよ

り積極的に参加すれば 、情報をより良く生か

すことができると思います。参加型の役割を

地元レベルで果たせば、知識や情報が人びと

に届きます。現状では、情報はあまり多くの

人に届いていません。UNFPA に確固とした政

策（方針）をとっていただくよう強く要請し

ます。 

 

同僚議員が言われたことですが、時には情報

が人びとに届かないことがあります。質問さ

れたときに、もし議員がきちんと知識を持ち

合わせていれば、問題を議会においても十分

に議論することができます。もし議員が、グ

ローバルに起こっていることを全て知ること

ができれば、それぞれが準備をすることがで

き、その時点で起こっている事態に対応でき

ます。よって UNFPA には、祖国ザンビアへの

情報提供政策について取り上げていただき、
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議員間でもっと多くの会合がもてるように図

っていただきたいと思います。知識でしっか

り力づけをして、将来の計画をたて始めたい

と思うからです。理想を追求することでは、

状況に振り回されてしまい、事態を整理する

ことが難しくなります。私たちが取り組むべ

き分野において、いくつかの課題を解決して

来たるべき未来のために計画を始めたいと思

います。ありがとうございます。 

 

議長： 

ありがとうございました。ただ今のご質問や

コメントにお答えいただけるでしょうか？コ

メントだけのものもありましたが、質問への

回答をお願いいたします。 

 

アレックス・ロス WHO 神戸センター所長： 

ありがとうございます。手短にお答えします。

まず、インドからのコメントについてですが、

ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（UHC）

のみに対してコメンします。これは、サービ

スのレベル、どれだけのサービスを提供する

か、制度の財源や実施速度を含め、各国の状

況に応じて企画されています。根本原則は、

何らかの進展を図ることにあります。企画さ

れているシステムの各部分で技術にまつわる

課題がありますので、それは議論させていた

だきます。政治体制に関しては、官民を問わ

ず各国の事情が異なりますが、この 2、30 年

間に企画について、多くの学習がなされてい

ます。 

 

例えば、キルギスタンでは、人口状況を改善

しようと 2002 年に拘束力のない数カ国が批

准する条約に加盟し、最初の計画は国際行動

計画として出発しました。それにより、各国

が人口について更に考えるきっかけとなった

のです。 

インドネシアについてですが、仰るとおり、

昨年、WHO が認知症報告を初めて発表し、世

界中で認知症が潜在的に増加すると記載しま

した。 

 

日本と英国が G8 サミットの中で、これを G8

サミットのアジェンダの重要事項に掲げたの

です。ただ、認知症には、現在その治療薬と

いえるものがないことを知っておく必要があ

ります。それは、非医療的な認知力維持の戦

略として非医療的な戦略があり、家族の負担

に対し地域ケアを提供することに注目をして

いるところです。保険については、とても良

い点を指摘されたと思います。認知症をどの

ように扱うかについては、色々のことが言わ

れて、同僚の中でもこれに取り組んでいる者

がいます。相対的に新しい課題ですが加速度

的に関心がもたれています。WHO は、多くの

国に事務所があり、共に何ができるかについ

て指導を仰ぎたい、と思っています。WHO、

UNFPA その他の機関が各国レベルで知識を集

めきめ細やかに接して行ければと思います。

ありがとうございます。 

 

橋本英樹教授： 

ありがとうございます。インド代表への回答

ですが、ロス先生が言われたように、日本は

中所得国であった時に国民皆保険を導入しま

したが、これには、2 つの点で幸運があった

のです。ずば抜けて良い薬がなかったため、

選べるものを選ぶ以外に選択肢はなかったの

です。プライマリーケアの一環として投薬さ

れたものはありましたが、これらが功を奏し

たのです。費用対効果の点からは、プライマ

リーケアと容易に提供できた薬品が人びとの

健康に良い影響を与えたのです。もう一つ幸

運だったのは、高齢化が進む前に経済成長路

線にのることができたことです。この点は、
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日本の過去の状況とインドの今日的な状況の

違いです。多くの課題の中から、最も急を要

することを手がけることが大切です。すでに

インド人口は構造的に高齢化が進んでいます。

選択も必要です。今のリソースでどうするの

かという問題です。日本にはさらに、低コス

トで寿命を延ばすことができたトリックがあ

ったのです。それは政府による厳しい物価統

制でした。低コストでできたことを説明する

要点です。同時に、日本のシステムは公的資

金でカバーされながら、民間部門が実物提供

を行ったことです。民間部門は厳しい物価統

制の下で、全ての実物を提供したのですが、

民間としても、そのなかで事業持続を求めま

した。事業継続と言う目標の下、民間は起業

家精神を活かし、経済資源を厳しく制御した

のです。これらが、日本が成し遂げたことで

す。 

 

また、ザンビアやインドネシアの代表議員が

情報はパワーであると言われましたが、認知

症に関しては、現在提供されている薬品が認

知症による障害を管理することにつながるの

かもしれません。それにも関わらず、認知症

に対しては社会的なコントロールが働いてい

ます。あえて、認知症とは何かと問いますが、

具体的にこの患者さんの行動は何なのか、何

が社会問題なのか、認知症に冒されていても

高齢者に高齢に適した対応ができるのではな

いでしょうか。また、キルギスタンの代表が

いわれた、特定の情報に関しては WHO と日

本政府に引き続き、将来に向けて情報と知識

を持って支援していただくことを願うことが

できるかもしれません。ありがとうございま

す。 

 

森臨太郎 研究部長： 

インドのグローバルな経済資源と民・官パー

トナーシップに関する質問とコメントにつけ

加えますと、すでにほとんどお答えいただい

たと思います。すでに指摘されているように

民間部門が国の経済成長に関連しています。

とりわけ、高所得国の米国等では、GDPの20%

近くが医療システムからの貢献です。と言う

ことは、経済成長全体の重要な役割を占めて

いることになります。しかし、同時に、公正

さと平等について考える必要があります。こ

の問題はかなり難しいです。どの比率でバラ

ンスをとるか、だけではなく、どのようにバ

ランスをとるのか、と言うことに関して、日

本が官民パートナーシップをどのようにバラ

ンスをとったのか歴史的な例をご説明しまし

た。これがコスト効果よくなされた訳ですが、

他国に適用できるかどうかは分りませんが、

一つの教訓であると思います。 

 

2 つ目の質問はキルギスタンからですが、あ

まりよく分りませんでしたが、人口転換のこ

とでしょうか。今日、明日、一国の人口動態

を変えるための介入について取り上げること

にはなっていない、と思います。出生率と家

族計画のことをお考えかもしれませんが、こ

のセッションは高齢化に焦点を当てていると

思います。2 点目に関してはすでにお答えが

ありましたので、私からは取り上げません。 

 

インドネシアから二つのコメントがありまし

た。私が認知症についてお答えするのに適任

かどうか分りませんが、二つの問題があると

思います。一つは、認知症の予防と治療につ

いては技術革新（イノベーション）を待たな

ければなりませんが、現在、かなり有望な科

学的データが出てきています。それらを増強

して行くことと費用対効果の高い長期的な介

護を考えて行く必要があります。それを医療

の中で考えることもできますが、日本でのよ
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うに、医療とは別に介護制度を考えることも

できます。私は、日本政府を代表していない

ため、財政的なサポートの話はいたしません。 

 

ザンビアからの質問は UNFPA にお答えいた

だくものだと思いますが、良いアイデアだと

思います。ありがとうございます。 

 

議長： 

それでは、まだ 25 分ありますので、何問か

質問をお受けします。フィリピン、ガーナ、

インドネシアの順にどうぞ。 

 

ルスボミンダ・C・イアガン議員（フィリピ

ン）： 

ルスビスタ・イラガンと申します。国会議員

で、ガブリエラ女性党の代表です。リゾース

パーソンの話を伺い啓蒙されました。高齢化

の女性化と言うこと、高齢に優しい都市とい

う発想を興味深く聞きました。今朝からのお

話で、女性の寿命が延びたことがハイライト

され、データでは高齢女性の数が多い、であ

るが故に彼女たちの特異なニーズに対応しな

ければならない、と言うことでした。国会議

員である私たちが、高齢女性のニーズに対応

するため、戦略を立て、法律や政策でニーズ

を満たし、高齢者に優しい都市を促進しその

都市づくりをすることを WHO をはじめ、そ

の他の国連機関に手伝っていただくようお願

いすることを提案します。それにより、人口

の大きな部門を占める高齢者のニーズに応え

るためより多くのプログラムや戦略をたてた

いからです。言うまでもなく、女性たちのこ

とです。ありがとうございます。 

 

テッテ・シャイエ議員（ガーナ）： 

ありがとうございます。私はテッテー・チェ

ーイと申しまして、ガーナ議会のジェンダー

委員会議長をしています。私の質問は、日本

の高齢者に対する予算支援についてです。予

算の何パーセントか、どれだけジェンダー問

題に割り当てておられるか、特に高齢者に対

して伺います。予算をお持ちでしょうか、教

えていただきたいです。 

 

アンディ・デウィ・ヤンティ議員（インドネ

シア）： 

ありがとうございます。私たちも高齢者に優

しい街を、途上国を含め、世界中に創る考え

を支持します。でも、保険省ばかりではなく、

例えば交通省や住宅省等、全ての省庁がその

構想を支援しなければなりませんが、是非、

日本の経験に基づいて障がい者や高齢者のた

めの良いサービスを提供するためにどのよう

にすれば他者の良いスタンダードを考慮し調

整できるか教えていただきたいと思います。 

 

アナーベック・カルマトヴ議員（キルギスタ

ン）： 

先生、私の質問へのお答えをいただいてない

ようです。理由を教えていただきたいのです。 

 

アレックス・ロス WHO 神戸センター所長： 

質問を繰り返していただけますか？通訳の過

程で失われてしまったのかもしれません。 

 

アナーベック・カルマトヴ議員（キルギスタ

ン）： 

2 つ伺いました。まず今回のトピックスであ

る高齢化について、各国が国内法を制定し、

高齢化問題を改善するために、一国だけでは

なく全般的に実行するための具体的な計画あ

るいは提案をお持ちかどうかと言うこと。二

問目は、マドリッド行動計画に各国が署名し

たのですが、何カ国が本件に関し実行してい

るかでした。ありがとうございます。 
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アレックス・ロス WHO 神戸センター所長： 

お答えできるよう努力いたしますが、まず、

一問目の具体的な計画や提案があるかどうか

については、例えば、来年 1 月 1 日の WHO

大会及び執行役員会において、高齢化に関す

る議論がなされます。高齢化に関する地域委

員会、欧州、アジアを含み、高齢化問題を議

論してきており、各国の考慮案件として、異

なる勧告をしています。指示するのではなく、

各国が考慮します。具体的な勧告は、高齢に

優しい都市、医療制度や国民皆保険における

環状動脈疾患問題、女性の RH 問題、人生を

どう生きるか（ライフ・イッシュー）といっ

たように、全ての問題に対する指針として各

国がそれぞれ考慮するために提供しています。

WHO および UNFPA 作業の仕方は、拘束力は

ありませんが、勧告として具体的に特異的に、

キルギスタンのお役にも立つように出してい

ます。 

 

2 問目について、マドッリッド行動計画は、

2002 年に採択されましたが、加盟国の数は記

憶しておりませんが、私の記憶では、国連総

会で加盟国会議がありまして、行動計画、指

針が作成されたのです。スライドを前に見ま

したが、指針も各種のものがあります。WHO

決議又は国連総会決議に参考として出ていま

す。が、拘束力は持たない、各国に対し具体

的な勧告です。このような会議では、少なく

とも 80 カ国がかかわりますが、探してお知

らせします。 

 

 

議長： 

これでお答えになったでしょうか。それでは、

各国からの三問にお答えくださいますか。 

 

 

アレックス・ロス WHO 神戸センター所長：

フィリピンからは、高齢化の女性化について

良い質問をいただきました。まず最初のステ

ップはデータを取り、実際に起こっている自

国の現状を知ることです。高齢者にやさしい

都市づくりとは、まず状況を理解して解決策

をとることですが、それぞれ異なると思いま

す。高齢女性に優しい都市と言うのは、まだ

ないと思います、なぜなら社会全体を考えて

しまうからです。しかし公正さを理解し、高

齢女性への影響を理解することはとても重要

です。それは、家族への影響も含むからです。

エジプトの方と話をしたのですが、そこでは、

家族の面倒を見るためにまず、女性が労働力

から外されるそうです。そのことの家族への

経済的な影響、国への経済的影響は何でしょ

うか。WHO がこの点を明らかにするための手

段をて依拠することができると思います。ま

ず、事実（エビデンス）を知ることです、そ

して文化や立法制度、どのような介入の方法

がその国にあるかを踏まえながら各種の戦略

を考えたら良いのです。その前に、すでに直

面している課題やその事実（エビデンス）が

あると思います。公正さを追求することだけ

ではなく、行動をどう起こすかです。ガーナ

の日本への質問ですが、これは他の方にお願

いします。 

 

インドネシアからの質問は、分野横断的な対

応についてですが、心臓（冠状動脈）病等、

多くの病態で行われています。障害者につい

て言われたこと、現在重要な機会が急上昇し

ています。各国、各都市での異なる戦術等の

事例が挙がっています。健康に関する決定要

素における議論や具体的で実践的な作業も進

んでいます。スライドで色々な事例をお見せ

できます。日本での未来都市プロジェクトか

ら、ニューヨーク市でも注目すべきことが行
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われています。これは、多額の資金が必要と

言うことではありません。例えば、ベンチに

照明灯をつけるとか、それだけでも高齢者が

外出しやすくなります。これは簡単な予防の

例ですが、このようなことが集まれば良い結

果がでます。私たちにとり、議員の皆様にど

のような支援をしたら良いか、と言う課題が

あります。これまで学んだことをパッケージ

にしてお渡しする事が皆様の状況においてお

役に立つのであれば、支援させていただきま

すし、皆様にとり一番お役に立てるものをお

送りできる、と思います。 

 

森臨太郎 研究部長： 

フィリピンとガーナからの質問とコメントに

対しては、ジェンダーの問題を取り上げられ

たのですが、ジェンダーは重要な問題ですが、

バリエーションが色々あり、その度合いも幅

広いと思いますので、高齢者へのケアは、個

人のニーズでみることが重要です。このこと

が、ジェンダーに特化した政策よりも重要な

部分だと思います。日本の政策と言う点では、

ジェンダーや高齢化に特化した政策はないと

思います。インドネシアの質問は、分野横断

的アプローチについてでしたが、これは、日

本においては地方レベルで行われています。

地方のレベルでは、顔見知りの関係なので、

それぞれの自治体が国の政策および地方税を

個別のニーズに合わせて使っています。そん

なところでしょうか。 

 

 

橋本英樹 教授： 

フィリピンとガーナからのジェンダー問題に

だけお答えします。これは、性別のことでは

なく、ジェンダー問題とは、社会的な文脈に

おいての男女の問題です。日本では、他の多

くのアジア諸国でも同じだと思いますが、ジ

ェンダー問題と言うのは家族問題です。つま

り、伝統的な大家族制があり、女性は、家族

の世話をするというジェンダーバリアがあり

ます。ところが、家族の面倒を見ていた女性

が年をとり弱者になったとき、誰が彼女の面

倒を見るのか、これが一つの問題です。もう

一つは、これらの女性は、ほとんど所得がな

く、男性の世帯主に頼っています。また、女

性の年金との大きなかかわりもあります。10

年ほど前でしたか、日本政府は、年金制度を

改正して世帯ではなく、主婦の年金口座を設

けました。このことが、労働政策、年金政策

その他の社会政策に影響し、ジェンダーと高

齢問題が目立って取り上げられることになり

ました。これは医療部門だけの問題ではなく、

生活全体、高齢期の女性をどのように支えて

いくかの問題だと思います。ありがとうござ

います。 

 

議長： 

ありがとうございました。これで全ての質問

に答えが得られたでしょうか。このセッショ

ンは余すところ 5 分となりました。皆様に、

色々質問をしていただき、多くの問題に参加

していただきました。それでは、発表者の方々

に大きな拍手をお願いします。 
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セッション 3 
 

経済的に活力のある健康長寿社会 



 90 



 91 

セッション 3 
 

モデレーター兼セッション議長：フロリアン・ボドッグ議員 
ルーマニア 

 

 

略歴： 

医学と経済学（医療管理）にて博士号（PhD）取得。2012 年より上院議員。公衆衛生に関する上

院常任委員会の委員長、人口と開発に関する小委員会のメンバー。 

 

 

皆様お疲れだと思いますので、このセッションは、

インタラクティブな面白いセッションにしたいと

思います。それでは早速、秋山弘子先生お願いい

たします。 
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「千葉県柏市産学協同プロジェクト 柏からの Aging in Place 宣言」 

秋山弘子 
東京大学高齢社会総合研究機構特任教授 

 

 

略歴： 

イリノイ大学で Ph.D.（心理学）取得、米国の国立老化研究機構（National Institute on Aging） フ

ェロー、ミシガン大学社会科学総合研究所研究教授、東京大学大学院人文社会系研究科教授（社

会心理学）、日本学術会議副会長等を経て、現在、東京大学高齢社会総合研究機構特任教授。専門

＝ジェロントロジー（老年学）。高齢者の心身の健康や経済、人間関係の加齢に伴う変化を 20 年

にわたる全国高齢者調査で追跡研究。近年は超高齢社会のニーズに対応するまちづくりにも取り

組む。超高齢社会におけるより良い生のあり方を追求。 

 

 

ありがとうございます。この度、世界 30 カ

国以上の議員の方々の前でお話をさせていた

だけることを、喜ばしく思います。高齢化社

会におけるいくつかの課題についてお話をさ

せていただきます。また、私たちが様々なコ

ミュニティで取り組んでいる社会実験につい

てお話をいたします。 

 

私たちは今、超高齢化社会に対応するため、

様々なコミュニティの再設計を行っています。

人口の高齢化が進んでいく中、既存の社会イ

ンフラを変えていく必要があります。そして

技術的、社会的革新を図っていく必要があり

ます。 

 

このグラフは、2005 年、2030 年、2050 年に

おける日本の人口構成を表したものです。75

歳以上の高齢者が、これから 20 年の間に倍

増し、2030 年には人口の 2 割を占めると見込

まれています。平均寿命ですが、日本の女性

は 86 歳で、世界で最も長寿命です。私の母

は 92 歳、義理の母は 93 歳、そして叔母は 100

歳です。 

 

こちらのスライドは、地域別の高齢者人口の

伸びを表しています。とりわけ農村地域にお

いては、長年にわたって大きな問題となって

います。特に 1960 年代～70 年代に経済が急

成長をした結果、農村地域から都心部に若者

が職を求めて移って来ました。そして高齢者

が農村地域にそのまま残ったのです。 

 

そして 40 年、50 年前に都市に移った人びと

が定年に達してきています。日本において今
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高齢化は都市の問題でもあるわけです。2030

年には 65 歳以上の年齢層の 13%が痴呆症に

なると予想されています。そして 45%が一人

暮らしになると思われます。80 歳代、90 歳

代の方々が 1 人で生活をするようになるので

す。日本、そしてアジア全体における新しい

現象です。高齢者は伝統的には子どもの家族

と同居しておりました。 

 

次のスライドは、高齢者の従属人口指数を表

しています。50 年前の 1965 年には、高齢者

1 人に対して 9.1 人で支えていました。現在は、

比率として高齢者 1 人に対して 2.4 人です。

おそらく 2050 年にはその比率は高齢者 1 人

に対して 1.2 人に達するでしょう。社会保障

制度、また国の経済をこれからも同じような

形で維持していくことは明らかに不可能です。 

 

喜ばしい話としては、大規模な疫学調査によ

ると、高齢者が長寿命になってきただけでな

くより健康体になってきています。このスラ

イドは、年齢別の歩く速度を 1992 年～2002

年まで比較したものです。ここから明らかな

のは、2002 年の高齢者は、1992 年頃の高齢

者に比べて、11 歳も若いということです。そ

して 2002 年における 75 歳の歩く速度は、

1992 年の 64 歳の歩く速度に相当します。も

う 1 つの良いニュースは、日本人の高齢者の

働く意欲です。内閣府による調査によると 60

歳以上の方の 7 割が、70 歳まで仕事を続けた

いと考えています。そして 4 割近くが、元気

な間は仕事を続けたいと答えています。 

 

1987 年から、60 歳以上の日本人約 6000 人を

対象にして 3 年に 1 度、調査を行っています。

そして健康状態、経済状況、社会における人

間関係等、生活における重要な領域に関し、

高齢化に伴う変化を調べてきました。25 年間

に同じ調査対象者に対して 8 回調査を実施し

ています。「手段的日常生活動作1能力」とい

う機能的健康度のデータを、クラス分析を用

いて解析した結果、男性の健康状態に関して

は 3 通りの変化の軌道が認められました。男

性の 20%は 70 歳より前に健康が衰え始めま

す。対照的に 10%は大変高齢になるまで健康

で自立した生活を送ることができます。しか

し過半数である 70%は、70 歳代の半ばまでは

                                                             

1手段的日常生活動作とは、電話の使い方、買い物、家事、

移動、外出、服薬の管理、金銭の管理など、日常生活動作

（ADL : activity of daily living）ではとらえられない高次の生

活機能の水準を測定するものである。IADL（instrumental 

activities of daily living）とも呼ばれる。出所：ウィキペディ

ア 
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自立した生活を送れますが、その後次第に健

康状態が悪化してある程度の介護を必要とす

るようになります。 

 

女性の場合も似たようなグラフになります。

男性の 7 割、女性の 9 割、合わせると日本人

の 8 割が自立を失っていくわけですが、その

原因は主に、筋肉の衰えや骨密度の低下によ

る衰えにあります。日本における 75 歳以上

の人口は、今後 20 年間で倍増、2030 年には

人口の 20%に到達するため、大きな問題です。 

 

統計から、取り組むべき優先課題が 3 つある

と言えるでしょう。まず、第 1 に、健康が衰

え始める赤線の、このポイントを 2、3 年先

に延ばすために、私たち一人ひとりが、また

共同で、努力することが必要です。今のとこ

ろ、日本人の高齢者の 80%が、70 歳代の半ば

まで健康でいますが、これを 80 歳まで健康

体でいられるようにしていきたいと思います。

それが達成したい目標です。 

 

第 2 の点として、何ら障害もなく生活できる

年数を数年延ばすことができるとしても、大

半の人はある程度の介護が必要になってくる

と思われます。よってこのような方々が快適

で活動的な生活が送れるような環境を整備す

る必要があります。 

 

第 3 に、人の絆を育んで維持するための戦略

が必要です。全国統計を見ると、人と人との

つながりが日本ではだいぶ弱くなってきてい

ます。 

 

こうした優先課題に対処していくために、地

域社会で社会的な実験を行っています。既存

のインフラは、まだ人口の若者層が多かった

時代に作られたものです。よって、高齢化社

会のニーズに応えていくことができるように、

コミュニティのハード面、ソフト面のインフ

ラを再設計していく必要があり、それに取り

組んでいます。人びとが安心して、健康で活

動的な生活が送れるようなコミュニティを実

現したいと考えています。これが私たちのプ

ロジェクトの全体的な、重要な考え方です。 

 

システム、そして ICT と、いくつかのプロジ

ェクトが同時に実施されています。これは、

社会的実験で、実際に直接地域社会に介入し、

その成果と費用を評価しています。実験プロ

ジェクトは 2 カ所で行っており、一つは東京

から、これらの分野に特に着目をして様々な

事業を展開しています。実験を行っているの

は、ここから 30 キロ離れた首都圏で、もう 1

つは農村地域です。これらの写真から都心部

の地域がどういうものかおわかりいただける

と思います。これは 2030 年頃のコミュニテ

ィのイメージです。超高齢化社会のニーズに

応えることができるように、様々なコンポー

ネントを整備しています。 
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私たちが取り組んでいる主なプロジェクトを

ご説明させていただきたいと思います。団塊

の世代が現在東京の都市部で働いていますが、

まもなく定年を迎え、コミュニティに戻って

きます。私たちは、こうした定年退職する人

びとを迎えるため、高齢者に適した働く場と、

フレキシビリティに富んだ雇用制度の整備を

進めています。 

 

スライドには、7 種類の仕事の場が描かれて

います。今は 9 つあります。農業関係、食品

関係、保育および高齢者ケアにそれぞれ 3 つ

です。事業主がこうした職場を運営します。

これは様々な職場で働く高齢者の様子を撮っ

たものです。仕事のマッチングやスケジュー

リングが行われており、ICT やクラウドシス

テムを導入する予定です。IBM の協力をいた

だいて様々なソフトウエアを開発している他、

iPad 等も活用して高齢労働者の訓練も行って

います。 

 

私たちは、第 2 の人生における就労の効果が

個人レベル、社会レベルでどのような影響を

もたらしているか、様々な評価を行っていま

す。例えば、採血、骨密度、筋力、認知能力、

さらには社会交流について調べています。デ

ータの解析はまだ予備段階ですが、定年後も

就労は肯定的な影響をもたらすことが明らか

です。私たちは、仕事をする前、そして 6 カ

月後、12 カ月後、18 カ月後に健康状態と社

会生活能力の評価を行っています。 

 

コミュニティが、人生の段階に応じて住宅を

提供します。いわば、コミュニティのリモデ

リング、再構成です。人びとは、生涯を通じ

て自分のニーズに一番合った所に引っ越しで

きます。自分のふさわしい所で年を重ねるこ

とが可能になるというわけです。 

 

高齢者にとって最大の関心事はヘルスケアで

す。私たちは、1 日 24 時間体制でヘルスケア

を提供する在宅ベースのヘルスケア・システ

ムの構築を進めています。この建物は現在建

設中で、2014 年 3 月から受け入れが開始され

る予定です。1 階では、様々なサービスが提

供され、医師、24 時間体制でのホームヘルパ

ー、歯科医、理学療法士、その他数多くのデ

イケアサービス等も配備されます。これらの

サービスは、入居者だけでなく、コミュニテ

ィ全体に提供されます。交通手段も、高齢者

ができるだけ活発に安全に暮らす上で重要な

問題ですので、コミュニティでの代替的な交

通手段にも取り組んでいます。また、ICT を

最大限活用して安全を保障し、そしてつなが

りを維持することができるようにしています。
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技術的な革新を追求して、コミュニティで新

しい技術を試験しています。 

 

2011 年には、研究に対し資金的な支援を行う

組織である科学技術振興機構（JST）が設立さ

れ、高齢化社会における問題解決のための社

会実験を支援する 2 つのプログラムが実施さ

れています。この種の社会実験においては、

様々な学問領域の研究者の共同活動だけでな

く、地方自治体や産業界との十分な協力が必

要とされます。私たちは 2009 年に産学コン

ソーシアム「ジェロントロジー」事業を開始

しました。コンソーシアムは、産学がアイデ

アを寄せ合い、今後 20 年間に直面する大き

な課題に、新たな価値観と解決策を生み出す

ためのプラットフォームを提供するものです。

現在国内外の企業 65 社がこのコンソーシア

ムに参画しています。このリストに書かれて

いる企業です。究極的には、長寿と健康、そ

して富をつなげていくために貢献できるよう

目指してきたいと思っています。これが、急

速に高齢化が進む世界において、最も大きな

課題ではないでしょうか。ご清聴ありがとう

ございました。 

 

議長： 

次に小川先生お願いします。日本大学経済学

部人口経済学の教授、同大学人口研究所所長

でいらっしゃいます。30 年以上にわたって、

日本とASEAN諸国における人口と開発につい

ての広範な著作があります。特に少子高齢化

の社会経済的影響、人口統計学的変数や社会

保障に関係する変数のモデリング、さらに出

生率、雇用、結婚、育児、定年退職、高齢者

介護に関する政策を中心に研究なさっていま

す。最近では世代間移転の研究もされていま

す。また、American Economics Review，Journal 

of Labor Economics，Demograpy， Population 

and Development Review といった国際的に著

名なジャーナルに数多くの学術論文を発表し

ていらっしゃいます。また日本政府やアジア

人口学会、WHO 等の国際機関の協議会、委員

会、審議会等にも属しています。
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「世代間所得移転から見た高齢化の経済的意義」 

小川直宏 
日本大学大学院総合科学研究科教授 

 

 

略歴： 

政府各省における様々な審議会委員および検討委員会委員に加え、日本人口学会理事、日本医師

会地域医療対策委員会委員、アジア人口学会理事、国際人口学会（IUSSP）での低出生・家族政策

に関する研究委員会委員等を歴任し、現在は総務省統計研修所客員教授、日本統計協会評議員、

日本学術会議連携会員、統計情報研究開発センター監事、世界保健機関（WHO）のアドバイザー

等を兼任。国連、国際労働機関（ILO）、アジア開発銀行のコンサルタントとして数多くの開発途

上国政府の長期開発計画の援助にも参加。 

 

ありがとうございます。この数十年で人口高

齢化は世界的に主要な動向になったと言えま

すが、その問題を含め、日本がその動向の先

端を行っていると思います。問題の一つは、

課税によって公的年金制度が脅かされている

ことです。数年前に経済学者が日本の年金給

付状況を調べましたが、1955 年以降に産まれ

た世代の給付はマイナスになるという結果が

でました。この結果は言わずとしれたもので、

特に若い層を中心に、給付があてにならない

から支払いを拒むようになったということで

す。給付状況が悪化するなかで、若年世代を

中心に公的年金制度に支払をする人の数が減

少してきています。これが、日本の年金制度

の状況の一つです。国民年金に加入するもの

の、支払をやめた人の数は少なくありません。

これは大きな問題です。 

 

更にアジアの多くの国は高齢化問題を抱えて

います。中国、インド、タイをはじめ、多く

の国で人口高齢化を踏まえた社会保障制度を

検討中ですが、決して簡単ではありません。

韓国や台湾でも大勢の高齢者が在宅での集中

介護を必要としているため多くの介護者が必

要になっています。 

 

近年の人口高齢化に対応するため、国民移転

勘定（NTA）と呼ばれる革新的なアプローチ

が開発されました。2003 年にはカリフォルニ

ア大学バークレー校が、 7 人の国際人口経済

学者を招いて会議を開催し、人口高齢化の課

題を解決する創造的なアプローチを検討する

ための新しい課題を手がけることを決定しま

した。南米諸国では 10 年後の現在、44 カ国

がこのグローバル・プロジェクトに参加して

います。ヨーロッパでは未来研究所が指導し、

アフリカには各国の研究活動を調整する

ECLEAD という地元機関があります。アジアで

は東西センターがリードして国民移転勘定の

研究活動のコーディネーションをしています。 

 

ほぼ全ての参加国が、自国で最も重要なグラ
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フを作成することになっています。これが日

本で最も重要なグラフです。最も重要と呼ぶ

のは、簡単なグラフから多大の情報が得られ

るからです。ミクロのデータと国民経済デー

タ用いて労働所得と消費を組み合わせ、横軸

に年齢、縦軸に金額を取っています。消費に

ついては、世帯を基本とする私的消費、政府

による公的消費を組み合わせています。 

 

これが公共教育、そして私的教育、公的医療

プログラム、私的な医療費部分、介護保険で

す。このシンプルなグラフには多数のアイデ

アがあり、役に立つので日本の最も重要なグ

ラフと呼んでいるのです。年齢ごとに見て行

くと全てが分ってきます。年齢構造を変えれ

ば、それぞれの割合の変化を見ることができ

ます。これがこのアプローチ（NTA）の良さ

ですが、今まで誰もこれを行っていなかった

のです。 

 

この日本で最も重要なグラフさえあれば、こ

れを下図のように置き換えることで、ライフ

サイクル上での不足と相互関係が見えてきま

す。ここが不足になるのは、子どもには消費

をカバーするだけの所得がないからですが、

高齢者も同じ状況です。生産者年齢の部分が

余剰です。下図はライフサイクル上での不足

です。不足を補うためには、公共の移転又は

私的な移転によるか、家族や両親が支援して

補うことになり、移転が十分でなければ、各

個人の持っている資産の再分配により補うし

かありません。 

 

日本のケースを 25 年余にわたり見てきてい

ますが、興味深い事にこの 25 年で労働所得

及び消費が著しく変わってきています。実際

の計測年は、1984、1989、1994、1999、2004、 

2009 の各年です。このグラフを見てショック

を受けました。注目していただきたいのは、

赤線です。20-30 歳代の若年者の労働所得は

下降しており、若年者の労働所得問題が起こ

っています。これは定職につく事ができず、

不定期職に就いているためです。この所得の

低下が日本の大きな問題となっています。 

 

1984、1989、1994、1999、2004、 2009 各年

に見たライフサイクル上での不足は、この 25

年間で増加してきていますが、余剰も大きく

なっています。問題は、このライフサイクル

上の不足をどのように補って行くかです。こ
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のグラフで、不足分をどのように賄って行っ

たのかが分ります。この赤線は、ライフサイ

クル上の不足で、緑の線は家族、親のもので

す。親が子の不足を補っていますが、15 歳と

もなると年間 200 万円が必要となります。そ

れが、年間費用です。青色は政府が支払って

いる分です。また、高齢者は濃紺になってい

ますが、日本の高齢者はかなり豊かで、資産

も所有しており、政府からの移転、家族から

の移転もありますが、それでも十分でなけれ

ば貯金を使うことになります。この曲線が

1984、1989、1994、1999、2004、 2009 の各

年には驚くことに、高齢者、児童ともに不足

が増えています。個人一人当りで見て驚いた

のですが、家族からの移転は、高齢者が 80

歳になって始めて少ないながらみられ、それ

以前は、逆なのです。日本では、70 歳代、80

歳前半の高齢者は、子どもたちや孫たちの面

倒を見ています。日本の場合、高齢者は不足

していないのです。所有している資産を必要

に応じて現金化することができます。 

 

その意味で日本では、高齢者が社会のセーフ

ティネットの役を担っています。理由は、公

共年金が高齢者のしっかりした所得になって

いるからです。高齢になった子女の雇用は、

失われた数十年で不安定になってしまいまし

たが、ご覧のように年金移転は増えています。

赤い線が各年の年金制度ですが、25 年前と比

較して増えているのです。個人ベースでみる

限り、高齢者はかなり裕福です。国民レベル

で見てみると、1994 年の児童と高齢人口ので

すが、当時の高齢者数は少なかったため、高

齢者グループとして費用はさほど大きくなか

ったのですが、それが、1984、1989、1994、

1999、2004、 2009 年と急速に増えています。 

 

初めてご覧になる方も多いと思いますが、人

口高齢化の影響はこれほど大きく、コスト増

強が反映されています。 

 

子どもたちは、親からの移転をうけますが、

22 歳までは、政府からの移転もあります。23

歳で大学を卒業して納税を始め、64 歳になる

と政府と家族からの支援を再び受けることに

なります。ところが、60 歳から年金受給者と

いう仕組は変わってきています。かつて 64

歳の高齢者には、家族からの支援もあった訳

ですが、2009 年に 81 歳になっています。日

本では、65 歳で高齢者と呼んでいますが、か

なり裕福で、自立しています。この変化に気

づいていない、特に高齢者の定義が変わって

来ていることに気づいていないのです。高齢

者の定義等は経済状況等を踏まえて変えるべ

きだと思います。60 歳や 65 歳はまだ若いの

です。65 歳を高齢者年齢とすることはそれな

りに有効かもしれませんが、一考の余地があ

ると思います。 

 

それから、国民移転についてです。22 歳で国

民移転から独立しますが、60 歳、64 歳頃か

ら政府依存になります、受給年齢の差は退職

年齢を映しています。しかし、政府は日本の

急速に変わってきているインフラや社会ニー

ズへの対応が遅いきらいがあります。民間部
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門の方が急速にニーズに応えてきています。 

 

日本の子どもは、27 歳で親離れをしていまし

たが、昨今ではそれが 31 歳になっています。

高齢人口についてみれば、家族からの扶助に

頼る年齢が以前は 64 歳でしたが、いまでは

81 歳になっています。ところが、公的移転の

方は変わっていません。私的移転は画期的に

変化してきています。言いかえれば、人口高

齢化に関しては、民間の方が公共部門より家

族構成への対応が柔軟、すなわち、ミクロの

対応がマクロの対応より柔軟なのです。 

 

これは 1994 年時点での児童と高齢者のコス

トです。この不足分は、育児のコストとなり、

高齢者のコストです。言うまでもなく、亡く

なる児童もいれば、長生きされる高齢者もい

らっしゃる訳です。その長寿要因を考慮して

換算すると、日本で子どもの誕生から金銭的

に独立するまでの費用には、10 年分の生産労

働平均所得が必要です。子供一人当たり。高

齢者の退職後の生活支援には、8 年分相当の

所得が必要です。大金ですが、それは 1984

年時点での試算です。25 年後には、育児費は

10 年分ではなく 14 年分、高齢者は 8 年分の

生産労働所得ではなく 15 年分のコストにな

っています。 

 

この育児、高齢者費用は、日本の経済システ

ムの大きな負担となっています。それは、政

府予算にも、家計にも制約があるからです。

ということは、育児にも高齢者にもより多く

の財源が必要になるということになると、家

計の面で子どもと高齢者は競争関係にあるの

でしょうか。政府ではどうでしょうか？両者

がより多くの資源を手にする、お互いに競争

しあう。双方が資源をより多く手に入れれば、

財政政策の拡大により民需を抑制するクラウ

ンディング・アウト効果につながらないでし

ょうか。 

 

アジア諸国について試算をしましたが、欧州、

日本、その他のアジア諸国の最も重要なグラ

フを創りました。ご覧になるように、ヨーロ

ッパと日本では、高齢者コストが他と比べて

なっていますが、日本を除く他のアジア諸国

では、一貫して高齢者コストは横ばいです。

アジアではいままで高齢者コストが上がらな

いのは、大家族の中で孫、子と暮しているか

らであり、高齢者コストが家族の中で内部化

されているのです。ヨーロッパのケースとは

全く違います。 

 

この点からこれらの国々をその財政の面から、

つまり生涯、公的移転、私的移転という点か

ら見てみましょう。ヨーロッパでは大きく公

的移転に依存していることが分ります。タイ

国では、緑になっていますが、社会保障制度

が未完成なため、ほとんどの資源は家族持ち

です。国により、育児や退職者費用源は異な

ります。 

 

問題は、子どもの費用、高齢者のコストに何

が起きているのでしょうか。この軸では、退

職者コストを見ており、こちらは、誕生から

経済的に独立するまでの育児費用を見ていま

す。 

 

台湾、タイ、日本、韓国、フィリピン、中国

の事情が描かれていますが、コストの急増が

見られます。言い換えれば、育児コストも高

齢者コストも急増していますが、クラウディ

ング効果は見られません。両者のコストがま

すます上昇していますがそのしわ寄せを受け

るのは、働き盛りの世代で、彼らが両親の面

倒をみることになります。このため、アジア
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の両親は、パニーニ世代と呼ばれているので

す。 

 

ヨーロパの一部諸国では、ショックでしたが、

興味深いことが起きています。アジアでは育

児費、高齢者コスト双方が上がっていますが、

ヨーロッパでは全く事情が違います。育児費

も上昇しているけれど、高齢者の退職年齢が

上昇しています。業務評価システムや社会保

障制度がアジアとヨーロッパでは異なるから

かもしれません。 

 

時間がなくなってきていますが、もう一つだ

け言わせてください。それは、高齢化の話を

する際に思わぬ価値観の変化があると言うこ

とです。皆様がお国に帰られて社会保障制度

を創られる、と言うのは大変良いことですが、

社会保障制度を変える、プログラムは政策を

変えることにより問題が起こるかも知れない

ということです。1950 年～2000 年間に 50 歳

未満の生殖年齢の女性を対象に毎日新聞がア

ンケート調査を行い、『貴女は退職後、子ども

の世話になるつもりですか』と聞いたところ、

1950 年には、多くの母親たちが『ええ、子ど

もの世話になるつもりです』と答えました。

次に同じ回答者に対して『ご自分の両親の面

倒を見ますか』と言う質問に対し、80%の生

殖年齢の日本女性が『ええ。良い慣習ですか

ら、当然の義務ですから』と前向きに答えま

した。しかし年を追うごとに、その数も減少

しています。このことをしっかり学習して欲

しいのです。この頃に日本は国民年金制度を

導入したのですが、1986 年になり、政府は、

財政事情が悪いため、政府資金援助を期待し

ないで欲しい、と告げたのです。それにより

高齢者に対する責任を政府から家族に移転し

ました。その時点までは、日本女性をはじめ、

私までが、親の面倒は政府が見てくれると思

っていたのですが、主たる介護者は家族であ

ることが判明したのです。財政事情を理由に

変更。まさに、社会保障制度の財政的な仕組

みが極めて重要であることを指摘したいので

す。社会保障制度を導入するに辺り、大事な

ことは、良い介護、注意深い介護が、特に高

齢化が早急に起こっている時には、大切であ

ることをお伝えしたかったのです。この結果、

自分の子たちと暮らす高齢者の数は比例的に

減少してきていること、全てが変化している

ことをお伝えしたかったのです。ありがとう

ございました。 
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「高齢者への対応 社会保障制度改革」 

清家 篤 
慶応義塾長 

 

 

略歴： 

慶應義塾大学商学部教授、慶應義塾長。博士（商学）。専攻は労働経済学。 

1978 年、慶應義塾大学経済学部卒業、1980 年大学商学部助手、1985 年同助教授を経て、1992 年

より同教授。2007 年より商学部長、2009 年より慶應義塾長。この間、カリフォルニア大学客員研

究員、ランド研究所研究員、日本労働研究機構特別研究員、経済企画庁経済研究所客員主任研究

官等、新成長戦略実現会議委員（内閣官房）、社会保障のあり方に関する集中検討会議委員（内閣

官房）、東日本大震災復興構想会議委員（内閣官房）、労働政策審議会委員・同雇用保険部会長・

同若年労働者部会長・同点検評価部会長（厚生労働省）、等を歴任。現在、日本私立大学連盟会長、

経済社会総合研究所名誉所長（内閣府）等を兼務。この 8 月まで社会保障制度改革国民会議会長

（内閣）を務める。 

 

 

このような素晴らしい会議にご招待いただき

ありがとうございます。心からお礼申し上げ

ます。小川先生は、昔からの友人です。小川

先生のインパクトのあるお話の後ということ

で多少気後れいたしますが、始めさせていた

だきたいと思います。 

 

ボドク先生からご紹介いただきましたとおり、

今は慶応義塾長ですが、もともとは労働経済

学が専門で、人口の高齢化が労働市場に与え

る影響について実証的分析を行ってきました。

そうしたこともあり、2012 年の 11 月から

2013 年 8 月まで社会保障制度改革国民会議の

会長を務めました。よって、高齢化が労働市

場に及ぼす影響と、社会保障制度改革につい

て少しお話ししたいと思います。小川先生が

どの程度高齢化の影響についてお話なさった

のか、もしかすると重複する部分があると思

いますが、始めさせていただきます。 

 

日本の高齢化に関する資料図 1 ご覧ください。

日本の高齢化は、そのスピード、大きさにお

いて世界で例のないものです。65 歳以上人口

は、現在日本の総人口の 4 分の 1 を占めてお

り、高齢化率は世界一です。今生まれた子ど

もたちが大学を卒業する 2035 年頃には、65

歳以上人口は総人口の 3 分の 1 程になる見込

みです。また高齢化の速さは、すでに高齢化

社会として知られるフランスの 4 倍、ドイツ

の 2 倍です。 

 

日本の高齢化は、「深く」もあります。つまり、

大変高齢な 75 歳以上の方々が急速に増えて

いるのです。75 歳以上の人口は、総人口の

13%近くになっています。2035 年には 25%ぐ

らいになる見込みです。人口は社会経済変数

の中で、最も予測可能なものの一つです。よ
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って十分な対策をとることが可能です。それ

は、我々の世代の責任です。事態を食い止め

る、あるいは少なくとも緩和することが必要

です。 

 

高齢化には 2 つの原因があります。1 つは平

均寿命の延びです。図 2 を見てお分かりのよ

うに、日本の寿命は世界一です。もう 1 つの

高齢化の原因は出生率の低下です。これが図

3 で示されています。平均寿命の上昇傾向を

止めることは、もちろんすべきではありませ

んので、出生率の減少傾向を上昇に転じる対

策が必要だということになります。高齢化に

対してできるもう 1 つのことは、高齢化のマ

イナス面を最小化するということです。まず

は、特に女性や高齢者の労働力率を上げるこ

とによって、人口が減少しても、労働力を維

持していくことです。また、高齢化社会の中

にあっても、社会保障制度を抜本的に改革す

ることによって、社会保障制度の持続可能性、

財政状況の持続可能性を維持していくことで

す。これらの 2 つの対策について話したいと

思います。 

  

図を見てください。1970 年代後半、出生率

（TFR）が 2 から 2 以下に減少し始めました。

その時日本政府は、1 世代先、つまり 20-30

年先には人口が減るという事実を認識すべき

でした。TFR が 1.57 にまで下がった 1990 年に

なってようやく日本政府も真剣に考え始めま

した。これは過去最低の水準でした。いわゆ

る「丙午」にあたる 1966 年の 1.58 を切りま

した。皆様がこの丙午という迷信についてご

存知かどうかわかりませんが、これはもとも

と中国の迷信です。丙午の年に女の子が生ま

れると、その女の子は結婚し、その夫を搾取

する、夫が苦労するという言い伝えがあるの

で、夫婦は、女の子が生まれるとなかなか結

婚できなくて苦労するのではないかと心配し

ました。 

 

そういうわけで、驚くことにこの迷信はその

年、親たちにかなりのマイナスの影響を及ぼ

しました。そういうわけで、丙午でもない普

通の年であるのに、1990 年に出生率が 1.57

にまで下がってしまったことに国民は大変な

ショックを受けました。これを「1.57 ショッ

ク」と呼んでいます。1.57 ショックにより日

本国民は出生率が低下していることを認識し

始めました。そして日本政府はエンゼルプラ

ンというものを導入しました。これは包括的

な育児支援を推進するための一連の政策のこ

とを言います。しかし、その当時の対策は、
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あまり大々的なものではなかったわけです。

というのは、1945 年以降、出生率を上げるた

めの政策がとられたことはありませんでした。

その理由の一つは、人口拡大の政策には、あ

る種の烙印というか、戦争中の政策、産めよ

増やせよを想起させる悪いイメージがあった

からです。もう 1 つこの育児支援策にとって

不運だったのは、恒常的な財源がなかった点

です。この点が、社会保険制度により歳入が

保障されていた年金や医療給付とは違うとこ

ろです。1990 年代初頭からの深刻な経済危機

と予算の削減により、育児支援政策の改善は

いっこうに進みませんでした。 

 

今が、出生率を回復させる最後のチャンスで

はないかと思います。もしかすると遅すぎる

かもしれませんが、とにかく何らかの重要な

行動をとらなくてはなりません。私が会長を

務めた社会保障制度改革国民会議の報告書で

私たちが提言したのは、育児サービスの向上

を含め、社会保障制度の資金をもっと若い人

に向けることでした。現在、いわゆる「待機

児童なし」の実現のために育児支援政策の恒

常的歳入として、消費税歳入のうち 7000 億

円を確保しています。 

 

高齢化対策として極めて重要なのは、高齢者

の人びとの雇用を促進することです。より多

くの高齢者が現在の定年退職年齢を超えて勤

め続けるならば、1 人当たりの社会保障費負

担がかなり減らせます。高齢者の中で現役の

就労者そして消費者が増えれば、マクロ経済

の供給サイドと需要サイドの両方で、経済成

長の原動力となるのです。この点については、

日本は EU 諸国に比べて一貫した政策を取り、

高齢者の雇用を促進してきています。表 1 を

見ると分かるように、他の先進国と比べるて

日本の高齢者の労働力率はかなり高くなって

います。 

 

働き続けたいという高齢者の強い意欲を活か

すことができれば、日本は生涯にわたって活

力ある人生を送れる社会、高齢者の役割と能

力が十分に活用される社会になるでしょう。

日本は、こうした社会を目指して正しい政策

を取ってきたと言えます。もし日本がこのよ

うな社会を作ることができれば、同様の高齢

化問題に直面する国々にとって、良い参考と

なるでしょう。 

 

ただ、一方で残念なこともあります。女性の

雇用促進はまだ成功していません。その結果、

女性の労働力率は、まだ M 字カーブを描いて

おり、女性の労働力率は 30 歳代になると大

きく落ちこみます。女性の労働力率を上げる

対策は、出生率の低下を食い止めるのと同じ

対策です。働く母親を支援する策は、30 代の

女性が働き続けられるようにすることに役立

つでしょう。 

 

我々は、出生率と労働力率の向上にあらゆる

努力を費やしていかなくてはなりません。し

かし、高齢化と労働力の減少は当面の間避け

られない問題ですので、高齢化に対処するた

めの社会保障制度改革が喫緊の課題です。 

 

育児政策については先程お話ししましたので、

今度は、年金制度、医療制度そして介護制度
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の改革についてお話したいと思います。表 2

にありますように、社会保障費の支出は 2012

年度におよそ 110 兆円で、GDP の 23%に当た

ります。そしてその半分が公的年金制度、3

分の 1 が介護保険および医療保険です。こう

いった年金制度や介護制度、医療制度の改革

をする場合に重要となってくるのは、この 3

つの改革は、問題の性質が異なっているとい

う点を認識することです。公的年金の問題は

比較的単純で、直線的な問題ですが、医療制

度と介護制度の問題は、非線形であり、より

複雑な問題です。 

 

表 2 にあるように、年金給付は年金人口の増

加とともに増加し、2025 年には 2012 年の 1.12

倍となります。公的年金はお金という単純な

問題です。よって技術的には、歳入と歳出の

体系を変えるだけで、公的年金制度を改革で

きます。一方医療制度と介護制度の支出は、

高齢化のスピードを超えて伸びると見込まれ

ます 75 歳以上の人たちの高齢者人口に占め

る割合が増加し、医療の質とコストの上昇と

ともに、これらの支出が増えるからです。表

2 から分かるように、2050 年度は 2012 年度

に比べて、医療制度支出は 1.54 倍、介護保険

は 2.34 倍に増えます。医療制度と介護制度の

改革はただお金の問題だけではないのです。

もっと実際のサービスを提供するサービスプ

ロバイダーに注目しなくてはなりません。サ

ービスプロバイダーの協力がなければ、効果

的な政策は達成できないでしょう。 

 

社会保障の給付は急激に増えています。その

60%は社会保障の保険料によって、40%は税

金で賄われています。現在は十分な税収がな

く、社会保障の支出が伸びています。よって

この数十年の間に、政府支出と税収とのギャ

ップがどんどんと開いているのです。これは

図 4 で明らかですが、ワニの口がますます開

いているような図式になっています。ほとん

どの支出は、国債の形であり、将来世代への

負担として先延ばしになっています。社会保

障制度改革は、喫緊の課題です。公的年金制

度は単純な問題ですが、財政の持続可能性に

関して言えば、必要な改革は、2004 年に完了

していると思います。この改革は、将来の年

金の払い込みに上限を設け、負担を減らすこ

と、そしてマクロ経済のインデックス化を導

入して、実際の年金給付が払い込んだ額より

も高くならないようにするシステムに関する

ものでした。 

 

さらに難しいのが、医療制度と介護制度の改

革です。医療の供給システムを効率化して、

増加する高齢の患者にサービスが行き渡るよ

うにしなくてはいけません。また医療制度は、
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病院での治療から病院と自宅での治療へと変

えていかなければなりません。つまりコミュ

ニティも一緒になって高齢の患者をサポート

していくということです。これによって、高

齢者は治療を受けながらも、地域で、自宅で

暮らし続けることができます。 

 

そして医療リソースを、より若い人の緊急医

療に使えるようにすることです。これを実現

するためには、総合的な地域医療制度を作り、

高齢者に対して在宅でのケアとサポートを提

供していくことが必要です。このような改革

は、受益者とサービスプロバイダーの間に政

治的な対立を引き起こす可能性がありますが、

ぜひ達成しなければなりません。そうでなけ

れば、日本を世界で最長寿の国にしたこの社

会保障制度を、将来の世代に手渡すことがで

きないでしょう。社会保障制度改革国民会議

の提言の中には、慶應義塾大学創設者の福沢

諭吉の言葉を引用した私から国民の皆様への

メッセージも入っています。福沢は次のよう

に述べました。 

 

「雁の群れが一心に餌をついばんでいる時に、

一羽首を高く揚げて難に備えるものを奴雁と

いう。学者もまた、ひとり遠くを見据え、現

状を冷静に分析し、将来のためになにが最も

良いかを考える者でなければならない。」この

言葉を政治指導者の皆様にお伝えして、私の

発表を終わらせていただきます。ご清聴あり

がとうございました。 
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討  議 
 

 

議長： 

どうもありがとうございました。では早速、

ご質問、コメントがありましたらお願いいた

します。まずインドネシアの方からどうぞ。 

 

アンディ・デウィ・ヤンティ議員（インドネ

シア）： 

1984 年には高齢者よりも児童の数が多かっ

たのに対して、2009 年には高齢者が児童の人

口を上回ったということでした。この点に関

連して、国の予算はどうな影響を受けたので

しょうか。そしてどのようにすれば、高齢者

が日本も含む色々な国々で経済の原動力にな

れるのでしょうか、ご意見をいただきたいと

思います。 

 

清家先生の資料のうち、日本における高齢者

の就労率に関してですが、65 歳以上の男性が

29.9%であるのに対して、女性は 13.1%と大

変低くなっています。なぜこんなに大きな差

があるのでしょうか。日本では、女性、特に

65 歳以上の女性というのは、家にいることを

望むのでしょうか、それとも何か他の理由が

あるのでしょうか。 

 

清家篤 慶応義塾長： 

どうもありがとうございました。ご質問に大

変刺激を受けました。高齢の女性があまり仕

事をしていない理由は 2 つあります。1 つは

歴史的な背景です。彼女たちの世代において

は、多くの女性は外で働かず、通常女性は家

を守っていました。なぜならその時代には、

まだ伝統的な男女それぞれの役割があり、男

性は外で働き、女性は家で子どもの面倒や家

事をするのが役割でした。そのために、多く

の高齢者の女性に就労経験がありません。そ

のような意味で就労率が大変低くなっていま

す。また統計学的な点もあります。女性の方

が男性よりも長生きです。よって、65 歳以上

の方々を見た時には、女性の方が男性よりも

多いのです。そういった技術的な、統計学的

な理由で女性の高齢者の就労率が低いとも言

えます。 

 

小川直宏 教授： 

子どものコストと高齢者のコストは、25 年間

で上がってきました。政府移転支出を見ると

高齢者の方が多いのですが、政府支出の主要

部分は、子どもの教育に支出されています。

これは大変強力な制度ですから、大きく変え

ることはできません。25 年前の社会保障制度

はそれほどしっかりした、成熟したものでは

なかったので、高齢者のコストはそれほどで

もありませんでした。しかし、私の発表から

お分かりいただけますように、公的移転は、

子どもよりも高齢者に対する方が多くなって

います。但し、1 人当たりで見てみますと、

両方とも上がっているのです。政府にとって

は、子どもだけではなく、高齢者への移転も

増えている。しかし、高齢者の人口増加の方

が顕著なので、全体的な政府財源は、高齢者

のほうにより多く使われています。 
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セッション 4 

 

グローバル企業の将来戦略としての高齢化対策と役割
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セッション 4 
 

セッション議長：アルカ・バララーマ・クシャトリア議員  
インド 

 

 

略歴： 

企業金融で博士号取得。女性の企業金融専門。国会議員。議会の金融・技術委員会のメンバー 
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セッション 4 

 

モデレーター：石田寛  
経済人コー円卓会議日本委員会理事兼事務局長／関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科

准教授 

 

 

略歴： 

1990 年日本興業銀行に入行、2000 年に退職後、経済人コー円卓会議（CRT）日本委員会で活動、

現在、同委員会理事兼事務局長。2005 年より関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科准教授も

務める。「CSR イノベーション」の共著者。企業倫理とコンプライアンスが専門。 
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「高齢者への栄養と健康長寿－栄養を通じた健康長寿社会の実現―」 

木村毅 
味の素株式会社取締役／常務執行役員 

 

 

略歴： 

1984 年（昭和 59 年）ロンドン大学キングスカレッジ博士課程修了 

1984 年（昭和 59 年）7 月 米国国立衛生研究所入所 

1989 年（平成元年）4 月  味の素株式会社入社 

2005 年（平成 17 年）7 月 品質保証部長 

2009 年（平成 21 年）6 月 執行役員 

2010 年（平成 22 年）10 月 研究開発企画部長 

2013 年（平成 25 年）6 月  取締役 常務執行役員（現任） 

 

 

ご紹介ありがとうございました。このような大変

著名な議員の先生方が集まる重要な会議において、

発表の機会をいただき、誠にありがとうございま

す。 

 

まず、民間部門の我が社が、どのような形で高齢

者の栄養と健康長寿に貢献させていただいている

か、お話させていただきたいと思います。そして

我が社に関してあまりご存じでない方々もいらっ

しゃるかと思いますので、本日は会社についても

少しお話させていただきたいと思います。 

 

次に、高齢者にとってのタンパク質とアミノ酸の

関係について話し、最後にバイオマーカーと個人

の栄養に関してお話させていただきます。 

 

味の素は 1909 年に創業され、100 年以上の歴史を

有します。味の素の原点は、東京大学の教授で、

当時ドイツの客員研究員でいらした池田菊苗博士

との産学連携にあります。日本は当時大変貧しく、

今よりも平均身長が 10 ㎝低い時代でした。池田

先生は、ドイツで化学に大変感銘を受け、同時に

日本人と比べてあまりに大きいドイツ人にびっく

りしたそうです。帰国した池田先生は、日本人の

栄養状態を改善し、また味の良いものを開発しよ

うと考えました。そこで日本の昆布だしに目を付

け、グルタミン酸に味の由来があることを発見し、

このプロセスに、特に着目しました。当時、味の

素創業者の鈴木氏は、海藻から製薬目的のために

ヨウ素を抽出していました。池田先生が海藻から

別のものを発見したと知った鈴木氏は、池田先生

を訪ね、話を進めて、このビジネスを始めること

になりました。 

 

このグルタミン酸から得られる「うまみ」という

ものが 5 つ目の味覚として認められるようになり、

私たちは世界各地に事業を展開していったのです。

米ドルで約 100 億ドル級のビジネスです。調味料

も出していますし、日本においては、冷凍食品そ

の他の製品も出しています。皆様の多くの国々で

も味の素社の製品を販売させていただいています。

そして私たち味の素のグループビジョンとして、

アミノ酸からスタートして、食品事業、バイオ技

術、精製化学製品、さらに製薬・ヘルス事業に入

っていきました。アミノ酸に関しては、医薬品用

および食品用高品質アミノ酸では 40%のシェア

を誇っています。特に食品および飼料部門用に数

百万トンのアミノ酸を生産しています。私たちは

世界の食料資源の持続可能性や健康的な生き方等、

21 世紀の人間社会が抱える問題解決に貢献する

ことを使命としています。 

 

アミノ酸とはどんなものでしょうか。ご存知かと

思いますが、人の体内には色々なものが含まれ、

主成分はタンパク質です。このタンパク質を構成

しているのがアミノ酸で、その意味ではアミノ酸
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は、生命にとって大切なものであるといえます。

左手をご覧になっていただくと分かるように、人

間の身体は水分 60%、タンパク質 20%でできてお

り、筋肉や脳、心臓といった身体を構成している

のがタンパク質です。残りの 20%は炭水化物等で

す。味の素では主に食品ビジネスとして、人生の

様々な段階に応じたアミノ酸製品を生産していま

す。これに関しては後程お話いたしますが、女性

や乳幼児用のサプリメントを始め、スポーツサプ

リメントも出しています。日本のオリンピック選

手も、使用しています。また低カロリーの甘味料

もあります。最近では、高齢者の健康維持用のサ

プリメントも出しています。また、アミノ酸の栄

養については、ガーナでアミノ酸やビタミン等微

量栄養素で補強した乳児食の事業を展開していま

す。これはニュースでも取り上げられましたが、

例えば、次のスピーカーでもある DSM とも協力さ

せていただいています。そしてガーナ政府、国際

NGO、日本国政府、USAID 等とも協力させていた

だいています。安倍首相からも、6 月に開かれた

第 5 回アフリカ開発会議において、これが子ども

たちの食べる食事に加えられるということで紹介

いただきました。 

 

さて、主題である高齢者向けのタンパク質とアミ

ノ酸に関してお話をさせていただきたいと思いま

す。私たち日本は、超高齢化社会にあります。日

本の高齢者人口は世界の中でも最も早く急増して

います。しかし数字を見ると、他の国々も追いつ

いてきていることが分かります。よって私たちは、

これらの日本国内の問題に取り組むことによって、

グローバルな高齢化の問題に寄与できるものと確

信しています。ご存知かと思いますが、世界全体

で寿命が延びてきています。それによって医療費

そして年金の負担がのしかかってきています。し

かし重要なのは寿命だけではなく、障害を持たな

いで健康に生きていくということです。基本的に、

病院に入院したり、寝たきりになってしまったり

すると、介護が必要になり、お金が必要になりま

す。日本も公的資金が多く介護に投じられている

ため、非常に苦しい状況にさらされています。よ

って、健康な形でその長寿命を楽しむことができ

れば、これら医療費の問題にも対処することがで

きると確信しています。 

 

これは日本の状況ですが、65 歳以上の高齢者の

78%は健康に生活している高齢者です。しかし、

介護施設や病院で生活をされている方々も大勢い

らっしゃいます。重要なことは、健康な高齢者が

いつまでも健康でいられるよう、病院に入院する

必要がないようにすることです。従来の医療は、

入院後に患者を治療することに重点が置かれてい

ました。しかし私たちはやはり、健康な状態をい

かに保てるかに着目する必要があります。そのた

めには栄養が重要な役割を果たします。 
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最近のデータによれば、タンパク質、そしてアミ

ノ酸が高齢者にとって大変重要なことが分かって

きました。東京都健康長寿医療センター研究所が

行った疫学調査で明らかになったものです。例え

ば、血液に含まれている血漿アルブミンやヘモグ

ロビンは、いずれもタンパク質です。アルブミン

は血液中のタンパク質の多くを占めています。ヘ

モグロビンは、血液細胞の中にあって、細胞に酸

素を運搬しています。これらは基本的にタンパク

質からできあがっているものなのです。アルブミ

ンやヘモグロビンの量が少ない人は、あまり長生

きしないことがその調査で明らかになりました。

タンパク質レベルの高い高齢者に比べて、寿命が

短いということです。すなわち、タンパク質の栄

養状態が、人びとの寿命に大きな影響を与えてい

ると言えるのです。 

 

日本では、大変残念なことに、タンパク源の摂取

が減少しています。これは全ての年齢層について

言えることです。それによって、さらに老化が進

むのではないかと懸念されています。タンパク質

の 1 日当たり栄養所要量については、実際の摂取

量は所要量を上回っていますが、新しいデータを

見ると、高齢者は吸収が悪いので、もっとタンパ

ク質が必要ではないかと考えられます。80 歳以上

の高齢者を対象に行ったカナダの最近の調査デー

タによると、高齢者が必要とするタンパク質量は、

これまで考えられてきたよりもかなり多いことが

分かってきました。高齢者のデータを見ると、ほ

とんどが 60 歳未満のデータで、80 歳代の方々の

データはあまり集められておりません。よって 70

歳代、80 歳代の高齢者が、それ以下の年齢層と同

じ栄養所要量なのかはまだよく分かっていません。

しかし先程申し上げたように、タンパク質不足の

人がいるのは確かです。高齢者の所要量について

さらに調査を行っていく必要があります。 

 

ではなぜタンパク質から栄養を得ることが大切な

のでしょうか。まず、タンパク質は筋肉を作るか

らです。要介護、要支援の状況を見ると、ほとん

どの場合は移動器官、つまり手足が自由に動かな

いことに問題があります。転んで骨折をすると、

入院になってしてしまいますが、高齢者の場合な

かなか回復できないのです。これには基本的に筋

肉不足が関係し、介護が必要になったり、介護施

設に入らなければならなくなったりする主な原因

となっています。骨粗鬆症の話はよくご存じだと

思います。骨折しやすくなるというのは事実です

が、骨は筋肉に支えられており、関節も同様です。

転倒して怪我しないためには、健康な骨、関節、

筋肉が必要なのです。これはあまりよく知られて

いないことですが、カルシウムと思われがちな骨

は、実際は、その 50%がタンパク質で構成されて

いるのです。 

 

こちらのデータは、加齢に伴ってどれだけ筋肉が

失われていくか、衰弱していくかを表したもので

す。男女共に、年を取るに従って筋肉が衰えてい

きます。ここで図をご覧に入れたいと思います。

20 歳代の若い女性と、64 歳の女性の脚の断面図

を比較したものです。白い部分は脂肪です。筋肉

量がだいぶ減っていることがわかります。それに

よって大変衰弱した状態になり、転倒して怪我を

しやすくなるのす。サルコペニアと呼ばれる加齢

に伴う骨格筋の減少が知られています。筋肉量も

減少します。これによって、身体障害が起こり、

介護依存の問題が生じるのです。米国では、この

問題に対処する費用は 186 億ドルと試算されてい

ます。 
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高齢者の筋肉の減少は、筋肉のタンパク質代謝に

関わるものです。体内のタンパク質は分解と合成

を繰り返しており、合成が、分解に追いつくこと

ができない場合に筋肉が失われていってしまいま

す。そこで私たちは、タンパク質合成を刺激する

方法を研究しています。これは 75 歳以上の女性

を対象に行った調査の一例ですが、タンパク質合

成を刺激するとして知られるアミノ酸混合物を摂

取してもらいました。その結果、アミノ酸を摂取

した方々には、3 カ月後にボディマス、つまり筋

肉量の増加が見られました。歩行速度も速くなり、

より健康体になったのです。 

 

これらが、私たちが今行っている研究プロジェク

トです。それと同時に、大変重要なことは、色々

な高齢者の方がいらっしゃるという点です。高齢

者の多くは何らかの疾病を抱えています。全員が

糖尿病を患っているわけではありません。糖尿病

を患っている方々、別の疾患を患っている方々、

それぞれいらっしゃいます。そのような意味で、

1 つの解決策が、全ての高齢者に有効だとはなか

なか言えないのです。私たちは、それぞれの高齢

者のニーズを把握できるバイオマーカーの開発が

重要だと考えています。 

 

これまでアミノ酸のパターン解析に取り組んでき

ました。その複雑なパターンを解析することによ

って、身体の状態に関する情報を得られることが

分かっています。例えば、動物を用いたモデルで

は、低タンパク摂取と高タンパク摂取の群を見分

けることができたそうです。この概念をさらに開

発し、癌のリスクの識別に使っています。これを

ちょうど事業化したところです。例えば、ある種

の癌があるとしましょう。癌は代謝全体に影響す

ることから、血中のアミノ酸を測定することによ

って、その癌によって、どのような変化が起きて

いるか分かるわけです。灰色の部分が通常のアミ

ノ酸の分布ですが、癌によって、たとえ早期でも、

アミノ酸の血中濃度が違ってきます。よってこれ

は、健康状態を把握する大変興味深い、画期的な

方法といえます。これは日本全国 700 以上の医療

機関で、選択的な診断検査の 1 つとして提供され

ています。例えば、ある癌に罹患する確率が 10

倍あるかどうか、調べることができます。 

 

このような技術を使って、色々な方の栄養的につ

いてのニーズを把握することができると考えてい

ます。この技術を癌のスクリーニングやメタボリ

ック症候群にも活用していますが、老化診断のた

めのバイオマーカーの開発も行いたいと考えてい

ます。すなわち、どのようなタイプの高齢者が、

どのような栄養面での対処法を必要としているか

ということを把握することです。いずれは薬効の

予測にも活用できるのではないかと思います。最

終的には、個別のケア対策、個別の栄養対策を考

えて高齢者たちが健康な生活を送れるように支援

していくことが必要だと思います。 

 

最後に、日本は最も高齢化が進んでいる国ですが、

データが示すとおり、他の国々でも高齢化が進ん

でいます。高齢者にとって、タンパク質・アミノ

酸摂取を増やすことが必要である点についてはデ

ータが揃ってきていますが、高齢者の栄養所要量

に関してさらに研究を行う必要があります。政府

もこの分野で主導的役割を果たす必要があります。

私たちは企業としてできる限りのことを行います

が、政府からの資金供与も必要とされる大きな問

題です。そして高齢者のそれぞれのニーズに対応

した個別の栄養、個別の医療が、今後とても重要

になってくると思います。 

 

高齢者の健康状態をさらに改善していくために、

栄養学的な解決策を見いだすことは、日本におけ

る医療コストの削減につながり、また、世界的に

高齢者人口が増大する中、新しい事業の機会を創

出することになるでしょう。そしてまた、病気を

治すための医療だけでなく、予防するための栄養

療法という面で規則が必要となるでしょうから、

官民連携が必要です。さらに、高齢者のための新

しい栄養製品を生み出していく上でも支援が必要

となります。ありがとうございました。 
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モデレーター: 

木村先生、ありがとうございました。私がまとめ

る必要ないかと思います。一言コメントを申し上

げるとすれば、企業ビジネスが、どのように社会

問題を解決していくか、という点です。これの点

は重要性が増しています。と言うのもそれによっ

て事業の成長も持続可能になるからです。社会の

需要、高齢化にともなう需要に見合う味の素のイ

ート・ウェル、リヴ・ウェルという理念、健康に

生きようという理念、そしてこのホリスティック

なアプローチは、非常にユニークで、比類ないも

のであり、後程ディスカッションを通してまた

色々学びたいと思っています。 

 

木村毅 氏： 

社会的価値に関しましては、我々は 100 年の歴史

を持っています。よって、企業として社会と関わ

っていくことが、事業を長く続ける秘訣であると

考えています。営利目的だけではなく、長期的な

会社の持続可能性、生存性といったものは、社会

と同じ方向を向くことが必要であると思っていま

す。企業にはそのような考え方が必要であると思

っています。長きにわたる歴史を通してそれを学

びました。多くの企業もこのように考えるように

なってきています。 

 

モデレーター 

企業も社会と同じ方向を向かなくてはならないと

いうことですね。ありがとうございました。 

 

では次のスピーカーをご紹介します。佐次本英行

さんです。佐次本さんは、2011 年から DSM、ニュ

ートリションジャパン、ヒューマンニュートリシ

ョン本部の取締役本部長をつとめられています。

静岡大学工学部を卒業後、ダウケミカルを経て、

1995 年に DSM ジャパンに入社されました。そし

て 2000 年にオランダの DSM 本社のグローバル・

パーチェスティング部を担当され、2003 年に帰国

後は DSM ジャパンエンジニアリング・プラスチッ

ク事業部長、2011 年より現職です。高機能樹脂部

門での自動車、電機分野から医薬、食品分野まで、

DSM 製品が使用される分野を広く経験されてい

らっしゃいます。それでは佐次本さん、お願いし

ます。 
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「人口高齢化の解決法－栄養を通じた健康長寿社会の実現－」 

佐次本英行 
DSM ニュートリションジャパン株式会社本部取締役部長 

 

 

略歴： 

静岡大学工学部卒。ダウケミカル日本（株）を経て、1995 年 DSM ジャパン（株）に入社。 2000

年 DSM 本社（オランダ）にてグローバルパーチェシング部門担当、2003 年帰国後 DSM ジャパ

ンエンジニアリングプラスチックス事業部長、2011 年より現職。  

 

 

ご紹介ありがとうございます。「人口高齢化の

解決法、栄養を通じた健康長寿社会の実現」

というタイトルでプレゼンテーションさせて

いただく大変良い機会をいただき、ありがと

うございました。DSM とは何なのか、人口動

態、栄養そして日本政府、世界に対する提言

という点からお話をさせていただきます。 

 

DSM は民間企業です。我々のミッションは、

今日生きる人びと、そして未来の世代の明る

い生活を作ることです。グローバルな社会の

傾向を見ると、人口増加、エネルギー、食の

安全保障、高齢化といった懸念や課題が多く

あります。こういった問題は 1 社で解決でき

るものではありません。他の民間部門、例え

ば、先程の味の素のような企業と、あるいは

NGO、NPO、世界食糧計画、ワールドビジョ

ンといった組織とパートナーシップを組むこ

とが必要です。DSM はそういった機関、組織

とのパートナーシップを通して、こういった

問題を解決したいと思っています。世界 55

カ国で事業を展開している DSM ですが、アプ

リケーションセンター、ビタミンセンター、

工場、研究所等世界に 200 以上の拠点があり

ます。従業員数は 2 万 3500 人。全世界で 90

億ユーロの売上があります。 

 

木村さんからすでに詳細な話をいただきまし

たが、高齢化の津波がどのようにアジアに押

し寄せてきているのか、現状をお話いたしま

す。日本の人口における 65 歳以上の人口比

率は 25%です。総人口の 4 分 1 近くが 65 歳

以上ということです。中国も急速にあとを追

ってきています。最近の予想では、2035 年に

中国で 3 億人の方が 65 歳以上になります。

そして、高齢化に伴い、健康医療に関する様々

な問題が生じており、それにどのように対処

していくかが大きな課題となっています。ま

た木村さんがおっしゃいましたが、平均寿命、

そして健康寿命が大切です。先進国において

は、平均寿命が 70 歳を超えており、日本では

80 歳を超えています。しかしながらこの平均

寿命と健康寿命の間には 10 歳ぐらいの差が

あります。医療機関にかかる高齢者数は、

2050 年には 2010 年の 3 倍に増えると考えら

れおり、医療費の大幅な増額を示唆していま

す。 

 

こちらのグラフは、寿命と健康寿命の関係を

示しています。赤い線が非常に現実的なもの

です。40 歳、50 歳で病気になって病院の世

話になり始めるわけですが、年をとるに従い、

その傾向が大きくなります。そして次第にこ

のような状態になるわけです。しかし理想と

しては、緑の点線が良いと思っています。こ

れが健康寿命です。日本語で言うと「ピンピ

ンコロリ」の状態ですが、ずっと健康で活動

的に最後まで生きることを意味しています。
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EU では、この健康寿命を 2 年延ばすことを、

2020 年に向け向けた目標に掲げ、それに対す

る多大なコミットメントをしています。 

 

健康寿命というものは、50 歳、60 歳を過ぎ

てから食事や栄養をどのように摂るかに関わ

るだけではありません。受胎時から始まって

います。シンガポールでは、ちょうど今、DMS

とワールドビジョンの共催で、女性と子ども

の健康について話し合う国際会議が開催され

ています。こうした健康な高齢化の問題は、

受胎時から始まっているという同じコンセプ

トです。私たちはこれを 1000 日原則と呼ん

でいます。母親の胎内で 1 年、そして生後 2

年が、人生を通じた健康状態に大きな意味を

持っているという理論です。 

こちらは、どのようにして非伝染性疾患、癌、

高血圧等のリスクを減らし、防止するかを示

しています。例えば、定期的な運動やストレ

スの少ない社会も必要ですが、非常に重要な

のは、マイクロニュートリエントと呼ばれる

微量栄養素、ビタミンです。それにより疾患

のリスクを低減することが可能になります。 

 

次に、ビタミン D の毎日の摂取基準について

の提言です。ご存じのように、ビタミン D は

骨の健康に有効です。カルシウムはビタミン

D がなくては作ることができません。よって

ビタミン D は、骨にとって必要不可欠な栄養

素なのです。骨の健康に加えて、高齢者の筋

肉そして免疫システムについて、最近では 2

万点以上の研究論文が発表されています。ビ

タミン D の摂取量は、800IU から 1000IU が基

準ですが、この 800IU 国際単位は、20 マイク

ログラムに相当します。これで筋力、骨の健

康を維持することができます。60 歳以上の高

齢者がビタミン D を毎日 800IU 以上摂取する

ことで、転倒、そして骨折のリスクが低減さ

れるという証拠があります。DSM はこの点に

関して 2012 年に欧州食品安全機関により認

証を受けております。 

 

これは少し科学的なデータになりますが、ビ

タミン D を 1 日に 700IU から 1000IU 摂取する

ことで、骨折のリスクが 20%低減されること

を示しています。こちらも同じ内容を異なっ

た形で示したものです。血中のビタミン D の

レベルです。それがリッター当たり 60 ナノ

モル以上ある場合、転倒、骨折のリスクが低

減されることを示しています。こちらも大変

興味深いデータです。血中ビタミン D がリッ

ター当たり 75 ナノモルの場合、結腸、直腸

癌、高血圧、その他の疾患のリスクが有意に

低減されることを示しています。 
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ではビタミン D、またはビタミン D3 はどのよ

うに摂取できるのでしょうか。建物の外に出

ると、例えば夏であれば、日光暴露を 15 分

から 30 分受けることで、ビタミン D3 は 1 万

IU となります。しかし、我々の現在のライフ

スタイルではこのような日光暴露を受けるこ

とは難しいことです。オフィスで働いている

方、または高緯度の場所に住んでいる方、ま

た冬場は雪が降り、あまり日光を得ることが

できません。科学者たちは少なくとも 1 日当

たり 1000IU のビタミン D3 を摂取することを

推奨していますが、例えば日本の推奨量はた

った 220IU です。 

こちらは 2012 年の骨粗鬆症財団のデータで

す。ビタミン D の血中レベルが 1 リッター当

たり 75 ナノモルリッターと謳っていますが、

ほとんどの国でそのレベルに達していません。

グレーの国に関しては、データがありません

が、データのある国の 3 分の 1 でビタミン D

摂取量が非常に低い状況になっています。日

本の骨粗鬆症財団理事長の折茂教授は、昨年

の老化に関する会議で、日本の人口の 80%で

血中ビタミン D の基準が低いと指摘していま

す。こちらは他国の数字です。アメリカ合衆

国は、2 年前にすでに 600 IU に変更してい

ます。ヨーロッパの欧州食品安全機関エフサ

は、転倒や骨折のおそれのある高齢者に対し

て 800IU を推奨していますが、日本は 220IU

のままです。この基準を是非、すぐにでも引

き上げていきたいというのが我々の願いです。 

 

これは米国の医学研究所からのエビデンスで

す。そしてこちらは中国の例です。ここまで

高齢者の生活の質 QOL について話をしてき

ましたが、もう一つ重要な問題として、医療

費削減の問題があります。こちらのデータは、

欧州の科学者による 2009 年の調査結果です

が、欧州 17 カ国 3 億 6300 万人の人びとが 1

日に 2000～3000IU のビタミン D を摂取する

と、医療費が年 1870 億ユーロ節約されるそう

です。この節約を達成するためのコストが
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100 億ユーロですので、実際にコストの 18 倍

の節約効果が達成できます。 

 

こちらも昨年の非常に興味深いデータです。

縦軸は、病院に入院して治療を受ける場合の

入院コストです。ビタミン D を体内に蓄えて

いる人は、ほとんど病院の世話になる必要が

ない一方、ビタミン D 蓄積量が非常に低い人

は ICUのコストが5 万ドルもかかっています。

そしてある程度ビタミン D を蓄えている人は

約 2 万ドルのコストとなっています。私たち

と関係する 6 つの組織が、ビタミン D の摂取

量を上げるように推奨しています。 

 

これは、ネスレ、DSM、ロシュ・ダイアグノ

スティクが EU のパートナーのサポートのも

とで実施した欧州の大規模な臨床研究の例で

す。「Do Health Study」と呼んでいます。ビタ

ミン D とオメガ 3 の摂取だけでなく、そこに

十分な運動を加えたリサーチプロジェクトで

す。つまり、ビタミン D3 そしてオメガ 3 の

多価飽和脂肪酸そして運動の 3 つが、どのよ

うな影響を与えるのかを研究しています。こ

の 3 年に、1300 万ユーロの費用をかけて、ヨ

ーロッパ 5 カ国、8 つのセンターで 2100 人の

治験対象者を調査しています。対象者は 70

歳以上です。今後調査結果が明らかになりま

すが、ビタミン D、オメガ 3、そして運動が

健康寿命に良い影響を与えることが証明でき

るよう願っています。 

 

最後に、重要な点として、ビタミン D の 1 日

当たり摂取推奨量を 220IU から 800IU に上げ

るべきであると再度提言したいと思います。

これによって、明るい高齢者世代、明るい生

活、そして医療費の節約につながると考えて

います。以上です。ありがとうございました。 

 

モデレーター: 

どうもありがとうございました。ただ今のプ

レゼンテーションを聞かせていただいて、日

本だけでなく、欧州でも協力がなされている

こと、EU でも同じコンセプトが提言されてお

り、高齢者の問題があるということがよく分

かりました。味の素と DSM の 2 社は、手術

や薬を使うのではなく、それぞれのビジネス

スキルとして、味の素はアミノ酸を、DSM は

ビタミン D を活用されています。様々な課題

を将来的に解決していくことができるのでは

ないかと思います。これは私たちだけが抱え

ている問題ではなく、次世代に及ぶ問題です。
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日本では 2050 年までには 70 歳以上人口が総

人口の 35%を占めます。そのとき私は 79 歳

になります。 

私としても、早速この情報を分かち合いたい

と思います。ありがとうございました。 
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討  議 

 

 

議長： 

石田先生からそれぞれのプレゼンテーション

に関するコメントをしていただきました。こ

れからディスカッション・セッションを始め

させていただきます。ご質問がありますか。

ではキルギスタンの方、どうぞ。 

 

アナーベック・カルマトヴ議員（キルギスタ

ン）： 

参加者の皆様方、そしてリソースパーソンの

皆様方、おはようございます。木村先生への

質問です。栄養改善についてですが、健康と

長寿の重要な要素はバランスのとれた食品の

摂取です。特にタンパク質とアミノ酸の摂取

です。これはよく知られたことですが、しか

し先進国、豊かな国、日本のような国だけが

このような栄養摂取が可能だと思います。マ

ドリッド行動計画の中には、先進国や国際機

関がこういったビタミンや栄養の摂取につい

て開発途上国を支援するような具体的なプロ

グラムはあるのでしょうか。 

 

木村毅氏： 

それは今日のトピックに大変関連した質問で

すね。先程ご説明しましたように、私たちは、

ガーナで女性と児童のための栄養改善プログ

ラムを行っています。皆が買えるような価格

で、という点が重要です。このため、流通・

配給面で多くの NGO との協力を要し、異なる

ビジネスモデルが必要でした。このような新

しいビジネスモデルを作れば、こういった廉

価な栄誉摂取の方法が可能になると思います。

私たちの事業が、児童を対象とする分野での

初めての試みだと思います。いずれこのよう

なビジネスモデルができれば、高齢者に対す

る栄養摂取にも適用できると思います。 

 

議長： 

他に何か質問ありますか。 

 

キリナ・スマワン議員（タイ）： 

タイのキリナと申します。木村先生に、味の

素についてお聞きしたいのですが、味の素は

タイでもとても人気があるブランドです。

色々な種類の食品も扱っているということで

すが、私たちはこの調味料しか知りません。

私たちは味の素を食べ物やインスタントヌー

ドルにたくさんかけてしまいます。しかし気

を悪くなさらないでいただきたいのですが、

多くの医者から、腎臓、あるいは疾病によっ

て味の素は良くないと聞いています。タイで

は糖尿病の人が多いのですが、インスタント

ヌードル内の味の素は、腎臓に何か影響を与

えるのでしょうか。いったん味の素を入れる

と、スープの味が甘くなります。皆すごく好

きなのです。でも、もし体にとって悪いので

あれば、心配ですので、説明していただけま

すか。 

 

パルチャンドラ・ムンゲカー議員（インド）： 

タイの今の方がおっしゃった質問に関連して、

食品デリバリーシステムに関して質問なので

すが、今、生活習慣が変わってきており、フ

ァストフードへの依存度が深まっていると思

います。これは高齢者も同じです。独居世帯

であったり、あるいは女性が働いていたりし

て、なかなか夕食作りに時間をかけられませ

ん。そうすると代謝システム等に影響を与え

ます。木村先生は食品会社にお勤めですので、
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ファストフード症候群をご存じかもしれませ

んが、人びとの、特に高齢者の代謝システム

に影響を与える今の状況についてどうお考え

でしょうか。 

 

木村毅氏： 

ありがとうございます。誤解が多いと思うの

で、まず安全性の問題について答えたいと思

います。1960 年代後半から 70 年代にかけて、

グルタミン酸の安全性を疑う論文が書かれま

した。例えば、WHO／FAO の合同食品添加物

専門家委員会等で、3 回ほど問題になったと

思います。しかし、1987 年に安全性に関する

数多くのデータが集められた結果、ADI（一日

摂取許容量）は特定されない、つまり数値的

には制限しなくて良いということが分かりま

した。アメリカでも、草の根でレビューが行

われましたが、基本的に一般的消費は安全と

されています。多くの人がこれを心配してい

ましたので、まずそういったイメージを払拭

したいと思います。 

 

次に成分についてです。グルタミン酸は、人

の身体を構成する成分である天然アミノ酸で

あり、栄養素として使用されています。シー

ズニングというのは、ナトリウムが入ってい

るので、ナトリウムの問題がありますが、グ

ラムで見ると塩よりも塩分は少なくなってい

ます。実際、料理にグルタミン酸を使うこと

で塩分をカットすることができます。これは

実際の物質の問題よりも、使い方の問題です。 

 

ファストフードの高齢者に対するの影響は、

データが十分でないと思います。高齢者の栄

養に関するデータがあまりありません。60 歳、

70 歳の人びとの良いデータを得るのは難し

いのです。とくに日本ではそうです。やはり

信頼性のあるデータをもっと集めるべきです。

そうすれば長期的な影響がわかると思います。

ファストフードに関しては、高脂肪、あるい

は食べ過ぎによる問題があると思います。こ

れは深刻な問題です。食品会社として、質的、

量的な満足についての研究を進めていますが、

質の改善をして、あまり食べなくても満足で

きるようにしていかなければならないと思い

ます。商品を安く売ることよりも、このよう

な研究に関心を持っています。過食が問題で

す。アメリカでは、低脂肪の食べ物が好まれ

ます。なぜなら、2 倍多く食べられるからで

す。これは本当の対処の仕方ではないと思い

ます。あまりたくさん食べなくてもハッピー

になれて、かつ満足できる方法が重要です。 

 

ルスボミンダ・C・イアガン議員（フィリピ

ン）： 

味の素様にはお礼を申し上げたいと思います。

どの家庭に行っても、必ず味の素のインスタ

ントヌードルがありますが、ビタミン類をよ

り多く添加しておられます。もちろんビジネ

ス上の技術戦略もありますが、腎臓に良くな

いない、健康に悪い、たくさん食べ過ぎるの

は良くないといった医学的な意見もある中で、

この問題に取り組んでらっしゃるそのやり方

は、大変素晴らしいものではないでしょうか。

皆が好きなコーラも同じでしょうか。どうも

ありがとうございました。 

 

議長： 

ではウガンダの方どうぞ。 

 

マチアス・カサンバ議員（ウガンダ）： 

そして 2 人のプレゼンターの方々にもお礼を

申し上げたいと思います。色々と大変勉強に

なりました。ガーナを含むアフリカの他、色々

な国で活動していらっしゃいますが、その

国々の科学者とどの程度協力をされて、彼ら
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のキャパシティビルディングを行い、重要な

栄養素についての理解を深めていらっしゃる

かについてお尋ねします。現地でリサーチを

たくさんされているのでしょうか？そうした

情報が食品関係の科学者や栄養士のカリキュ

ラムに活かされるよう、大学との協力も行わ

れているでしょうか。ビジネスの話だけでは

なく、キャパシティビルディングにどのよう

に貢献されているのか教えてください。 

 

木村毅氏： 

素晴らしいご質問ありがとうございました。

最初に私のほうからお答えしたいと思います。

ガーナの事業では、是非成果を挙げたいと思

っています。これはガーナ大学との共同プロ

ジェクトです。実際にはまずこのブランドの

販売を進め、流通販売する一方で、子どもた

ちの成長に関するデータも集めています。こ

れにはガーナ保健省やいくつかの大学とも協

力をさせていただき、子どもたちの採血を行

ったりしています。アミノ酸レベルの測定を

行える機械も導入しました。 

 

また調達に関して、安価にという話がありま

したが、全てを輸入しなければならないとな

れば大変高くつきます。現在 DSM さんのビタ

ミン D と我々のアミノ酸を使っており、これ

らは輸入です。しかし製品の成分の大半は大

豆粉です。これを基本的にはガーナで生産し

ています。よって、大豆粉を造れる工場を持

つガーナの小さな会社とタイアップしていま

す。満足のいく品質レベルが必要なので、数々

の品質保証の技術や概念を現地の工場にも導

入させていただいています。流通に関しては、

我が社の人間が作業を行うと非常にコストが

かさむため、NGO や女性団体のご協力もいた

だきながら、行っています。また、このよう

なモデルをさらに広範囲に展開していくため

には、創造力を持って、そしてまた現地のス

テークホルダーにも参加をしていただく必要

があります。よってそのような意味ではおっ

しゃったとおり、地元の科学者、医師、そし

てまたビジネスマンにも参加をしていただく

ことが大変重要になります。 

 

佐次本英行氏： 

特にケニアでのプロジェクトについてお話さ

せていただきます。木村さんはガーナの話を

されましたが、ケニア・デアリ・プロジェク

トは NGO のサポートを得て昨年始まりまし

た。まず行ったのが、どのような栄養素が欠

けているか、補えていないビタミンは何か、

どのようなセグメントが足りていないのかに

ついての調査です。この調査は、科学的とい

うよりマーケティング、商業的な観点からの

ものでしたが、これによりどのようなビタミ

ンその他の栄養素のプレミックスをパッケー

ジにして牛乳やヨーグルトの中に入れて摂取

すれば良いかのヒントをもらうことができま

した。持続可能なものでなければならないた

め、供給・生産は地元企業を使っています。

味の素さんと同じく、DSM でも現地の技術向

上にもコミットし、ガーナプロジェクトと同

じくケニアプロジェクトがあります。 

 

議長： 

アルゼンチンの方、どうぞ。 

 

リノ・ウォルター・アギュイラ議員（アルゼ

ンチン）： 

おはようございます。アルゼンチンの議員で、

議会の保健医療部門を代表して参りました。

アルゼンチン議会の中に委員会があり、私は

この問題に 20 年携わり、アルゼンチンの 700

万人以上の方々がこの問題に関わってきまし

た。アルゼンチンの保健医療制度にはまだ不
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備が多く、高齢者問題を懸念しています。私

も健康問題に関して、タンパク質やビタミン

等の提言を行ったばかりです。私が提言した

のはラベル表示義務づけというもので、食品

には脂肪分等の情報をラベルできちんと表示

することが大事であると提言しました。アル

ゼンチン国会で、是非この提案を採択してほ

しいのですが、皆様の経験をお聞きできれば

思います。また、日本以外の国の経験につい

てもご存知でしょうか。 

 

木村毅氏： 

我々は、小売食品に携わっていますので、色々

なラベリングに関する規則を遵守しています。

例えば、栄養素含有量の表示等、今ご質問い

ただいた規則です。我々は会社としてはこれ

を歓迎しています。多くの情報が提供されれ

ば、消費者はより良い選択ができると考える

からです。例えば、カロリーや脂肪等の表示

が義務付けられていますが、我々の会社では

アレルギーの表示もしています。これもやは

り消費者が関心を持っているからです。しか

し、パッケージに表示できるスペースには制

約があるので、どの位の情報を記載できるか

が常に問題となります。 

 

ドゥプソブ議員（ブータン）： 

お話を伺って大分はっきりしてきたのですが、

もし可能であればもう少し具体的にお話をさ

せていただければと思います。お 2 人の会社

は、食品、サプリメントに関してビタミン D、

そしてアミノ酸に焦点を当てていらっしゃる

とのことですが、一方ではビジネスを展開し

ながら、他方で CSR を展開するときに、どの

ような形でこの社会的貢献とビジネスのバラ

ンスをとっていくのでしょうか。比率はどれ

くらいでしょうか。大変競争の激しい世界で

す。持続可能性を保障していくことも当然大

切です。でも企業として、どうやってこの 2

つのバランスをとっていくか、という点につ

いて教えてください。 

 

木村毅氏： 

私たちは小売業の世界で事業を展開していま

すので、まず私からお答えいたします。我が

社は今、分かち合える価値のあるもの、とい

う概念を創出しようとしています。これは

CSR 以上の考えです。例えば、何かに貢献す

るだけでは持続可能なものにはなりません。

ビジネスモデルとして役立つもので、かつ持

続可能性があり、そしてまた、お金を儲ける

ことにもつながるものを検討しています。こ

れは大変難しい課題なのですが、それに取り

組むだけの価値はあると思うのです。 

 

低塩分や低脂肪の食品はありますが味はよく

ありません。味がよくなければ人びとは購入

しません。このバランスをとっていく必要が

あるのです。味もよく、栄養素も十分含まれ

ていて、そしてまた、経済性の高いものを提

供しなければならないのです。そのような方

程式のための解決策を見いだすことは決して

容易なことではありません。しかしそれを見

いだすことができれば、多くの方々がその商

品を歓迎するようになります。消費者ニーズ

の把握が必要です。例えば、高齢者のために

は、十分栄養素を補うということが大切です。

しかし若者や、普通の成人の方にとっては、

これは大きな懸念点ではないと思います。で

も早いうちに加齢のプロセスをゆっくりとし

たものにさせていくには、やはり栄養学的な

技術を我々もしっかりと考え、体に良いもの

を提供していく必要があります。そして体に

良いだけでなく、味も良いものでなければな

らない、この両方をうまく提供できると思い

ます。 
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佐次本英行氏： 

BOP（Base of Pyramid）ビジネスという簡単な

考えがあります。1 日当たり 1 ドルくらいの

収入しかない方々に栄養を届ける必要があり

ますが、彼らがどうやったら生存していける

のか、考えていく必要があります。我が社の

使命は、今の人たち、これからの世代の人た

ちのために、より明るい未来を築き上げてい

くことです。例えば、アフリカの諸国は、20

年後には中国、インドネシアに続く大きな市

場になっていくということですが、会社はす

でにBOPビジネスにコミットメントし始めて

います。そしてそれが我が社の事業の柱の 1

つになるわけです。 

 

BOP への貢献は、今はまだ大変少額です。し

かし、会社には多くの有能な方々、良い人材

が加わってきています。DSM ではこの BOP

ビジネスを、ワールドビジョンといった団体

と協力して行っています。DSM は BOP ビジネ

スに熱心だということから、シンガポールで

も協力者を得て、現在、女性と乳幼児の問題

に関した会議を開催中です。 

 

議長： 

ありがとうございました。ガーナの方どうぞ。 

 

テッテ・シャイエ議員（ガーナ）： 

私はシャイエと申します。国会で、ジェンダ

ーと児童問題委員会の議長を務めています。

まず皆様がガーナで大変素晴らしい仕事をし

てくださったことに感謝申し上げます。乳幼

児については、食料不足の問題があり、心臓

病や胃病が見られます。味の素のサプリメン

トでこのような問題が大変改善しました、本

当にありがとうございます。それから調味料

もとても人気があります。しかし、マイナス

な見方もあるのですね。副作用があるという

ように言われていますが、味の素としては絶

対これに対処しないと今までのプラスの面が

失われてしまうと思います。 

 

ハリメ・アリ議員（イラン）： 

イランの者です。木村さんと佐次本さん両名

に質問があります。木村さん、アミノ酸の摂

取と癌との関係について少し説明していただ

けますか。もう 1 つは佐次本さんに質問です

が、ビタミン D を使って脳卒中を予防できる

のでしょうか。または患者の回復に有用とい

うことでしょうか。骨粗しょう症治療薬であ

るアレンドロネート（Alendronate）と一緒に

使う方が良いのではないでしょうか。 

 

バアサンクフー・オクヤブリ議員（モンゴ

ル）： 

私も関連した質問があります。モンゴルの者

です。がんと糖尿病についてもご説明いただ

けばと思います。癌と糖尿病のステージ 2、

ステージ 3 は、アミノ酸が失われると言われ

ています。モンゴルでは塩をたくさん摂るの

ですが、アミノ酸との関係も聞かせていただ

きたいと思います。また、ビタミン D に関し

てですが、モンゴルでの研究は何かあります

か。モンゴルは世界で最も太陽光がある国だ

と思います。太陽が出ている日が年間 272 日

もあるのです。 

 

木村毅氏： 

アミノ酸に関する質問から答えていきたいと

思います。先程の説明が少し不十分だったか

もしれません。アミノ酸で癌を治療している

わけではなく、血中のアミノ酸レベルを見て、

癌を検知しているのです。つまり、アミノ酸

が癌の治療に効くと言っているのではなくて、

癌が代謝に影響すると、血中アミノ酸の変化

が現れます。診断ツールと呼んだ方が良いで
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しょうか。実際、アミノ酸が癌に効くかどう

かという研究は十分なされていません。 

 

次に塩についてです。シーズニングにも塩が

多く入っていたりするのですが、これについ

てもう少し説明しましょう。アミノ酸、グル

タミン酸は、「うまみ」と呼ばれる第 5 の味

覚で、甘いとか辛いとか酸っぱいというのと

同じような味覚です。おいしさを生み出して

いるのがこの「うま味」成分だと言われてい

ます。例えば「うま味」を増やして塩を減ら

すことができます。食品はおいしいままで、

塩分は減らせます。このように我々は、塩分

を減らそうという研究を多く行っているので

す。 

 

佐次本英行氏： 

先程の質問です。ビタミンによって癌を完治

できるかについて、私はこれについては完全

に否定します。今日申しましたのは、ビタミ

ン D が、運動とストレスの軽減と共に病気の

予防に効くということです。完治はできませ

ん。ヨーロッパの科学者の研究はまだ途中で、

完治については研究で何も触れられていませ

ん。予防ということです。 

 

モンゴルの方の質問ですが、ビタミン D の摂

取に関してモンゴルにおける研究があるかと

いうことですが、残念ながら、地図上で見せ

られるようなデータはまだありません。モン

ゴルが黄色ではなくて緑であることを願いま

す。最近のライフスタイルでは、十分な太陽

を浴びることができないので、ビタミン D の

サプリメントが必要とされています。 

 

議長： 

ありがとうございます。では次の方どうぞ。 

 

ジェイムス・マーガー議員（ケニア）： 

コストに関して質問します。ビタミン D に関

しては、食生活だけでは十分に補えませんが、

食事を通じて必要なタンパク質を得る場合と、

アミノ酸やビタミンのサプリメントを与える

場合で、コスト面での比較はどうでしょうか。

もう 1 つは、ケニアのプロジェクトに関する

質問です。ヨーグルトプロジェクトは、どの

層を対象に行っておられるのでしょうか。ケ

ニアではどれくらいの割合の人たちがヨーグ

ルトを摂取しているのでしょうか。 

 

木村毅氏： 

ではまず、費用の面に関してお話したいと思

います。これはタンパク質の質によって変わ

ってくると思います。まず、卵のタンパク質

はとても良質で、アミノ酸を加える必要はあ

りません。しかしトウモロコシの場合は、ア

ミノ酸の構成が優秀ではなく必須アミノ酸が

十分に含まれていません。よってトウモロコ

シを使う場合には、タンパク質が欠乏するこ

とになります。そこでガーナのプロジェクト

においては、必須アミノ酸のリジンを取り入

れています。 

 

コストに関しては、卵のほうがトウモロコシ

のタンパク質よりも高いです。アミノ酸を加

えてトウモロコシのタンパク質を使うという

ことであれば、卵よりも安くなります。ただ

し他にも大豆、その他のタンパク源がありま

すので、それを組み合わせて使うことができ

ます。ガーナでは、大豆少しリジンを加えて

いるのです。このようにタンパク源が何なの

か、そしてどれだけ質の高いものなのかに依

存していきます。ありがとうございました。 

 

佐次本英行氏： 

ビタミン D のコスト、そしてどれくらいのメ
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リットがあるかというご質問ですが、ビタミ

ン D の効果をはっきり発揮させるため（体重）

1kg あたりどれくらいのコストが必要になる

でしょうか。必要量は 5 マイクログラムなの

で 0.000005 グラム、0.0005 セントとなり、ほ

とんどタダに等しいということになります。

費用対効果については、欧州で様々な研究が

行われています。次にケニアのヨーグルト事

業の対象グループに関してですが、これはキ

ナンコープという現地企業が行っている事業

で、この会社の販売ターゲットになります。

DSM としては、できれば女性と子どもを対象

にしてほしいとお願いしています。 

 

議長： 

最後にスリランカの方どうぞ。 

 

ウペクシャ・スワーナマリニ議員（スリラン

カ）： 

ガーナの方の質問に関連して、プラス面につ

いてはお答えいただきましたが、マイナス面

についてはいかがでしょうか。例えば、骨が

弱くなる等、アレルギーの方もいます。 

 

木村毅氏： 

良い機会なのでそのような誤解を払拭したい

と思います。科学の分野で多くの実証が行わ

れています。60 年代には、例えば、脳に影響

があるとか、アレルギーを引き起こす等言わ

れた時期もありましたが、過去 30 年間、色々

な研究が行われてきています。例えば、MSG

に敏感だと思っている人を集めて、UCLA、ハ

ーバード大学、ノースウエスタン大学の医学

部で行われた共同研究があります。そこでは

再現可能な反応は見られませんでした。この

ように本当に様々な誤解があるのだと思いま

す。安全性の噂が出ると、色々なストーリー

が行き交います。ポップサイエンスの書き手

はこの類いの話が好きなのですが、WHO や

様々な政府機関が基礎科学の分野で調査を行

い、そのデータに私たちは大変自信を持って

います。イメージの問題はあると思います。

我々は、正しい情報を普及する努力をもっと

行っていかなければならないと思います。 
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高齢化社会におけるシナジー効果 
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セッション 5 
 

モデレーター兼セッション議長：ヴァレンティナ・レスカイ議員   
アルバニア 

 

 

略歴： 

2002 年より国会議員。労働社会福祉前大臣。経済学前教授。人口開発センター事務局長。 

バルカン地域の女性と平和のためのユネスコセンター副会長
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「日本の高齢化と社会保障制度改革への提言」 

加藤久和 
明治大学政治経済学部教授 

 

 

略歴： 

障論、マクロ経済・財政学、人口経済学、計量経済学、公共経済学専門

1981 年 ： 慶應義塾大学経済学部卒業 

1988 年 ： 筑波大学大学院経営・政策科学研究科修了 

1993 年 ： 財団法人電力中央研究所主任研究員 

1995 年 ： ハーバード大学ケネディスクール客員研究員 

2000 年 ： 国立社会保障・人口問題研究所社会保障基礎理論研究部第一室長 

2005 年 ： 明治大学政治経済学部助教授 

2006 年 ： 明治大学政治経済学部教授 

 

 

ありがとうございます。この度、このように

お話させていただきますことを大変光栄に存

じます。これから日本における高齢化と社会

保障改革に関して、提案をさせていただきた

いと思います。 

 

まず、大変ショッキングな数値をご覧に入れ

たいと思います。最初はそれぞれの年齢層が

総人口のどれくらいを占めているかを示した

表です。日本の 65 歳以上の高齢者が総人口

に占める割合は 1970 年に 7%でしたが、その

後の 25 年間に非常に急激に高齢化が進み、

14%に達しました。日本ほど高齢者の占める

割合が短期間で急速に増えた先進国は他にあ

りません。2010 年現在、65 歳以上人口は全

体の 23%を占めています。そして日本の平均

年齢は 45 歳になっています。 

 

こちらは、高齢者が占める割合の国際比較で

す。世界的に見ると、日本は最も高齢化が進

んだ国です。そしてまた、高齢化の速度も他

の国が体験していないほどのめまぐるしいペ

ースで進んでいます。歴史上初めてのことで

す。 

これは 1950 年の人口ピラミッドです。約 60

年前の状況ですが、若い世代の人たちのほう

が高齢者より多くなっています。2010 年現在

では日本の人口ピラミッドはこのように変化

しています。ご覧のように若い人口が減って

高齢者が増えています。近年、出生率も低下

しているため、大変いびつなピラミッドにな

っています。おそらく将来的にはもっといび

つなピラミッドになっていくでしょう。 

 

出生率が低くなり、寿命も延びて、高齢化が

進んでいる、そして私たち人口も減ってきて

います。これは 2012 年の政府の予測です。

2010 年、1 億 2800 万人であった人口は、2030

年には 1 億 1700 万人になるということです。
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そして 2060 年には 8700 万人になることが予

想されています。子どもの人口も減っていき

ます。2010 年には 1700 万人ですが、2046 年

になると 1000 万人を下回り、2060 年までに

は 800 万人に減ります。高齢者は 2010 年に

は 2900 万人でしたが、2030 年に 3700 万人と

なり、その後も増え続けて、2042 年にピーク

に達して 3900 万人になります。 

 

これは大変ショッキングな数字ですが、高齢

者が総人口に占める割合は 2010 年の 23%か

ら 2024 年には 30%に達します。そして 2060

年には約 40%を占めることになります。すな

わち、2.5 人に 1 人は高齢者の部類に入るわけ

です。これが 2060 年の人口ピラミッドです。

今から約 50 年後の話ですが、逆ピラミッド

型となります。日本は大変深刻な高齢化問題

に直面し続けることになります。 

 

高齢者の占める割合が 41.2%というのは、出

生率が引き続き大変低いと想定した場合です。

将来的にも約 40%が見込まれています。しか

し、出生率が 2.0、2.1 になると、状況が改善

され、高齢者の占める割合が 26%あるいは

30%に低下します。よって、私たちは出生率

を高める必要があります。そうすることによ

って、日本の高齢化問題に対処することがで

きるのです。 

 

我々の人口減少、そして高齢化社会に関して

あげられる問題点としては、まず経済成長で

す。また労働市場の側面から見ると労働力が

減っていき、貯蓄額が減り、技術的進歩のペ

ースもより緩やかになります。これは様々な

経済学的評価によってわかっています。第二

に、社会保障制度の持続可能性、これは今回

の会議のテーマです。給付額も増えていかな

ければなりませんが、そのために必要な財源

が確保できるか、そして世代間の公正性を保

障できるか、ということです。第三に、社会

の多様性を維持できるかという問題です。地

域社会を維持するための社会の活力も減退し

ていくでしょう。第四に、地域そのものの構

造が変わり続けるということです。農村地域

においては、高齢化、そして経済的な孤立が

進むでしょう。第五に、家族構造の変化です。 

 

これは、人口の減少と経済成長の要因を大ま

かにまとめたものです。15 歳から 64 歳の人

口の減少は、就労人口が減っていくことを意

味します。これは貯蓄行動にも影響し、貯蓄

率も減っていきます。貯蓄率の低下は資本蓄

積に影響を及ぼします。また、人口の減少と

高齢化に伴い、創造性が失われていきます。

技術的な進歩がなされていかなくなるという

ことです。 

 

この図表は、高齢化が生産性に与える影響を

示したもので、生産性と高齢化の間には負の

関係が見られます。1980 年から 2010 年まで

の 20 カ国の OECD のパネルデータを用いて、

固定効果解析が行われています。X 軸は 65 歳

以上の全人口に占める割合を示しています。Y

軸は生産性を示しています。高齢化と生産性

のこの関係が、もしこれからも顕著なもので
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あり続ける場合には、私たちは将来日本にお

ける生産性に関して悲観的にならざるを得な

いのです。 

 

次に社会保障の給付と負担の予測についてで

す。これは、経済モデルを用いて 2010 年か

ら 2050 年の間の社会保障給付金の支出を予

測したものです。2050 年になると、165.2 兆

円が社会保障給付として支出されます。しか

し、所得税や消費税といった税による収入（社

会保障負担分）は 2050 年において 74.2 兆円

足らずです。この給付額と負担額の差額は、

政府によって埋められなければなりません。

従って、近年、社会保障に対する支出が我が

国の財政赤字の主因となっています。 

 

これは政府債務の増加を表したものです。債

務は、1990 会計年度から 2013 年会計年度ま

でに約 571 兆円増加しました。財政赤字の主

な原因は公共支出の増加にありますが、公共

支出の増加は、社会保障費と公共事業費によ

るものです。近年は、高齢化に伴い社会保障

支出が増えています。 

 

これは一般政府債務総額を国際比較したもの

です。赤い線は、日本の政府債務の対 GDP 比

を示したものです。他の OECD 加盟諸国と比

較して高いことがおわかりになるかと思いま

す。 

 

そしてもう 1 つ、OECD 諸国の経済成長率と

社会保障支出に関するスライドです。ここに

も負の関係があることが分かります。OECD20

カ国の 1980 年から 2002 年の間のパネルデー

タを用いて計量経済分析を行ったものです。 

 

経済成長率と社会保障支出との間に負の相関

関係があるのは何故でしょうか。一つは、社

会保険料の引き上げで、消費が減少している

ためです。第二に、企業の社会保険料の負担



 146 

の増加によって、投資が減少していることで

す。第三に、社会保障給付を受けることによ

り労働市場参加率が減ってきていること、第

四に、公的年金の代替効果により貯蓄額も減

ってきており、これが資本蓄積にも影響を及

ぼしていること、第五に、社会保障は、所得

再分配を促進するものですが、もし、政府が

効率的で経済的な主体として行動をとること

ができなければ、経済そのものがより非効率

になっていくということです。そして最後に、

社会保障の支出額が増えるにつれ、財政赤字

がさらに増えていくということです。長期金

利もこの影響を受けます。 

 

また、社会保障改革の基本的な概念について

確認されていることは、高齢化が将来さらに

社会保障支出額を上昇させる結果となること

です。これによって経済成長にマイナスの影

響が及びます。そしてこれが財政赤字の大き

な要因となり続けるということです。他方、

社会保障制度は我々の日々の生活において大

変重要ですので、それを一方的に削減するこ

とは賢明な解決策ではありません。よって

我々は、より的を絞った形で対応し、ターゲ

ティングを重視する必要があります。 

 

そこで、社会保障改革の基本的な概念につい

て提言を行いたいと思います。まず年金に関

してですが、第一に基礎年金は、消費税を財

源とする必要があるということです。第二に、

対象受益者として、高収入、高資産の高齢者

たちは除外するべきです。第三に、日本は世

界最長寿国ですので、年金給付開始年齢を 65

歳から 67 歳、68 歳に引き上げるべきです。 

 

次に医療と長期介護保険に関しましては、も

っと高リスクの方々に対して保障を行う必要

があります。低リスクの方々には、もっと負

担を背負っていただく必要があります。そし

て保険の控除免責制を導入します。そして、

受診する病院を自由に選べるという医療機関

へのフリーアクセスを制限して、家庭医制度

を導入する必要があります。 

 

公的な支援に関しましては、ワークフェア（就

労促進）、そしてバウチャー制度の導入です。

ユニバーサリズムとは、国民全てが人権とし

て、この社会保障を受ける資格を有するとい

う考えです。一方ターゲティングとは、本当

にもらうべき者が社会保障を受けるというこ

とです。ターゲティングは資産審査や収入審

査をそのまま意味するものではありません。 

 

最後に、福祉国家の終焉を訴えたオランダの

ウィリアム・アレクサンダー国王の発言につ

いてご紹介したいと思います。参加型の社会

というものが台頭してきている。その社会に

おいて人びとは自分の未来に責任を担う必要

があり、必ずしも国家の、政府からの支援を

得ずに、独自の社会的な、財政的な安全網を

築き上げる必要がある。20 世紀後半の福祉国

家が構築したとりわけこの分野の体制は今の

形では持続不可能となっています。ご清聴あ

りがとうございました。 

 

議長： 

加藤先生、ありがとうございました。急速な

高齢化とそれへの対応という日本のユニーク

な経験について興味深く重要なお話をいただ

きました。高齢化が生産性や経済成長にどう

影響するのか、社会保障にどう影響するのか、

伺いました。まず、加藤先生に対する質問を

10 分間とりたいと思います。 

 

キリナ・スマワン議員（タイ）： 

基本的な社会保障制度改革には賛成します。
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しかし年金のところで、高所得、高資産の高

齢者を排除するということでしたが、誰が高

所得か、どのように見つけるのでしょうか。

その基準がおありになるのでしょうね。 

 

加藤久和 明治大学大学政治経済学部教授： 

ご質問ありがとうございました。そうですね。

日本の年金制度では今は所得によって年金を

払う、払わないということはできません。し

かし、財政が非常に厳しくなっていく中で、

やはり高い所得の人、あるいは多くの資産を

持っている人は、除外していくべきだろうと

思います。例えば、カナダの年金制度では、

高い所得者は、後で年金を返してもらう仕組

みがあります。そういった制度も踏まえてい

けば、やはり高い所得の人に対しては年金を

返してもらうような仕組みも必要かと思いま

す。 

 

どうやって探すのかということですが、例え

ば、日本ではマイナンバー制度という形での

所得の捕捉が徐々に行われつつあります。そ

のような制度を利用しながら、個人の所得や

資産をきちんと把握し、捕捉をして、そのう

えで様々な形で高所得者を把握していくとい

うのが必要だと思います。どうも質問ありが

とうございました。 

 

パルチャンドラ・ムンゲカー議員（インド）： 

加藤先生、経済モデルについての説明ありが

とうございます。ただ、ものすごく技術的な

ので、皆様が理解できたかどうかわかりませ

んので質問させていただきます。 

 

経済成長と社会保障支出の負の関係というお

話がありました。計量経済学モデルをお使い

でしたが、これらは加藤先生の計量経済学モ

デルの結論ですか、あるいは一般理論でしょ

うか。厳密に言うと、計量経済学モデルの場

合、結論の有意度を示さなければなりません。

これらは一般理論ですね。 

 

それから 2 つ目ですが、オランダのウィリア

ム・アレクサンダー国王の福祉国家の終焉に

ついての発言を引用されました。皆ここにい

る人たちは、アダム・スミスやリカードの時

代には、こういった計量経済学モデルは作っ

ていなかったことは承知しています。しかし、

人間社会はこれまでの歴史を経て、福祉国家

の発展に向かっています。貧困、飢餓、栄養

不足、失業等で自分たちだけでは生活できな

い人びとを世話するのが国の責任であるとす

る福祉国家です。 

 

3 つ目ですが、資産のある人たちの世話はし

なくていい、面倒はみなくていいということ

は理解できます。しかしどの国も、国内で経

済的な格差が広がりつつあります。10%、15%、

20%の人びとが、富の 50%、60%、70%を独

占しています。この 25 年から 30 年の間に、

格差が広まりつつあります。『世界の 99%を

貧困にする経済（The Price of Inequality 不平

等のコスト）』という本も出ています。ジャパ

ンタイムズやニューヨーク・トリビューン等

で、オバマ大統領の法案が否決され、オバマ

政権の支持率も下がっているというニュース

を目にされていると思います。EU でも不安が

広がっています。アフリカやアジアも、こう

いった貧困に直面しています。 

 

世界の貧困層の半数がアジアとアフリカに集

中しています。こうした状況の中で、国家に、

社会福祉制度を通じて少なくとも高齢者の面

倒を見る義務はないというのであれば、計量

経済学モデルの条件下で解決策は考えられま

せん。とりわけ福祉の終焉と言ったら、最悪
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の事態になるでしょう。実際、UNDP、世界銀

行、IMF、いずれの報告書も、グローバル化

と民営化の結果不平等が生じており、過去 25

年から 30 年間のグローバル化は、社会の最

富裕層だけがその恩恵を受けていることを指

摘しています。このような状況の中で、福祉

国家の重要性をどのように正当化なさいます

か。 

 

加藤久和 明治大学大学政治経済学部教授： 

最初のご質問ですが、このモデルはあくまで

も過去の経験です。将来においてこれが成立

するかどうかはわかりません。少なくとも過

去の先進国における経験はこういった形でも

負の関係があるということです。将来続くか

どうはわかりませんが、現状として、我々は

こういった問題に直面しているというのが第

1 点目だと思います。 

 

それから福祉国家の終焉というのは、非常に

誤解を受ける言い方かな、と思っています。

必要な人には当然のように支援をしていく、

最低生活水準に満たないような人たちには

様々な支援をしていくというのは必要だと思

います。ただし、日本のような、財政的に非

常に厳しい国の場合には、全ての人に寛大な

給付をするわけにはいかない、ということを

理解していただければと思います。もちろん、

日本でも貧富の格差、所得の格差、貧困の問

題はあります。そういった問題は当然のよう

に解決していかなければいけないし、政府が

行うべき役割はたくさんあると思いますが、

誰を助けるかということを、もう少し選別し

ていく必要があるという意味で申し上げたと

いうことです。それが私の回答です。ありが

とうございました。 

 

 

議長： 

ウガンダの方どうぞ。 

 

マチアス・カサンバ議員（ウガンダ）： 

加藤先生、ご提案ありがとうございました。

このプレゼンテーションの中で、1950 年代、

70 年代に非常に急速に高齢化が進んだとい

うことですが、どうしてこの時期に、高齢化

が急速に進んだのかその理由を教えてくださ

い。そして 2060 年までに人口が現在の 1 億

2800 万人から 8700 万人に大きく減少すると

いうことで、経済と福祉国家の持続可能性に

大変深刻な影響があるとのことなのですが、

出生率を引き上げる上でどのような問題があ

るのでしょうか。置き換え水準を回復して、

バランスの取れた人口構造となるよう、日本

の若い世代に対して、子どもの数を増やすよ

うに説得するために、どのようなプログラム

やキャンペーン、あるいは政策が実施されて

いるのでしょうか。 

 

加藤久和 明治大学大学政治経済学部教授： 

ありがとうございました。最初の質問ですが、

1950 年代から 70 年代まで高齢化が進んだ一

番大きな理由は、やはり出生率の低下です。

多くの先進国で、経済成長すると出生率が低

下する、ということがよく見られます。いわ

ゆる人口転換が、日本の場合には非常に強く

出ているというのが理由ではないかと思いま

す。 

 

2 つ目の質問ですが、ご提案いただいたよう

に確かに出生率を引き上げていかなければな

りません。日本では、過去 20 年から 30 年に

わたって出生率を引き上げるための様々な政

策として家族手当、子どもの教育環境を良く

する、女性が働きやすい社会を作る等の政策

をとってきました。しかしうまくいきません。
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もし、これをやれば出生率が上がる、という

政策があれば私もぜひ知りたいと思っていま

すが、なかなか見つけられないのが現在の状

況ではないかと思います。 

 

議長： 

加藤先生、ありがとうございました。それで

は次のパネリストのプレゼンテーションに移

りたいと思います。ILO の雇用政策部長のキ

ャンベル氏、お願いします。 
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「世界の高齢化と労働問題」 

ダンカン・C・キャンベル 
ILO 雇用政策部長 

 

 

略歴： 

ボードインカレッジで文学士号、ペンシルベニア大学ウォートンスクール応用経済学研究科で文

学修士号、経済学修士号、博士号（PhD with distinction）を取得。 

ペンシルベニア大学ウォートンスクールの経営学科で教授。人的資源センターの副所長を経て

1990 年より ILO 勤務。産業組織論、労働市場、雇用、労働基準の経済学、主要マクロ経済変数と

しての生産的雇用に関連する政策の一貫性と政策選択等が研究対象。ILO のバンコク事務所に 4

年間勤務。ILO 本部では、2001 年の世界雇用報告書の IC 技術に関して、2004-05 年の世界雇用報

告書：雇用、生産性および貧困削減を担当。 

 

 

おはようございます。この会議に参加できま

したことを大変嬉しく思っています。まず、

皆様はすでにスライドをご覧になり、世界の

人口動態の状況をお分かりだと思います。ま

た確かに日本は特異な状況にあり、人口ピラ

ミッドが他の国ではないような形をしていま

す。一方、昨日世界の人口が今後 37 年で 96

億人になるという話を聞きました。今日より

26 億人増えるということで、人類史上、最大

の人口増加です。高齢化社会を論じる時、こ

のことを相対化して考える必要があると思い

ます。 

 

昨日はビタミン D の話もありました。私はビ

タミン E の話をしましょう。ただし E はエン

プロイメントの E です。これは高齢化に伴う

問題としてこれまでも議論されてきました。

まさに加藤先生からご指摘があったとおり、

老年従属人口指数が問題となっています。老

年従属人口指数が上がると、自動的に経済成

長が下がります。労働市場で高齢者を支える

人が少なくなるからです。インドの議員の方

が先程おっしゃった点に私も同感なのですが、

社会保障と経済成長の関係は、あまり明らか

になっていません。インドの場合、この大不

況の時期にさらに不況にならなくてすんだの

は、国の農村雇用保障政策があったからです。

これが自動的な安定化要因になりました。も

う 1 つは社会保障です。社会保障の給付と経

済成長の低下の相関関係は当然のものでしょ

うか。福祉国家は豊かな国だから可能なので

す。豊かな国は、技術的にも最先端です。そ

ういった国は、途上国よりも人口成長率が低

い傾向にあります。 

 

それからウガンダの議員から質問がありまし

たが、日本は人口増加率を上げるのにどんな

ことをしているのか、という点です。今週報

じられた中国共産党の一人っ子政策緩和のニ

ュースをご存知でしょうか。できることは

色々あります。私はアメリカ人ですが、25 年

間ヨーロッパに住んでいますので、様々な国

の事情に通じることができました。出生率を

上げる政策で優れたものを探してみますと、

例えば保険による妊娠出産費用の保障、託児

所等、女性向けの政策です。働く女性がます

ます増えているからです。このスライドから

明らかなように、労働力率は、いくつかの国

では下がっているけれども、全ての国ではあ

りません。問題は、この一番下のところで、

これをもう少し上げなくてはいけません。そ

れから社会保障の弊害についてですが、例え
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ば世界で失業給付を受けているのは世界人口

の 20%です。一方老齢年金を受けている人は、

世界人口からみればほんのわずかです。年金

という点ではまだまだなすべきことがあるの

です。高齢化が進むなかではとりわけ重要と

なってきます。 

 

ここでいくつかの点について論じたいと思い

ます。まず、最初に行うべきなのは、雇用の

促進です。ここで言っているのは、高齢者で

はない人の労働力率の向上を促進することで

す。労働力率を上げる上で、ヨーロッパも、

インドも、日本も、女性の労働力率が大変低

いことが問題です。まず、私を含めたあらゆ

る人たちの従属人口指数の問題に取り組むこ

とです。そうすれば、私のような年寄りは退

職できるというわけです。それで若い人の労

働力率を上げていけば良いのです。 

 

2 つ目に、これは大変議論を呼ぶところです

が、日本、あるいはイタリアでは労働力が不

足しています。ところがアフリカをはじめ、

世界の他の地域では労働力が余っているとい

う現状です。労働力の移動は増えているとは

言え、生産要素の中でまだグローバル化され

ていないのは、労働力のみです。移民に対し

て門戸を開くことには、政治的な抵抗があり

ます。イギリスの著名なジョン・ウィリアム

ソン教授がこの研究をなさっていますが、教

授は、もし労働力の移動が自由化されれば世

界の成長はさらに促進されるとおっしゃって

います。加藤先生が先程おっしゃったように、

ILO では世代間の観点からこの問題に対処し

ています。ILO としては、若い人が職を得る

ことで、高齢者が社会から排除されるべきで

はないと考えています。 

 

昨日、秋山先生が、高齢者との絆を強化すべ

きだとおっしゃっていましたが、大賛成です。

簡潔なご意見ですが、これは行動経済学の重

要な研究結果です。人びとは、社会参加して

いる方が長生きできるのです。世の中の半分

の人が失業していれば別ですが、皆が働いて

いる中で自分だけ失業していれば、みじめに

思い、精神的、生理的な痛みを感じるでしょ

う。高齢者の社会参加も同じことです。若い

人たちの労働力率を高めるだけでなく、高齢

者の労働力率を高めることも重要です。これ

は私にとっても大事なことです。 

 

私は来月 61 歳になりますが、ILO は 62 歳が

定年です。私が住むジュネーブは素晴らしい

ところですが、現地事務所に戻りたいなと思

います。でも ILO の人事局長は、いやだめだ、

おまえはもう年寄りだというのです。もし、

定年が 62 歳で、私がどこかの各国事務所の

所長となったとしたら、私はゼロから始めな

くてはいけません。人や地域を十分知るのに

1 年はかかるでしょう。だから彼は正しいの

ですが、それは、以前の世代に比べて健康で、

より長寿となり、働き続けたいと思っている

全ての労働者の参加が増えることを阻んでい

る規則の上での話です。 

 

私はエコノミストですが、ILO の職員の半数



 153 

がエコノミスト、半数が弁護士です。よって

人権や労働者の権利を重視しています。ILO

の重要な任務は国際労働基準の制定です。

我々が心配しているのは高齢者への差別です。

高齢者に対する差別は、世界的なものではあ

りませんが、ヨーロッパではあらゆる差別の

中でも最も広く見られます。企業では、年齢

の多様性を含む、労働力の多様性が広まって

きています。社内に指導教育プログラムを設

けている企業もあります。入社した若い人に

高齢の労働者がひとり指導者としてついて、

仕事のこつを学ぶという制度です。オースト

リアやフランスでは、全ての労働者を労働市

場に取り込もうという取り組みを行っていま

す。 

 

その他の差別に対する政策としては、差別に

関する労働基準の規定があります。賃金差別、

ジェンダーに基づく差別、性的志向に基づく

差別、年齢差別に関する労働基準を設けてい

ます。高齢者への差別に対する具体的な基準

もあります。しかし、こういった労働基準が

本当に実施されなければ、何の意味もありま

せん。私はもうすぐ 62 になったら、ILO を退

職しなければなりません。しかしアメリカで

はこれを訴訟に訴えることもできるのです。 

 

実はアメリカでは退職年齢というものはすで

にありません。私の姉は 70 歳ですが、まだ高

校で教えています。これは別に変わったこと

ではないのです。ただし、アメリカでは退職

も増えています。退職を強制されるわけでは

ないのですが、年金があれば退職すると思い

ます。このように法的な枠組みは、基礎的な

役割を持っています。また、技能訓練も絶対

に必要であると言われています。私の技能は

時代遅れですが、職を通じて得た技能はあり

ます。もしかすると、もし私が再就職したけ

れば、再トレーニングが必要かもしれません。

こういった労働市場における高齢者の活用が

取り上げられています。高齢者向けに、仕事

をなくした人を再度活用化しようというもの

です。色々な例がでていますが、世界で最も

豊かな国の一つであるデンマークは、労働力

参加率を高める素晴らしい政策を実施してい

ます。失業手当はきわめて高いのですが、期

限を定めた条件付きです。つまり、失業して

も収入はありますが、早く次の職を探し始め

た方が良い、そのための訓練を受けたほうが

良い仕組みになっています。こうした政策は、

労働市場への再参入が難しい高齢者にとって

きわめて重要です。 

 

これらのデータを見ると、技能訓練のための

資金供与、そして高齢労働者を対象にした訓

練自体も行うよう、さらなる努力が必要であ

ることが分かります。これはここにあるほと

んどの国について言えることです。ここに 10

カ国が挙げられていますが、これが現状です。 

 

私たちが重視したいのは、インセンティブで

す。私個人の例を考えてみましょう。私はあ

と 1 年したら退職します。私のトレーニング

に ILO はお金を使ってくれるでしょうか。そ

んなことはしてくれません。辞める私に投資

しても仕様がないからです。私たちは、全て

の労働者を労働市場に取り込むことができる

よう、労働時間、賃金、あるいは高齢労働者

に対する個別支援の点から労働市場制度を再

考する必要があります。以上です。ありがと

うございました。 

 

議長： 

非常に興味深い社会保障と高齢化の話から始

まり、人権、特に年齢差別やジェンダー差別

の問題を適切にご指摘いただきました。考え
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るべきことだけでなく、行動すべきことにつ

いても大変示唆に富むお話をいただいたと思

います。ありがとうございました。 
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「タイ高齢化対策プロジェクトからの経験」 

中村信太郎 

独立行政法人国際協力機構（JICA）国際協力専門員（社会保障） 

 

 

略歴： 

1987 年東京大学法学部卒業。1993 年米国コロンビア大学より経営学修士号取得。 

2010 年より JICA の国際協力専門員として、開発途上国との間での社会保障分野の国際協力に従事

している。2008 年からの 2010 年までの間は、JICA 長期専門家としてシリア社会労働省において

CBR（Community-based Rehabilitation、地域に根差したリハビリテーション）を推進した。 

1987 年から 2008 年まで厚生省、厚生労働省に勤務。その間大臣官房、社会・援護局、障害保健

福祉部等の各部局で社会保障行政の企画立案・実施を担当するとともに、京都府保健福祉部高齢

化対策課、国家公務員共済組合連合会病院部において、高齢化対策や病院経営を担当。また、2004

年から 2007 年までラオスに派遣され、労働社会福祉省政策アドバイザーとしてラオスの労働行

政、社会福祉行政の企画立案を支援。 

 

 

このような素晴らしい場で、高齢化という重

要な問題に関する私たちの経験を皆様にお話

する機会をいただきましたことは、国際協力

機構（JICA）にとって、また私にとっても大

変光栄なことです。本日は私たち JICA がタイ

で行っている高齢者に関わるプロジェクトに

ついてご説明いたします。 

 

まず JICA についてお話いたします。JICA は、

ジャパン・インターナショナル・コーポレー

ション・エージェンシーの略で、ジャイカと

読みます。JICA は日本の政府開発援助（ODA）

の実施機関で、皆様の国でも仕事をさせてい

ただいている地域がおそらくたくさんあると

思います。全ての人びとが恩恵を受けられる

ダイナミックな開発、というビジョンを掲げ

て、開発途上国が抱える課題の解決を支援し

ています。世界各地に約 100 の事務所を持ち、

150 以上の国と地域で仕事をしています。 

  

事業のボリュームから言えば、実は、例えば

農業インフラ、産業インフラ、道路や橋とい

った大きなインフラストラクチャーを作るた

めの資金貸付、無償資金の提供といった協力、

あるいは保健分野の人材養成、教育分野の人

材養成等の事業が多くなっていますが、高齢

化問題も、最近 JICA が新たな協力分野として

注目しつつある分野です。その背景として、

1 つに、途上国においても高齢化率が上昇し

てきている現状があります。また近い将来急

速な高齢化が予測されているという事実があ

ります。また、高齢者人口の数という点では、

すでに高齢者の 80%が開発途上国に住んで

おり、高齢化は先進国だけの問題ではなく、

途上国でも非常に重要な政策課題となってい

ます。私たちは途上国の要請を受けて協力を

していますが、すでにご存知のように、途上

国政府でも、高齢化が大変重要な政策課題と

して認識されつつあります。 

 

現在日本は世界で最も高齢化が進んだ国です

が、日本の経験は、途上国の皆様にとって非
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常に関心が高いものであるということを、私

たちも肌で感じています。例えば、先週マレ

ーシアの保健省が、高齢者へのケアサービス

についてのワークショップをするということ

で、私もリソースパーソンとして行って参り

ました。また、9 月には、ベトナムで年金の

話をしています。途上国で、高齢化が大変重

要な政策課題となっていることがよく分かり

ます。 

 

高齢化という政策課題は、日本で現在進行形

の大変重要な課題です。後程お話いたします

が、できるだけコミュニティをベースにして、

包括的なサービスを提供していこうという政

策が、実は日本においても、多くの途上国に

おいても、現在の方向性として進められてい

ると理解しています。日本と途上国の方々は

同じ方向を向いており、途上国での経験は私

たち日本にとっても大変参考になるのです。

そこに政策的な示唆があると確信しています。 

 

ここで、タイにおける協力につき簡単にご説

明いたします。私たちは、タイ保健省、社会

開発・人間安全保障省を主なパートナーとし

て、高齢化に対する技術協力プロジェクトを

行っています。具体的には、日本から専門家

を派遣し、現地でタイの人たちに研修をする、

あるいは日本に招いて研修をしています。タ

イにおいては、保健省、社会開発・人間安全

保障省が、それぞれの事業の中で、私たちと

一緒に仕事をするプロジェクトです。 

 

2007 年からほぼ連続する 2 つのプロジェクト

を実施しました。最初が、シートップ（CTOP：

Community Healthcare and social welfare 

service model for Thai order persons）として

2007 年～2011 年の 4 年間のプロジェクトで、

です。その次に、エルトップ（LTOP：Project of  

Long-term Care Service Development for the 

Frail Elderly and other Vulnerable People））とい

うことで、今年から 2017 年までが期間です。 

 

前回のプロジェクトはシートップです。C と

いう文字からコミュニティを想像しますが、

実は色々な意味を込めており、コーディネー

トの C、あるいはコーオペレーションの C で

もあります。このプロジェクトには以下のよ

うな問題意識が背景にあるからです。 

 

現在、また当時も、タイでは高齢者向けの色々

なサービスがすでに行われていました。例え

ば、保健省は高齢者に対する健康チェックを

行い、あるいはヘルスボランティアという形

で、全国で 100 万人ものヘルスボランティア

の方を養成していました。一方福祉関係でも、

例えば、高齢者手当等の施策を実施していま

した。そしてそれらの施策が、地域に住む高

齢者によりよく役立つためにはどうしたらよ

いのか、タイ政府が検討し、それができるだ

けコーディネートされた形で提供されれば、

地域の高齢者の方々が、より暮らしやすくな

るのではないかという結論に至りました。そ

こでタイ政府からの要請により、私たちはタ

イ政府と一緒にプロジェクトを行ったのです。 

ここで写真をご覧いただきたいと思います。
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タイ南部にスラタニという地域がございます。

ここでは地元の保健関係の行政当局と、福祉

関係の当局が、市町村にワンストップサービ

スの場所を指定し、保健、福祉関係の行政官

が一緒に行くことで、そこで健康チェックも

すれば、高齢者手当に関する手続き、あるい

は相談も受けられ、高齢者の方々に非常に利

用しやすい、サービスが提供できるようにし

た取り組みです。この取り組みにおいては、

先程お話したヘルスボランティアの方が非常

に大きな力を発揮されました。 

 

これが取り組みの概念図です。まず、村の中

にワンストップサービスを提供する場所を指

定してもらいます。このために新たに建物を

作る必要は全くありません。例えば、タイで

は、仏教徒の方が多くいらっしゃるので、お

寺がコミュニティの中心になります。お寺の

一角を提供場所として指定し、決められた日

にワンストップサービスを行うよう決めてい

ただくのです。その日に県の社会福祉局、保

健所、地域の診療所、市町村の役場、それか

ら大変重要な人たちとして、コミュニティの

リーダーが来て、健康に関するチェックや福

祉に関する相談を受けるという仕組みです。

高齢者の方々には、ヘルスボランティアの人

が、この日にこんなサービスがあるよ、と事

前にお知らせをします。中には体が不自由で

そこの場所までいけない方もいらっしゃいま

すが、その場合には、市町村が送迎のサービ

スを行っています。このようなサービスモデ

ルにより、高齢者サービスを、よりコーディ

ネートされたやり方で地元の高齢者の方に届

けていくことができます。以上がシートップ

の説明です。 

 

次にエルトップです。シートップを実施する

過程で、市町村には長期の介護を必要とする

方がかなりいらっしゃることが分かってきま

した。先程申し上げたように、保健所による

健康チェックのサービス、またヘルスボラン

ティアによる見守り、声掛けといったサービ

スはありますが、真ん中にいらっしゃるおば

あちゃんのように常に介護を必要する方に対

して、状態をアセスメントし、どのようなサ

ービスが必要かを考えてそれをコーディネー

トされたやり方で届けていくという仕組みは

まだないということに気が付きました。日本

は介護保険という仕組みで高齢者の状況を評

価し、必要なサービスを組み合わせて提供し

ています。もちろん、介護保険の仕組みをそ

のまま外国に持って行くのは不可能ですが、

そこで培われたケア・マネジメント等のノウ

ハウは、タイでもひょっとしたら有効かもし

れないと考え、新たなプロジェクト、エルト

ップを始めました。 

 

写真の左端でパソコンを膝に置いている日本

人がケア・マネジャーです。中心に座ってい

らっしゃるお年寄りの状況を評価して、必要

なサービスを考えている場面です。タイの全

国 6 カ所をモデルサイトとして、このような

取り組みをしていくことにしています。 
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これは私たちが考えている 1 つのモデルです

が、例えば、市町村の中にモデルサービスセ

ンターのようなところを指定していただき、

そこに高齢者の方々が通ったり、センターの

スタッフが高齢者のお宅を訪問することによ

って必要なサービスを提供したりする、そし

てそれらができるだけコーディネートされた

形で届けられることを目指しています。そこ

では地域の保健所あるいは病院の医療職の

方々の協力も欠かせない要素の 1 つです。 

 

こういった取り組みを通じて、私たちは、こ

のプロジェクトの費用、効果についてできる

だけエビデンスを積み重ねていきたいと考え

ています。そして、タイ政府の政策形成、さ

らにはASEAN各国との情報共有を通じた地域

の高齢化課題への対応にお役に立つことがで

きればと考えています。 

 

以上、大変簡単ではございますが、私たちの

取り組みをご紹介させていただきました。あ

りがとうございました。
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討  議 

 

 

議長： 

中村先生のお話について 3 点ほど申し上げた

いと思います。1 点目は、より多くの方々を

巻き込み、大変ダイナミックなやり方ではな

いかという点です。2 点目は、その地域に参

画を促す参加型のアプローチと言える点です。

そして、長期的にサービスを展開していくと

いう点です。事業ベースの活動は、多くの場

合、大変短期間になりますが、人びとにサー

ビスを提供する上でのみならず、費用対効果

の点でも、持続可能性の問題は大変重要です。 

 

では、3 人のスピーカーの方々に拍手をお送

りいただき、ご質問、コメントをお願いいた

したいと思います。 

 

キリナ・スマワン議員（タイ）： 

JICA の中村先生、ありがとうございました。

タイの上院議員でキリナと申します。私たち

もこの事業に協力をさせていただいています。

国王と王妃が集落を訪れるというプロジェク

トもあります。赤十字からその情報を得るこ

とができるかと思います。そしてパラメディ

カルボランティアといわれるボランティアが、

集落で活動して障害を持っている方々のとこ

ろにまで行くことができます。 

 

高齢者のための保険はタイにでも必要である

と思います。すでにタイの保険会社を買い取

られた日本人がいて、タイに保険を導入しよ

うとしているようです。私たちにとってはこ

れが良いスタートになるのではないかと思い

ます。我々は仏教徒ですので、皆ボランティ

ア精神、親切心に満ち溢れています。よって

政府が負担と感じているわけでもありません。

このような技術的な支援に本当に感謝してい

ます。質問ではありませんが、コメントをさ

せていただきました。ありがとうございまし

た。 

 

議長： 

マレーシアの方どうぞ。 

 

マリアニー・モハマド・イット議員（マレー

シア）： 

高齢者の医療保険に関して質問があります。

高齢者や一人親家庭の保険はどのようにカバ

ーされるのでしょうか。就労できなくなった

人たちの保険をカバーするのでしょうか。年

金もないような状況ではどうなってしまうの

でしょうか。 

 

中村信太郎 JICA 国際協力専門員： 

日本についてでしょうか、それとも一般的な

状況についてのご質問でしょうか。 

 

マリアニー・モハマド・イット議員（マレー

シア）： 

日本の状況が大分進んでいるのは分かります

が、例えば、マレーシアやインドネシアとい

った東南アジアにおいては、どうしたらよい

のか、という質問です。私たちは 60 歳、65

歳には退職しなければならないので、そこま

では仕事はできます。判事等は 75 歳まで働

けますが、判事を除き、退職年齢は早いです。

特に女性はもっと早く、例えば、出産後に離

職する場合もあります。家族や義理の両親の

面倒をみなければならないからです。 
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議長： 

国の政策にもよるかと思いますが日本の経験

にもご関心をお持ちではないでしょうか。 

 

マリアニー・モハマド・イット議員（マレー

シア）： 

そうですね、日本の経験からも学ばせていた

だければ、参考になると思います。 

 

中村信太郎 JICA 国際協力専門員： 

ご質問ありがとうございました。日本の状況

を申し上げますと、基本的に日本の医療は、

社会保険によってカバーされているというの

はご承知のとおりです。ただ、低所得者につ

いては、生活保護という仕組みがあります。

これは国による現金給付です。収入がない

方々はそういうプログラムに加わることがで

き、カバーされるわけです。マレーシアでは

公費で国民の医療をカバーするシステムがあ

ると思いますが、タイもそうだと思います。 

 

議長： 

では、そちらの方お願いします。 

 

フェイ・ティ・ファ議員（インドネシア）：  

スピーカーの皆様に感謝申し上げます。大変

興味深いプレゼンテーションでした。まず ILO

のキャンベル部長に対して質問です。ILO が

高齢者の雇用を推進していることには感謝し

ています。しかしながらインドネシアのよう

な途上国においては、地域に特異な状況があ

ります。多くの高齢者が現役ですが、その大

半はインフォーマル部門で働いています。あ

るいは、孫の世話をしたり、無給の家内労働

者として何の保護もなく、時に劣悪な環境で

働いていたりします。このような雇用形態に

関して ILO はどのように対処されるのでしょ

うか。インドネシアでは多くの若者が失業を

しており、高齢者と競合しています。もし、

高齢者がフォーマル部門で働くことになると、

生産性が低いために給与は低くなると思いま

すが、ILO の考え方としてはその場合でもや

はり差別ということになるのでしょうか。 

 

次に JICA に関する質問です。タイでプロジェ

クトを行っていらっしゃるということでした

が、タイの経験に基づいて、同じようなモデ

ルを他の国に展開することをお考えでしょう

か。またはシートップ、エルトップの地域で

の経験を全国レベルで展開するということは

考えていらっしゃいますでしょうか。 

 

そしてこれは、提言になりますが、インドネ

シアのような国へのサポートとして、高齢者、

または非常に周辺化された人びとが適切な価

格で利用できる交通機関の整備をお願いした

いと思っています。是非、ジャカルタに来て

いただければと思います。ジャカルタは、高

齢者の割合が一番高く、また、コミュニティ

ベースのサービスを高齢者に向けて提供する

革新的な取り組みを行っています。ありがと

うございました。 

 

議長： 

インドの方、続いてフィリピンの方お願いし

ます。 

 

パルチャンドラ・ムンゲカー議員（インド）： 

キャンベル氏への質問です。キャンベルさん

がおっしゃった見解については合意できるも

のもありますが、グローバリゼーションの起

源を考えたとき、やはり世界は何らかの理由

で保護主義的になっていると思います。資本

のグローバリゼーションは起こっていますが、

労働人口には制限がかかっている。特に先進

国においては、人びとが自国で作ったものを
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使うように保護主義的な政策をとっています。

グローバリゼーションと言っていますが、同

時に保護主義が台頭しているということであ

ると思います。 

 

2 つ目に、キャンベル氏からインドのマハト

マ・ガンジー全国農村雇用保障スキームにつ

いての言及があり、これが自動的な安定化装

置の役割を果たしたというお話がありました。

2008 年の 9 月 11 日に金融危機があり、世界

経済は低迷し、0.1%の経済成長も達成できま

せんでした。アメリカ経済の成長は停滞し、

ヨーロッパのどの国も 0.1、0.2 何%といった

成長しか遂げられませんでした。ただし、イ

ンド、中国は例外です。インドは、世界金融

危機にも関わらず 2008 年、2009 年に 6.7%の

成長率を記録しています。 

 

そして統計を見ると、雇用保障スキームによ

って、4 億 2000 万近い雇用が創出されていま

す。もちろん、抜け穴や制限といったものが

スキームの実行には伴っていますが、これな

しには 6.7%の経済成長は達成しえなかった

と思います。そして 400 億ルピー近い予算を

このスキームスキームのために費やしていま

す。経済成長の確保のためには市場のサポー

トが必要です。ただし、市場に持続可能性が

ない場合、国の介入が求められ、市場そして

司法上での政府の役割が問われます。ILO と

いうのはこの労働問題の中心的存在で、25 年

間そのような形で活動してきています。 

 

3 つ目のポイントですが、こういった労働へ

の参加というのは非常に複雑な問題をはらん

でいます。単に経済的な問題だけではありま

せん。インドでは、イスラム教徒の方が労働

参加率は高くなっていますが、だからといっ

て経済的に地位が上がっているわけではあり

ません。彼らの大半はインフォーマル部門で

働いており、18 歳、10 歳、12 歳ぐらいの子

どもが就労しているのが現状です。イスラム

教徒は、労働参加率は高くても、経済状態が

良いわけではないのです。 

 

最後になりますが、正当な労働への ILO の貢

献については私も評価しています。アメリカ

は現在、オバマのヘルスケア改革を巡り危機

に直面していますが、どのようにお考えでし

ょうか。アメリカ社会では、この 2 年で初め

てオバマの支持率が下がってきています。市

場主導経済そして不平等社会において、この

種の施策は、制約にかかわりなく、正当化さ

れるかどうかについてお話いただけますか。 

 

ダンカン・C・キャンベル ILO 雇用政策部長： 

色々な質問が出ましたが、まずインドネシア

の議員の方からの質問にお答えします。 

 

インドネシアには、他の途上国同様、年金や

定年といった制度がありませんので、それが

労働参画率影響を与えていると思います。そ

の意味では、労働参加率についてインドの方

が質問されましたが、これに経済的な要因は

文化的な、社会学的な要因があるといえます。

高齢者の労働参画が若者の就業を奪っている

という論文がありますが、私はそれを信じま

せん。もっと研究する必要があります。なぜ

なら EU 諸国では、そのような問題がないか

らです。例えば、労働市場への新規参入者の

雇用確保の手段として早期退職を考えるとい

うのは、合理的な論理ではありません。イン

ドネシアを含めどの国でも、分業というもの

があるのではないでしょうか。この点につい

ては調査が必要だと思います。 

 

もう 1 つのポイントとして、グローバルな労
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働市場への大きな参入があるのが、インフォ

ーマル経済と呼ばれる分野です。フォーマル

部門の経済は成長していませんが、途上国に

おいては、一般にインフォーマル経済で働く

労働者の割合が非常に大きいわけです。従っ

て、インフォーマル経済で働く高齢者も珍し

いことではありません。正規の雇用を退職し

てから、インフォーマル経済で働く高齢者は

多いわけです。両方で働いている人もいるで

しょう。ILO が魔法の杖をひとふりして、こ

うしたインフォーマル・経済といったものは

なくしましょう、あるいは全部社会保障で保

障しましょうと言えば良いのかというと、そ

れは無理です。我々ILO は必ずしも現物支給

に反対するものではありません。例えば、現

物支給であっても、支給されている家庭、世

帯に 1 ルピーさえ払われていなくても、現物

支給であれば、雇用されているとみなされま

す。それは食料かもしれません。そういった

形態の支払いが ILO の賃金の方針に違反する

ということではありません。 

 

ILO の国際的定義によれば、無給の家内労働

は雇用とみなされます。賃金は生産性に関係

して考えられるべきという点については、そ

のとおりだと思いますが、高齢者の方が、生

産性が低いと証明できるでしょうか。私には

分かりません。年齢と経験、そして生産性に

正の相関関係があることを示すデータがある

かはよくわかりません。それは個人個人で違

ってくるのではないでしょうか。しかし、原

則として、生産性に従った形で賃金が支払わ

れるべきというのは、そのとおりではないで

しょうか。年齢給に関しては、生産性とは特

に関係ありません。年何%といった形で上が

っていくわけなのです。 

 

インドの方の保護主義とグローバリゼーショ

ンについてのコメントはそのとおりだと思い

ます。グローバリゼーションという考え方が

あり、対極に保護主義という考え方がありま

す。金融市場は考え方もグローバリゼーショ

ンに従っています。例えば、ICT 通信技術が

使われて、考え方にもグローバリゼーション

が起こっています。しかし人のグローバリゼ

ーションは起きていません。世界の多くの国

で経済が減速した 2008 年以降、保護主義の

台頭を見てきました。中国とインドがこれら

の景気後退を経験していないのはそのとおり

です。 

 

NREGA（全国農村雇用保障スキーム）のシス

テムには漏れがあることは私も承知していま

す。しかし、考え方によっては次善策である

という人もいます。またこのコンセプトが最

高であると思っている機関もあります。その

特性は何でしょうか。賃金の上昇があり、ス

キームの対象でない人の賃金も一緒に上がっ

ていることです。ビハールの雇用によって、

収穫時期のビハールからラジャスタンへの移

民の数が減っている、またはこのスキームを

利用しているのは女性だと聞いています。よ

って、NREGAは女性の雇用を促進しています。 

 

国家というのは、大不況の影響を受けた場合

に市場をサポートすることが必要だと、私も

思います。25 年経って、ジョン・メイナード・

ケインズの考え方が戻ってきたわけです。世

界銀行とともに、77 カ国が危機に対してどの

ような対応をするか見てきました。政府が介

入して、インフラ整備への資金投入が見られ

ました。その結果は国によって違いますが、

雇用が生まれたわけです。エンデガプログラ

ム、NREGA プログラムは、インドの GDP の

1%未満のコストで行われているという驚く

べき状況があります。従って、行政上の難点
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はありますが、他の国にとっても妥当なスキ

ームであると思います。インドネシアの方の

コメントに関して申しましたとおり、労働参

加というのは経済的な要素もありますが、文

化的な要素もあるのです。インドのケースで

最近の労働人口調査の結果に言及しました。

特に労働人口調査において女性の労働人口の

参加率が下がっており、ILO もその点を調査

することになっています。世界銀行の中には、

女性の参画率が下がっているのは、裕福にな

ってきているからだという声もあります。し

かしそれが全ての答えなのか、分かりません。 

 

最後に、私はオバマケアに賛成しています。

大統領に非があるのではなく、政府が開設し

たウェブサイトの障害がそれを台無しにして

いるのです。オバマケアは歴史的な一歩であ

り、ルーズベルトが社会保障スキームを導入

して以来の画期的な一歩だと思います。 

 

マレーシアの方からのご質問について、アメ

リカには社会保障制度としてメディケアがあ

りますが、その一部が高齢者向けの内容とな

っています。ありがとうございました。 

 

議長： 

時間がありませんので、あと 2 つだけ質問を

聞いていただきたいと思います。フィリピン

の方どうぞ。 

 

ルスボミンダ・C・イアガン議員（フィリピ

ン）： 

そしてスピーカーの皆様、大変啓発されるお

話でした。ありがとうございました。キャン

ベル氏がおっしゃったとおり、私たちも高齢

者が働き続けることは価値のあることだと思

っています。回答の中でまだお答えいただい

ていない点もありましたのでお願いいたしま

す。フィリピンのような途上国においては失

業率が高くなっています。そして若者も職に

就くために激しい競争が存在しています。こ

のような状況で、どうやって、高齢者にも元

気に働き続けてもらいながら、若者の雇用と

のバランスをとることができるのでしょうか。

退職後にライフスタイルが変わって、急に体

の具合が悪くなるという話も聞きます。こう

いう高齢者に対して、若者からも、あまりに

も長居しすぎているのではないかと嫌な目を

向ける人たちもいます。 

 

私たちの失業問題については、労働力の移動

も 1 つの解決策かもしれません。しかし、フ

ィリピンのようにすでに海外に多くの労働者

を送り出している国にはジレンマもあります。

出稼ぎ労働者は、契約違反やジェンダー差別

の労働問題に関わる差別を受けていることが

多いのです。ありがとうございます。 

 

ダンカン・C・キャンベル ILO 雇用政策部長： 

ご質問、ありがとうございました。大変興味

深い点をご指摘いただきました。最初の点に

関して、はたして高齢者たちが若い人たちの

職を奪っているというのは本当でしょうか。

EU においては、そのようなことがないのは確

かです。それについてはデータもあります。

フィリピンの状況は調査してみないと分かり

ませんが、私が思うに、やはり適切な分業と

いうものがあるのではないかと思います。お

そらく年齢ベースの分業もあるかと思うので

す。また若者が高齢者の面倒をみるという点

については、実際多くの若者は高齢者の面倒

をみていませんよね。 

 

またフィリピンの問題は、他の国々がかかえ

ている問題でもあるわけですが、新規参入者

を労働市場へ吸収するに足る需要が国内にな
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い点が問題だと思います。その解決策として

2 つの選択肢があるでしょう。一つは、フォ

ーマル部門の経済を十分に成長させること、

もう一つは海外への出稼ぎです。フィリピン

がこれに当たることはよく知られています。

フィリピンの労働者の方々は教育水準も高く、

どこででも職に就くことができるからです。 

 

先日の災害については心よりご冥福をお祈り

申し上げています。私の国も含め多くの国々

が手を差し伸べようとしています。我々は空

母ジョージ・ワシントンを被災地に向けて出

航させました。5000 人の兵士たちが乗ってい

ますがそのうち 1 割がフィリピン系の方々で

す。このように、フィリピンの方々は、例え

ば船員としても数多くを輩出しており、ジョ

ージ・ワシントンのような空母においても

色々な活動を行っているのです。国に送金を

しているフィリピンの労働者もたくさんいま

す。これは最高のことだと思います。政府か

ら、どうやって国民がもっと海外で労働する

ために送り出すことができるのか、相談を受

けるのですが、これは答えるのが大変難しい

問題です。本当は自分の国で仕事ができれば

と思います。移民労働というものは価値のあ

るものですが、議員の方がおっしゃったとお

り、移民労働者たちは、大変脆弱な立場にお

かれていると思います。フィリピンの方は世

界各地にいます。これは良いことだと思いま

す。送金額も大きくなっています。ILO は、

社会的な保護の側面に特に注意の目をむけて

います。 

 

議長： 

最後になりますが、ケニアの方お願いいたし

ます。 

 

 

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

就労に関する高齢者と若者間の競争について、

発表者の方に少し明確にしていただきたい点

があります。アフリカの若者は、政府は就労

年数を縮小する政策を考え出す必要があると

思っています。ケニアでは、55 歳でまだ仕事

に就いていると、若者からの圧力を感じるで

しょう。その年齢になっても退職しないのは

困るというのが、若者たちの考えです。若者

がなかなか職の機会にありつけていないから

です。どうすればバランスをとっていくこと

ができるのか、十分なリサーチがなされてい

るのでしょうか。労働力の問題に関しては、

フィリピンもアフリカも似たような状況にあ

ります。これらの国では、若者が雇用機会を

得ることが大きな問題になってきています。

そして高齢者にとっても、問題になりつつあ

ります。各国の政府はこの問題に対処するた

めに何ができるのでしょうか。 

 

ダンカン・C・キャンベル ILO 雇用政策部長： 

簡単にお答えさせていただきますと、まだ十

分なリサーチはなされていません。ケニアか

らも、そしてインドネシア、フィリピンから

も、同じ質問がありました。これはきっと大

きな問題なのでしょう。EU ではこれは問題に

なっておらず、それよりも賃金引き下げが問

題となっています。最低賃金未満で働く若者

の問題がある一方で、より収入を得て働いて

いる労働者についてもその保護の問題があり

ます。つまり、最低限度未満の賃金の存在が、

高い賃金を得ている人たちを解雇するインセ

ンティブになってしまうのです。これはあく

まで私の仮説なのですが、ケニアのような経

済においては、大規模なインフォーマル経済

があり、労働力を吸収するに足る需要が不足

しています。そしてインフォーマル経済ばか

りが成長しているというのが現状だと思いま
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す。サハラ砂漠以南の国々では、労働市場の

新規参入者のうち 9 割がインフォーマル経済

での雇用についています。私たちは、現状を

もっと知る必要があるのです。実証的な回答

ができずに申し訳ありません。ありがとうご

ざいました。 

 

 

 

議長： 

先生、ありがとうございました。皆様方を代

表いたしまして、大変素晴らしいプレゼンテ

ーションをしてくださったスピーカーの方に

感謝申し上げ、拍手を送りたいと思います。

色々なことを考えさせられたセッションでし

た。そして我々はまたこれから行動をとらな

ければならないのだと、改めて思いました。

ありがとうございました。 
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セッション 6 

 

パネルディスカッション 

地域における高齢化の現状と影響 
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セッション 6 
 

議長：フランシス・マルーズ議員 
パプアニューギニア 

 

 

略歴： 

1997 年国会議員当選。2007－12 年国内議会議長代理。2012 年より国会議員再選。 
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セッション 6 

 

モデレーター：渋谷健司  
東京大学大学院医学系研究科 国際保健政策教室教授 

 

 

略歴： 

東京大学医学部医学科卒、同年に医師免許取得後、帝京大学付属市原病院麻酔科医員（研修医）

として勤務。1993 年、東京大学医学部付属病院医師（産婦人科）を経て、ハーバード大学公衆衛

生大学院公衆衛生学博士号取得。同年、帝京大学医学部産婦人科助手、2000 年衛生学公衆衛生学

講師。帝京大学医学部助手、帝京大学医学部講師を経て、2008 年より東京大学大学院医学系研究

科 国際保健政策教室教授。2012 年からは一般社団法人 JIGH 代表理事も務める。 

 

 

では、午後のセッションを始めさせていただきま

す。ラップアップということで、最後のまとめに

なりますが、パネリストの方々からそれぞれの地

域における高齢化の現状と、社会および経済への

影響についてお話をしていただきたいと思います。 

 

これまで 1 日半の間に、健康な高齢化、高齢者の

労働市場への参画、その他高齢化に関する大きな

課題について、色々なお話をいただきました。で

きるだけインタラクティブな形で、エキサイティ

ングでダイナミックなパネルディスカッションが

できればと思います。 

 

それぞれのパネリストの方々にそれぞれ 10 分間

ほどお話をしていただきます。地域的な要素に焦

点を合わせていきたいと思います。最後に、人口

に関する 3 つの重要な問題に関しまして、特にま

とめていただければと思います。そして国会議員

として、この人口問題にどのように対応できるの

か、一言で簡単にまとめていただければと願いま

す。
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アルパイン・ホヴァンニシャン議員  

アルメニア 

 

 

この度、このような会議を開催していただき

ましたことにお礼を申し上げたいと思います。

これによって私たちは、世界中の問題に対し、

より知識を深めることができます。私たちは

共通の課題を抱えています。その課題に対す

る解決策を模索することにより、この会議は

成功裡に行われていると思います。この 2 日

間に、高齢化、出生率、その他私たちが直面

する課題の様々な要素についてお話を伺うこ

とができました。あまり長くはお話いたしま

せんが、皆様に 2 点程申し上げたいことがあ

ります。 

 

まずアルメニアは欧州の一角にある国ですが、

欧州においては、高齢化および出生率につい

ては、国によってその状況が異なるというこ

とです。類似している課題もたくさんありま

すが、数値は大きく違ってきています。その

ような意味で、欧州諸国全てを代表したお話

をすることはできません。ただ当然ですが、

類似の課題が欧州の国々に存在しています。 

 

現在、アルメニアにおける 65 歳以上の高齢

者人口は総人口の約 11%を占めています。寿

命は女性が 74 歳、男性も大きな違いはありま

せん。国連の分類によりますと、65 歳以上の

高齢者人口が 7%を超えているアルメニアは

高齢化社会であるということになります。し

かし、高齢化は私たちの唯一の人口問題では

ありません。多くの欧州の国と同様に、アル

メニアにおいても、出生率の低さが問題にな

っています。人口・保健調査によれば、アル

メニアの出生率は女性 1 人当たり 1.7 人です。

人口再生産率で言えば、2.1 かそれ以上でなけ

ればなりません。これにはいくつかの理由が

あります。1 つは、我が国の不妊率の高さで

す。これは大変驚くべきデータであり、何ら

かの行動をとらなければなりません。そのた

めに私も含めた国会議員は、リプロダクティ

ブ・ヘルス／ライツに関する新しい法律改正

案を提出しました。モデレーターの方からも

国会議員の果たすべき役割についてお話があ

りましたが、どの国においても国会議員の役

割は同じだと思います。私たちは、法律を承

認することによって、少なくとも状況を是正

する試みをするべきです。 

 

すでに述べたとおり、私たち議員グループは、

高い不妊率の現状を改善するため、リプロダ

クティブ・ヘルス／ライツに関する新たな法

律改正を提案しました。現在アルメニアでは、

人工授精、体外受精、代理母出産等の補助的

生殖技術が利用できます。様々な種類の不妊

症に関わる問題を抱える数多くのカップルが

そうした医療手段に申し込みをしています。

しかし、多額のコストがかかり、全ての夫婦

が必ずしもこのようなサービスを受けること

ができるわけではありません。私たちが提出

した新しい改正案においては、政府が、低所

得の家族を対象に、補助的生殖技術の利用に

財政的な支援を行うというものです。あまり

にもコストがかかる代理母出産に関しては除

外されていますが、人工授精や体外受精等は、

低所得層の夫婦にも提供されるということで

す。これによって、この分野の医療がさらに

利用しやすくなり、我が国の人口動態が改善

されることを期待しています。2013 年の 11

月にこの改正案は通過しました。まだまだ導
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入されたばかりですが、これから新たな機会

が我々に与えられ、状況が改善されることを

願っています。ここで得た経験をそれぞれの

国で活かすことができると確信しています。

ご清聴ありがとうございました。 
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ヘティファ・スジャイフディアン議員  

インドネシア 

 

 

ご紹介ありがとうございました。ご出席の皆

様、議員の先生方、このような時間を共有で

きましたことを大変喜ばしく思います。イン

ドネシアについて説明をしたいと思います。 

 

インドネシアの総人口は 2 億 5000 万人近く

に達しており、世界第 4 位です。高齢者人口

は 1 割未満で、2010 年には 1810 万人で人口

の 9.6%でした。しかしこの数字は、2025 年

に 3600 万人、2050 年には 8000 万人に増える

と予想されています。またインドネシア保健

省の推定では、健康な高齢者は全体の 1.8%に

すぎません。すなわち、1770 万人の高齢者が

ヘルスケアを必要としているのです。よって

インドネシア政府は議会と協力して、「高齢者

社会保障」法をとりまとめました。来年から

国民皆保険を導入いたします。2 年後の 2015

年には、高齢者のための保険と年金を導入い

たします。 

 

2010 年に 70.6 歳であった平均寿命は、2014

年には 72 歳になると見込まれています。イン

ドネシアの高齢者が抱える健康問題は主に、

視力や聴力の衰え、あるいは歩行能力の衰え、

そして臓器障害です。インドネシアではすで

に、1998 年に高齢者の福祉についての法律第

13 号が定められています。 

インドネシアの人口構造を見ると、現在は生

産年齢人口が最大部分を占めており、高齢者

の占める割合は 10%未満にすぎません。しか

し、高齢者の社会保障についての法整備を進

めていきたいと願っています。今回この会議

に参加し、日本や他の国々の経験から学ばせ

ていただきました。インドネシアに戻って新

たな政策や法律を策定していきたいと思いま

す。ご清聴ありがとうございました。 

 

モデレーター： 

ヘティファ・スジャイフディアン先生、あり

がとうございました。国民皆保険制度や高齢

者のための長期保険・年金制度の 2015 年導

入を目指しておられるインドネシアの積極的

な取り組みについてお話しくださいました。

大いに期待できる計画であると思います。し

かし同時にこれで目的が達成されたのではな

く、新しい挑戦の始まりであり、これは日本

も直面しているのと同じ課題です。これから

も共に学ぶべきことがさらに多くあると思い

ます。ありがとうございました。 

 

次はザンビアのポニフェス・ムタレ議員です。

よろしくお願いいたします。 
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ボニフェス・ムタレ議員  

ザンビア 

 

 

ありがとうございます。まずは会議主催者に

対し、このような会を開催していただき、様々

な経験を共有する機会を与えてくださったこ

とに御礼申し上げます。 

 

アフリカはまだ開発途上にあります。そして

このような場で、他国で起きていることにつ

いて洞察力に溢れたご意見を聞かせていただ

くことは、アフリカの国々、特にザンビアに

とって大変有益なことです。 

 

ザンビアに関する話に限定し、短くお話させ

ていただきます。ザンビアは、国土面積

752,612 平方キロメートル、人口はおよそ

1310 万人です。1980 年、1990 年、2000 年、

そして 2010 年の何十年にもわたる国勢調査

を通して、我が国の人口が増え続けているこ

とが確認されています。1982 年の 560 万人か

ら、2010 年には 1396 万 6 千人に増えました。

ザンビアの人口増加率は、1980 年から 1990

年までは 30.4%、1990 年から 2000 年までは

30.9%、2000 年から 2010 年までは 32.4%でし

た。私たちの国の年齢構成についての関心は、

若年層が多いか、高齢層が多いかということ

ですが、ザンビアの年齢構成の説明には様々

な評価尺度が用いられます。国勢調査を見て

みると、若い世代が多いことがわかります。

人口ピラミッドで言えば、若年層が多く、年

齢が増すに従って人口の割合が減少する形に

なっています。若年層が過半数です。このよ

うな状況にあるため、65 歳以上の人口が総人

口に占める割合は 5%未満となっています。

このことからもザンビアの人口が若いことが

わかります。2000 年には、65 歳以上の高齢

者の割合は総人口の2.7%でした。これが2010

年になると 2.6%とやや下がっています。また、

農村地域における 65 歳以上の割合は、2000

年に 3.5%、2010 年に 3.2%になっています。

しかしこれは、都市部に比べれば高く、都市

部では 2000 年に 1.3%、2010 年に 1.8%でし

た。すなわち高齢者の割合は都市部より農村

部で高いことがわかります。 

 

出生率の高さから若年層が多くなっているの

がザンビアの現在の状況です。ここにグラフ

があります。TFR が 7.2 から 6 に下がっていま

す。農村部では 7.2 から 6.2 に、都市部では

7.6 から 2.9 にまで下がりました。とはいって

も依然として出生率は高いままです。しかし

出生率の低下は、人口のわずかな高齢化を示

しています。そしてこれは乳幼児死亡率が高

いこととも関係しています。若い人口のほう

が高齢層より多いのは、日本と逆の状況です。 

 

高齢者人口が非常に多くなってくると、昨日

からずっと話し合われてきたような様々な問

題が生じます。すなわち、高齢者が仕事を手

放さず、例えば経験を買われて働き続けると

いうことがあります。55 歳の定年を過ぎて働

くことを禁止するような法律はありませんが、

我が国には最長 4 年の契約を結んで就労を延

長できるという規則があります。これによっ

て高齢層が退職しないため、若者が問題を抱

えていることも事実です。 

 

一方で、ザンビアでは、大企業に勤める人び
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とに関連した問題も起きています。大企業に

勤める方々が退職すると、村落に帰って、生

活スタイルが変わります。すると彼らはあま

り長生きをしない、という傾向があります。

都市の生活から農村部での生活に生活様式が

変わることが一因です。よって村落に戻らず、

都市部にそのまま残って生活する人が増えて

います。しかし都市部での生活はコストがか

かり、自活できない状況に陥ります。働いて

いる間は会社から病院代、薬代、その他諸々

を支給してもらえましたが、退職してしまう

と、人生が非常にみじめになってしまいます。

退職金はありますが、一部の人については、

退職後に生活を支える保険もなく、非常に生

活が苦しくなります。また、退職後に長期的

な投資をする人もいますが、事業が失敗して

非常に惨めな状況に陥る方もいらっしゃいま

す。このように生活が成り立たないことで、

とても不健康な生活になる人もいるのです。 

 

農村部、都市部を比べると、農村部の高齢者

はより健康な生活を送っていることがわかり

ます。化学添加物の入っていない食品を食べ、

菜食主義の人びとが多くいます。都市部では、

例えば 6 週間ブロイラーとして育てた鶏等を

食べている人が多いのですが、村落での生活

は、地元のフルーツや野菜を中心に、より健

康に良い食生活をしているという状況があり

ます。また薬も、生薬等を使うので長生きを

する傾向があります。都市部と農村部の高齢

者を比較すると、都市部の高齢者の方が問題

は大きいのです。それはある意味産業化によ

る後遺症ともいえます。例えば地下経済で働

いている人は、様々な病気にかかる可能性が

あります。健康保険や医療保険に加入したこ

ともないので、退職後は医療費を賄えない人

も多いわけです。 

 

そのような状況の中で、多くの課題が生じて

いますが、今回の会議での話し合いから学ぶ

ことができると思います。退職後には様々な

問題が生じますが、途上国はそれぞれに政策

を策定して、高齢者を支援していかなければ

ならないと思います。 

 

地元の格言で、「高齢者を追い払うことはでき

ない、高齢者の問題は、いずれ自分の問題と

あるため、若者は親からアドバイスをもらっ

て対応するのだ」というものがあります。高

齢者の世話をすることは、我々の国でも重要

であるとみられているのです。高齢者は社会

の一員であり、そして我々を産み育ててくれ

た世代ですので、尊厳を持って対応すること

が必要です。彼らを尊敬することで、退職後

も、高齢者から多くのことを学ぶことができ

る機会があると思っています。 

 

モデレーター： 

ボニフェス・ムタレ議員、素晴らしいお話を

ありがとうございました。ムタレ議員は、ザ

ンビア・ラグビーユニオンの終身会長であり、

著名なラグビーの選手でもあった方です。 

 

最後ですが、アルゼンチンのリノ・ウォルタ

ー・アギュイラ議員です。州の副知事、労働

大臣等として活躍されました。現在アルゼン

チン議会の副議長をお務めです。 
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リノ・ウォルター・アギュイラ議員  

アルゼンチン 

 

 

主催者の皆様、このような会議を開催してく

ださりありがとうございます。また皆様にも

ご挨拶申し上げます。 

 

ラテンアメリカは、経済成長という点では国

によって状況は違いますが、全体としては豊

かな社会であると思います。私たちは、ラテ

ンアメリカに存在する、社会的な、様々な状

況を改善したいと思っています。 

 

私は 1945 年に結成されたペロン党の党員で

す。社会正義を理念に掲げた政党で、アルゼ

ンチンの労働者階級を代表した政党です。皆

様からお聞きしたいのですが、労働者を代表

する政党に所属する方、いらっしゃいますか。 

 

この 10 年、アルゼンチンでは多くの重要な

変化がありました。その 1 つは、一人っ子に

対する補助金です。また、失業すると、生活

を扶助するために失業手当を政府からもらえ

るようになりました。 

 

アルゼンチンでは、地方レベル、州レベルで

も社会的政策に取り組んでいます。私の出身

地であるサンルイ州でも、社会問題に取り組

んでいます。例えば、労働者は世帯を持つだ

けで 70 ドル受給することができ、国民が家庭

を築くことを重視しています。また、年齢を

問わず、国民がスポーツに参加するよう促す

政策も行われています。 

 

社会保障・保健制度については、公正なシス

テムになっています。払い込み額に関わらず、

同じレベルの保障、同じレベルの医療を受け

ることができます。アルゼンチンの国土は広

いのですが、人口は少ないのです。国民に対

する給付という点では、高齢者もきちんとし

た給付を受けることができることを原則にし

ています。 

 

この会議に参加でき、多くのことを学ぶこと

ができました。アルゼンチンに帰りましたら、

国レベルだけでなく、州レベルでも様々な提

案をしていきたいと思います。 

 

私は国会議員として、これまで 3 件の法案を

提出しました。1 つはすでに法制化されたア

ルツハイマーに関する法律です。アルゼンチ

ンのアルツハイマー患者は 4000 人を数えて

います。予防的治療を施し、十分なケアが受

けられるようにし、アルツハイマー患者を対

象とする特別センターを数多く設置する計画

です。もう一つは中毒防止に関するものです。

タバコ等の一部製品のラベル表示について提

案しました。いわゆる防止策です。タバコは

ソーシャルステータスであるかのように思わ

せるコマーシャルが流されていますが、これ

は事実に反する内容であり、タバコの中毒を

防止することが重要な問題となっています。 

 

アルゼンチンのもう 1 つの問題は肥満です。

これについても、私は、ラベル表示に関する

法案を出しました。パッケージにカロリーや

健康に影響を及ぼしうる事項を詳細に表示す

べきというものです。皆様、この会議に参加

させていただき本当にありがとうございまし

た。 
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モデレーター：  

リノ・ウォルター・アギュイラ議員ありがと

うございました。それではコメントをいただ

きたいと思います。多様な問題がございます

が、共通している問題も多いわけです。高齢

化は、発展や人としての問題だけでなく、安

全保障の問題であり、社会保障はもちろん、

人間の安全保障または国レベルの安全保障の

問題でもあると思っています。インドネシア、

そしてザンビアの議員の皆様からこの問題に

ついてお話を伺いましたが、高齢化を安全保

障の問題、社会保障に限らず、個人の安全保

障、世帯の安全保障、人間の安全保障といっ

た問題と捉えたときにどのように対応いたし

ますか。具体的に国会議員として、どのよう

にこういった安全保障の問題としての高齢化

に取り組むおつもりでしょうか。 

 

ヘティファ・スジャイフディアン議員（イン

ドネシア）： 

ありがとうございます。インドネシアにおき

まして、社会保障や保健医療だけでなく、ベ

ーシック・ニーズの問題にも取り組んでいま

す。中学校、高校は無償教育になっています。

現政権の下、議会も一緒に、基本的な人間ニ

ーズに取り組んでいます。 

 

モデレーター：  

同じ質問ですが、ザンビアのムタレ議員、こ

の高齢化や高齢者の問題について、どのよう

にして安全保障の問題として取り組むかとい

うことにコメントありますか。 

 

ボニフェス・ムタレ議員（ザンビア）： 

ありがとうございます、渋谷先生。高齢者の

ケアというのは、全員の総意が必要な問題だ

と思います。高齢者を遺棄するというのは人

道的なことではありません。しかし、まず取

り組むべきは、どのような計画を実施するの

かということです。議員としては円卓会議を

行い、当局と話をし、退職後の高齢者に対す

る待遇をどのように始めることができるかを

話し合わなければなりません。日本の経験に

ついてはすでに学ばせていただいています。

高齢者向けのプラグラムを始めました。特に

日々の生活おいて活発に活動している高齢者

のプログラムというのは非常に素晴らしいと

思うので、ここで学んでいき、そして私たち

の同僚議員で共有し、どのような介入をすれ

ば、高齢者に対してどのような対応ができる

のか話し合いたいと思います。 

 

引退された高齢者の中には、家族と一緒に住

んでいる方々もいます。子どもがいる人もい

れば、いない人もいます。アフリカで拡大家

族という概念がありますが、両親だけではな

く、その叔父、叔母についても、例えば父親

の男兄弟であるとか、女兄弟であるとか、そ

ういった拡大家族に対しても世話をするとい

うのは、アフリカの我々の国の伝統です。拡

大家族といった枠組みの中で、世話をすると

いう、絆を大切にするそういった概念は、ア

フリカでは大きなものがあります。他の親族

に関しても、見捨てておくことはないという

ことです。 

 

勤労者については、フルタイムで働いていて、

保険に加入して方々がいますが、保険の問題

というのは、軽視されがちです。ただザンビ

アでは勤労者を対象とした年金システムがあ

り、それは任意のシステムです。こういった

年金制度に加入しますと、一時金が出ます。

また、毎月いくばくかのお金が給与のような

形で支払われます。本人が亡くなった場合に

は、正確には記憶していませんが、子どもが

18 歳か 21 歳になるまで給付が支給されます。 
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重要なことは、我々議員として、高齢者層に

ついて、引退後、退職後、どのように生活す

るかということを真剣に考えるという態度を

持つよう国民に働きかけていくことが必要だ

ということです。 

 

私たちはそれほど真剣に考えていないようで、

例えば、私の出身地であれば、退職してから

初めて今後どうするかを考え始めまる人が多

いようです。例えば、農業を始めるにしても、

まだ元気で力があるうちに、土地を買ったり、

そこに引っ越して定住する等、農業に投資す

るのではなくて、退職する直前まで働いて、

そして年金を全て投資につぎ込み、お金がな

くなってなにも身動きがとれなくなるという

ことがあります。退職後の人生のどのように

備えるか、というそういった計画を立てると

いうことを教育しなくてはいけないと思いま

す。 

 

基本的な医療保険もまだ存在していません。

高所得者層のものだけです。低所得者はこう

いった保険、保障がありません。農村部も懸

念される一つです。農村部の方々は、例えば、

生命保険の保障を受ける機会すら与えられて

いないのです。政策決定者、議員は頭をつき

合わせて、こういった村落に住む、農村部の

方々に対してどうするのか、自分たち自身で

は、人生を管理する経済的余裕のない人に対

してどうするのかということを話す必要があ

ります。そして高齢者の医療制度も考えなく

てはいけません。ザンビアの医療サービスは、

特別な治療を希望する人以外は、全ての国民

に対し無料です。そして 65 歳以上は無料で

す。 

 

モデレーター：  

ザンビアの高齢化問題に対するアプローチに

ついて包括的なお返事、ありがとうございま

した。ではそちらの方、コメントがおありで

しょうか。 

 

ヘティファ・スジャイフディアン議員（イン

ドネシア）： 

私たちインドネシアに関して情報を提供した

いと思います。まず議員として、法律制定に

おける 3 つの職務があります。第一は高齢者

のため、そしてまた社会保障のための法律を

定めること。第二は、予算の承認です。イン

ドネシアにおいては政府と議会が話し合って、

徐々に高齢者向けの政府支出を増やすわけで

す。途上国であるインドネシアは、予算が限

られていますが、高齢者問題については関心

も高く、政府支出を増やします。第三は、予

算執行に関する監督です。 

 

インドネシアにおいては、高齢者のための社

会サービスもあります。高齢者のためのヘル

スセンターと呼んでおり、ワンストップサー

ビスのようなプログラムを提供しており、高

齢者はケアを受けている時に移動の必要があ

りません。全国 231 の地域に 528 の高齢者向

けヘルスセンターがあります。ジョグジャカ

ルタには高齢者にやさしい町というのがあり

ます。そしてまた、ソーシャルハウス、在宅

ケアサービス、個別の社会経済サービス、さ

らに、高齢者の経済的な状況を改善するサー

ビスもあります。以上、情報までです。あり

がとうございました。 

 

モデレーター：  

ありがとうございました。これまでシステム

の持続可能性について一貫してお話を聞いて

きましたが、高齢者に焦点をあてがちですが、

おっしゃったとおり、やはり広範囲な政策観

点から、この出生率問題、若い世代にも目を
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向けるということが大切なことです。 

 

日本においてはとりわけ、多くの国会議員が

高齢者を重視します。高齢者にはお金もあり

ますし、そして発言権も、投票権もあります

から。投票される過半数は高齢者ですので、

そういう意味で私たちはこれをシルバー民主

主義と呼んでいます。社会を変えるというの

は大変難しいことです。どうやって持続可能

性を確保するかが課題です。 

 

お金を生み出し、持続可能性を維持するため

には若い世代も必要です。しかし、持続可能

性の問題として、高齢者の切迫する問題にも

対処していかなければなりません。どのよう

にバランスをとっていったら良いのでしょう

か。アルメニアの議員のほうから何かコメン

トはおありでしょうか。 

 

アルパイン・ホヴァンニシャン議員（アルメ

ニア）： 

おっしゃるとおりです。私は若い世代の問題

に焦点をあわせましたが、申し上げましたと

おり、我々の人口の 11%近くが高齢者という

ことですので、私たちの国でも、高齢化が進

んでいるということです。 

 

毎日政府は高齢者を対象とした色々な計画を

設けようとしています。例えば、日本に来る

前に国会で予算審議があり、2014 年の 1 月か

ら高齢者への財的支援を 15%増やすという

ことになりました。インドネシアの方がおっ

しゃったとおり、アルメニアも開発途上国で

すので、それほど大きな予算はありませんが、

良い条件を整えようとベストを尽くしていま

す。 

 

そして特に 1 つ わがアルメニア人のコミュ

ニティ、メンタリティの特徴についてお話を

させていただきますと、アルメニアでは、高

齢者の多くは、若い家族と一緒に生活をして

いて、これが我々のメンタリティの特徴とな

っています。例えば、高齢者のための施設は

あまりありません。だからといって、全くそ

ういう施設がないわけでもないですし、施設

の状況も改善しようとしていますが、高齢者

は傾向として、若い世代と同じ屋根の下で生

活をしているので、私たちの社会においては

それほど目立った問題ではありません。 

 

モデレーター： 

アルゼンチンの場合はどうでしょうか。持続

可能性という観点で、高齢化と若い世代の問

題について公的政策の中でどのようにバラン

スをとって対処していますでしょうか。 

 

リノ・ウォルター・アギュイラ議員（アルゼ

ンチン）： 

まず、申し上げたいことは、日本から多くの

ことを学ばせていただいており、これを是非

アルゼンチンに持ち帰らせていただきたいと

思います。アルゼンチンにおいては、医療、

年金はもとより様々な手当を支給する組織化

された社会保障制度があります。 

 

また、退職者には社会保障がありますし、退

職しておらず、特別年金も少ない方々は、特

別な政策の下で健康保険の手当てが得られま

すが、大変コストがかかる疾病についての改

善努力も行っています。アルゼンチンに戻り

ましたら、高齢者と若者が共存できるための

政策を構築できるよう、国レベルそしてまた

自治体レベルにおいて分野横断的な視点を導

入していかなければならないと考えています。 
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モデレーター： 

どうもありがとうございました。ではこのセ

ッションをそろそろ終了させていただきます

が、私たちがここで認識しなければならない

ことは、共同学習というものをこれからもプ

ロセスとして続けていく必要があるというこ

とです。それは、相互尊重の精神と、経験と

知識を出し合っていくことがとても重要だと

思うからです。そして最後に私のとなりにい

らっしゃる同僚が発言されたいということで

す。お願いします。 

 

ヘティファ・スジャイフディアン議員（イン

ドネシア）：  

私がまとめるということではないのですが、

若者について一言申し上げたいと思います。

現在我が国の人口構成は、若い生産年齢人口

が多くを占めています。若い方々がお金を稼

ぎ、そして先進国からの投資をひきつけるの

も若者です。世界第 2 位の経済成長率 6.5%を

達成できているのもそうした理由からである

と思います。 

 

モデレーター：  

パネリストの皆様、素晴らしいお話をありが

とうございました。フランシス・マルーズ議

員に次のインタラクティブなセッションの議

長をお願いしたいと思います。マルーズ議員

は、パプアニューギニアの議員です。2007 年

から 2012 年まで、国会の副議長を務めてい

らっしゃいました。パプアニューギニア大学

で公共政策を専攻され、経営管理学士号を取

得されています。ヘリコプターも操縦できる、

素晴らしいスポーツマンでもありまして、政

界に入られる前はビジネスマンとしても成功

を収めていらっしゃいました。もちろん素晴

らしい政治家です。 
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討  議 

 

 

議長： 

渋谷先生、素晴らしい暖かい歓迎の言葉あり

がとうございます。また、4 人のプレゼンタ

ーの方、ありがとうございます。 

 

そしてリソースパーソンンの皆様、昨日は国

会議員である我々がお話を聞いて消化し自国

に持ち帰る価値のある洞察に満ちたお話を伺

うことができ、ありがとうございました。 

 

また、わたくしは今日のこの 4 名のスピーカ

ーの皆様の素晴らしいお話に感銘を受けまし

た。大変有意義なお話でした。今回のプログ

ラムからの知識として、有効なアミノ酸、そ

して最新のアミノ酸の関する知識を活用して

お話をいただきたいというのが議長から皆様

へのお願いです。是非教育的な活動といたし

まして、我々がそれぞれ学びあって自国にも

持って帰れるようにお願いします。そして

我々自身がアミノ酸となれるようにしたいと

思います。 

 

早速ディスカッションを始めたいと思います。

昨日、今日とリソースパーソンからプレゼン

テーションがあり、今回は 4 人のスピーカー

からスピーチがありましたので、有意義な最

新の話をここから進めていきたいと思います。 

 

クリス・バリョムンシ議員（ウガンダ）： 

ありがとうございます、議長。まず 4 人のパ

ネリストの方々にお礼申し上げたいと思いま

す。まず、このアフリカの議連を代表して、

先程のザンビアの同僚のプレゼンテーション

にさらにアフリカ地域の観点から付け加えて

少しお話させていただきたいと思います。 

 

アフリカは人口という面では一番若い大陸で

す。現在の推定人口は 12 億。2050 年にはこ

れが 2 倍になると予測されています。他の大

陸ではなぜ人口の増加傾向から減少へと逆転

しうるのでしょうか。アフリカも増加が逆転

することになるのかどうか、私は分かりませ

んが、しかしそれは、私たちがアフリカの大

陸の指導者として、人口増加の問題に対処す

るためどのような決断をするかにかかってい

ます。 

 

アフリカの国のほとんどは、まだ人口転換の

初期段階にあることから、人口の年齢構造で

一番多いのは若者と児童です。分析によりま

すと、特にアフリカ南部では出生率の転換が

見られます。また、アフリカの北部、例えば

チュニジア等では人口転換が完了しています。

従って、今アフリカで私たちの関心事は、ど

のようにしたら、人口ボーナスを享受できる

よう適切な意思決定を行うことによって、各

国が人口の配当を得る手助けできるかという

ことです。 

 

国によっては出生率が低下しています。また

医療の改善によって、寿命も長くなっていま

す。つまり、人口の高齢化ということがすで

に見られます。30 年、40 年前に比べて、現

在、寿命は 67 歳となっています。HIV AIDS

の影響もあり、ここ 20 年ほどの間、40 歳、

50 歳へと寿命が短くなりましたが、医療サー

ビスへの公平なアクセスや HIV の感染率の低

下によって、出生時平均寿命が上がり始めま

した。高齢化の要素がすでに見られています。

そういうわけで、若者人口が大きいという現
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象と、高齢化がすでにアフリカでも見られ始

めているという 2 つの現象があるということ

です。 

 

では何をすれば良いのかということですが、

この人口の配当という課題に備えることです。

私たちは、アフリカの指導者として、政策立

案者として、高齢化に備えるための計画立案

を始めるべきです。もし今やらなければ、日

本や西洋のような事態になってしまいます。

そのため今、計画しなくてはならないのです。 

 

高齢化は、日本や他の地域よりももっと急速

にやってくると思います。そういうわけで、

私たちは人口と開発に関する議員フォーラム

を結成し、数々の介入を行っています。その

一つは、法律モデルの開発で、これを各国議

会に提供するつもりです。例えば、法制面で

どうやってこの人口高齢化に対応するのかと

いうことです。それから国会議員が、日本等

のアフリカ以外の国を訪れて、各国の状況を

学ぶ交流事業をすべきであり、そうすればこ

うした課題に向けて早くから計画を立てるこ

とができると考えています。 

 

最も重要なこととして、とりわけ高齢化をは

じめ、これらの課題に対応できるよう、政府

レベルで政策や介入の改革を行うよう各国政

府に関与を促すことです。以上、参加者の皆

様に、私たちアフリカの議員がなぜこの会議

に参加し、皆様のプレゼンテーションを熱心

に聞き、アフリカにとって大問題になる前に

人口の高齢化問題にどのように取り組むべき

かを知りたいと思っているかをお知らせした

いと思った次第です。 

プレゼンテーションを大変面白く聞きました。

人口の高齢化にどう対処したらいいか、参考

になりました。ありがとうございました。 

議長： 

ウガンダの議員の方、ありがとうございます。

インドの方どうぞ。その後でフィリピンの方、

お願いします。 

 

パルチャンドラ・ムンゲカー議員（インド）： 

このように何回も発言するのは、ちょっと罪

悪感がありますが、ご辛抱ください。3 点ほ

どお話ししたいことがございます。まずは、

開発の持続可能性とは何かを定義することな

く、何百回も持続可能な開発という言葉を使

っています。持続可能な開発とは、天然資源

や物的資源が近い将来枯渇しないような形で、

将来の世代が自活していけるような思慮分別

のある形で、その資源を活用していけるよう

にするということであると思います。それが

消費主義、富裕層による消費主義によって脅

かされています。例えば、アメリカでは毎日

淡水資源が 350 億リットル消費されています。

また、アメリカで、祝日、土曜日、日曜日に

使われているガソリンとディーゼルの消費量

は、人口 1 億 3000 万人のマハラシュトラ州

の全産業の消費量に相当します。第 1 点の開

発の持続可能性とは、現世代はこういった消

費主義を制御して、天然資源を将来の世代も

十分使えるような形で使っていかなくてはな

りません。これが 1 つ目の提案です。 

 

2 つ目の提案ですが、こういった高齢化、高

齢人口、そして人口転換に関して何をなすべ

きかという話をしていますが、それは国家の

政策によるものです。開発のモデルについて

議論することなしには、高齢化の問題という

のは、解決できません。ここで指摘したいの

は、様々な国で行われている緊縮政策です。

例えば、アジア諸国のことはさておき、ヨー

ロッパ諸国にとって最も重要な問題ですが、

ヨーロッパの国々は、福祉国家から離脱し、
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貧困層への住宅手当や様々な手当て、失業給

付等を取りやめて、差し迫った状況に陥って

います。そのことによって開発の既存モデル

への影響がどうなるのかということを議論し

ないまま、私たちは高齢者のためになにをす

べきかを提言しているのではないでしょうか。 

 

最後のポイントですが、例えば、社会の弱者

のケア、従属人口に対する責任はやはり国家

にあると思います。市場経済であれ、社会主

義経済であれ、それには変わりません。世界

のどこであっても、社会的弱者の利益や福祉

に影響を及ぼすような緊縮政策は容認できな

いものであり、緊縮政策によって社会の弱者

の福祉が犠牲にされることがあってはならな

いと思います。ありがとうございました。 

 

議長： 

インドでのご経験についてご意見どうもあり

がとうございました。では、フィリピンの方。 

 

ルスボミンダ・C・イアガン議員（フィリピ

ン）： 

どうもありがとうございます、議長。そして

プレゼンターの方々、各地域を代表してお話

をしていただきありがとうございました。フ

ィリピンの状況について簡単に紹介させてい

ただいてから、質問をさせていただきたいと

思います。 

 

フィリピンにおいては、高齢者が約 1 億 200

万人で、総人口の 5.97%に過ぎず、若い人が

人口の多くを占めています。高齢者はフィリ

ピンではシニア・シチズンと呼んでいます。

シニア・シチズン法というものがありまして、

60 歳に到達いたしましたら、高齢者カードと

いうものを申請できます。このカードで高齢

者は割引を得ることができます。例えば、薬

を購入するときに 2 割の割引です。また、社

会福祉省指定の食料品は 2 割です。そして、

国営航空を利用する限りは国内線も国際線も

航空賃は 2 割引、レストランで飲食をすると

きも 2 割引です。 

 

医療サービスにおいて他の国々が提供してい

るものについてもっと伺いたいと思いました。

いくつかの国からワンストップサービスセン

ターについて何度もお話がありましたが、で

すがワンストップサービスセンターでどのよ

うな医療サービスが提供されているのかお教

えいただきたけますでしょうか。私たちもそ

の手続をよく調べて、政府がそのようなサー

ビスを提供できるように法案を起草したいと

思います。高齢者の面倒をみるのは政府にも

大きな責任であるという点については私も全

く同感であり、従って、議員として既存の政

策に目を向ける必要があります。高齢者が享

受できる便益を提供することは、国全体の責

務です。ワンストップサービスセンターにお

いてはどういうサービスが提供されているの

か、お話いただけますでしょうか。多くの議

員の先生方がワンストップサービスセンター

の話をされたのでお願いします。 

 

議長： 

では、プレゼンターの方々に、ご発言された

点に配慮していただいて、ご質問に後程答え

ていただきたいと思います。アルバニアから

お願いいたします。 

 

ヴァレンティナ・レスカイ議員（アルバニ

ア）： 

欧州の国々でも違いはありますが、私の同僚

がプレゼンテーションでおっしゃったとおり、

大体同じようだと思います。わが国アルバニ

アにとって重要なことは、私たちセルビアで
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も、モンテネグロでも、他の国でも、少なく

とも同じ地域では、同じように重要で、私た

ちは同じような問題を抱えていると思います。

大変残念なことに、高齢化というのは我々が

優先している課題の 1 つではありません。し

かしこれは大変重要な問題なので、いかにし

たら私たちこれを優先課題にすることができ

るかが、私たち議員の職務であると思います。

第一は、法的・政策的枠組みということです

が、これはカイロ行動計画に基づくものです。

我々は批准していますので、何を成し遂げた

のかということをやはり吟味する必要があり、

政府は説明しなければなりません。では、法

的・政策的な枠組みだけで十分でしょうか。

そうではありません。我が国は移行期ある国

ですが、多くの国と同じように、良い法律・

政策が設けられるわけですが、現実とそうい

う仕組みとの間の溝というものが大きく存在

しています。それをどうやって埋めていくこ

とができるか、ということです。机上では大

変よく見えるわけですが、その実践が人びと

の生活にどのように影響しているかの問題で

す。議員として、良い法律・政策を策定する

ことに加えて、行政府がどのようなことを行

っているかを厳しく監視・監督する必要があ

ります。 

 

そしてもう 1 つ、私たちがやらなければなら

ないことは、こういう問題に関しましては、

地域的に、そして地球的規模で検討を行って

いく必要があります。グローバル化が進んで

いますので、地域的な問題のみならず、国際

的な問題になってきています。アラブの春に

おいても、東欧で共産主義が崩壊したときに

も、どのような変化が訪れたか。多くの人が

国外に移住しましたが、どのような問題が生

じているのでしょうか。今、私たちの国では

どのような高齢者問題が存在しているでしょ

うか。 

 

ギリシャ、イタリアで 20 年以上仕事をして

きた高齢者がいますが、母国に戻ろうと決意

しても、社会保険もなく、年金もない生活と

なるので退職できないままとなっています。

これは、地域的、国際的な取り組みなくして、

国レベルでは解決できない問題です。都市化

も進んでおり、それによって色々な問題も浮

上してきています。 

 

もう 1 つ、私が強調させていただきたいのは、

人権に配慮したアプローチ、人権的視点をと

っていく必要があると思います。私は議会で

も訴えています。例えば、高齢者の問題に関

しても、サービスを提供するにしろ、薬を提

供するにせよ、それだけは不十分で、人権的

配慮が必要になってきます。そしてまた年齢

差別も、ジェンダー差別も、今もなお存在し

ており、年齢やジェンダーの政策を主流化す

る必要があるわけです。 

そして最後の点として指摘したいのは、もっ

ともっと官民の連携というものを図っていく

必要があるということです。私たちにはパー

トナーが必要であり、力を合わせることが必

要です。私もこのグループの創立者の 1 人と

して国会でこの活動に当たっています。 

ありがとうございました。 

 

 

議長： 

ありがとうございました。次にルーマニアの

方、お願いします。 

 

フロリアン・ボドッグ議員（ルーマニア）： 

議長からアミノ酸のコメントがございました

ので、一言申し上げますが、私は形成外科医

です。そして手術によってアンチエイジング
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を行っています。こういった医療スタッフに

よって、例えばアミノ酸とかプロテインとか

ビタミン D とか、その他化学物質を活用した

プログラムを提供できます。このようにです

が医療従事者は、寿命を延ばす手助けもでき

ますが、しかしもっと重要なことは、活力あ

る人生を実現することだと思います。そうし

た活力ある生活の実現のために法律を制定し

ていくことが国会議員としての私たちに役割

であると思います。ありがとうございました。 

 

議長： 

ありがとうございました。では最後に、ケニ

アの方、お願いします。 

 

フレデリック・オウタ議員（ケニア）： 

2 つ質問があります。一つは、ザンビアのプ

レゼンターの方への質問です。植民地独立後

人口が増え、1300 万人に達したというお話で

したが、現在どのような状況にあるかを伺い

たいと思いました。 

 

もう一つはアルメニアのプレゼンターの方へ

の質問です。アルメニアについては、不妊の

話がありましたが、不妊によって例えば閉経

前の不妊ということで、人口にどのような影

響をあたえるのかということについてお聞き

したいです。ケニアについて言いますと政府

は高齢化人口の現状把握を毎月行っています。 

 

もう 1 点として、医療保険への加入を高齢者

に推奨するべきです。ケニアにおいては、一

部の領域で若者と高齢者の間に厳しい競争が

生じています。高齢者が退職しなくては若者

の雇用の機会というのが非常に限られてきま

す。高齢者が退職する時には、医療保険に加

入するよう奨励することが大切で、健康問題

が生じた時には、この保険が面倒見てくれる

ようにしなくてはいけません。もう 1 つは、

被雇用者を対象とした退職金制度について、

政府は、高齢者対策の新しいより良い政策を

導入すべきであると考えます。しかし、全て

の高齢者が雇用されているわけではなく、農

業従事者、または畜産業等に従事していらっ

しゃる方もいますので、全ての人が退職金制

度の対象ではありません。退職金制度の対象

ではない人びとに対する対策をどうするかは、

政府の政策次第です。国会議員は、自国の全

ての地域においてこうした忘れられた人びと、

退職金制度の枠外にいる人びとにどのように

対応するかということを考える必要がありま

す。ありがとうございました。 

 

議長： 

ケニアの方、ありがとうございました。時間

が来ましたので、これで終わりにしたいと思

います。 

 

ご質問、特にプレゼンテーションを行われた

方々に対してご質問がおありでしたら、会議

が終わってからでもご自由にアプローチをし

ていただきたいと思います。 

 

我々は議員ですので、時間厳守でいきたいと

思います。日本ではちゃんと時間を守ります

ので会議は時間厳守で行きましょう。 

最後のまとめですが、私の国パプアニューギ

ニアはアジアにあるアフリカ（起源）の国で、

オーストラリアの上に位置し、インドネシア

と国境を接しています。私たちの国において

は、若い世代が年上の世代の面倒をみるシス

テムが残っています。しかしこれも、残念な

がら、開発が進むにつれて、海外からの影響

もあり、徐々に変わってきています。国は、

資源開発のため、投資家誘致を決めました。

開発業者に色々なインセンティブが提供され
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ると同時に、地元社会や先住民が忘れられつ

つあります。最近になって、これに対する非

難や不支持が出てきました。住民は社会的に

無視されている、周縁化されているように感

じ、国会議員に急速あるいは漸進的な変更を

求めています。若い世代はより急進的です。

私は、国民にとってなにがベストなのかを知

りたいと思っているのです。 

 

このような会議に来ることで、どのように近

代的なアミノ酸を摂取し、有機的にアミノ酸

と融合できるか洞察を得ることができます。

政策立案者として、自国のために何がベスト

なのかということを見極めていかなければな

りません。自国に貢献すべく、ここで得た素

晴らしい考え方を自分の国、議会に持ち帰り、

深刻な事態に陥る前に、パプアニューギニア

の高齢者の問題にも対処しながら、若者のこ

とにも対応していきたいと思います。 

 

プレゼンター、モデレーターの方々ありがと

うございました。皆様、このパネルディスカ

ッションにご参加をいただきありがとうござ

いました。 
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セッション 7 
 

宣言文採択に向けた討議 
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セッション 7 
 

議長：フレドリック・オウタ議員 
ケニア 

 

 

略歴： 

2007 年より国家議員。ニューヨーク市立大学で保健マネージメントの学士号取得。バイオラ大学

にて国際文化研究の修士号取得。 

 

 

フレドリック・オウタ議員の議事の下、人口と高齢化に関する様々な視点から討議が行われ、満

場一致で「人口と高齢化に関する国際国会議員会議宣言」が採択されました。  
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閉 会 式
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閉会式 
 

モデレーター：熊谷大 参議院議員 

 

 

皆様お疲れさまでした。最後となりましたが、

閉会式を始めさせていただきます。2 日間の熱

心な討議に感謝いたします。特に最後のセッシ

ョンは大変熱のこもったものになりました。 

 

私は熊谷大と申します。日本の国会の中でも最

も若い議員の一人として、本日の閉会式の司会

を務めさせていただきます。 

 

2 日間の会議を終えて、多くの優れた提案が皆

様から出されました。明日、皆様は実際に視察

という形でこの問題への日本の政策をご覧にな

るかと思います。実りある視察となるようお祈

り申し上げます。 

 

それでは、会議が閉会となるのは寂しいですが、

早速始めさせていただきます。まず、この会議

の共催者である UNFPA のアンネ・ビルギッテ・

アルブレクトセン事務局次長よりご挨拶をいた

だきます。 
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挨  拶 

 

アンネ・ビルギッテ・アルブレクトセン  

UNFPA 事務局次長 

 

 

略歴： 

デンマーク政府および国連機関等の開発や経営管理分野において 20 年ほど実務経験を経た

のち、1997 年から 2004 年まで UNDP のインドネシア事務所副常駐代表や UNDP 本部のマネ

ジメント・アドバイザーとして勤務。その後 2004 年から 2006 年まで UNFPA のトルコ事務所

代表、およびアルメニア事務所、グルジア事務所、アゼルバイジャン事務所に所長として歴

任 

 

 

国連の UNFPA を代表し、皆様がこの会議に大

変活発に、そして積極的に参加され、2 日間

にわたって高齢化社会、経済、人口転換に関

してご議論いただきましたことに感謝の意を

表明いたします。これらの大変重要な議題の

様々な側面に光を照らし、ご検討いただきま

した。これから 3 分間お時間をいただきまし

て、皆様が先程決定された内容の中心的要素

であるパラダイムシフトについてお話をさせ

ていただきたいと思います。 

 

パラダイムシフトが世界のあらゆる社会で起

きています。その中で重点が置かれているの

は、人間の権利、年齢を問わず、安全な社会

で、尊厳を持って生きていける権利です。そ

してまた男女を問わず、若者であれ、高齢者

であれ、人間としての貢献と可能性が、我々

の政策議題において大変重要な部分を占める

ということです。 

 

今回の会議の他にも、このような国会議員の

集まりが行われており、今後 24 カ月間に、

世界のための新しい開発パラダイムをまとめ

上げます。 

 

MDGs（ミレニアム開発目標）が終了となり、

2000 年に掲げた目標が達成されて、大きな成

果が得られたものと願っていますが、今後、

新しい開発パラダイムが設定されることにな

ります。高齢化は、そのパラダイムの重要な

部分を占めています。国民皆保険制度（UHC）

もそうです。日本国政府もその開発議題にお

いて、UHC を課題の 1 つとして掲げており、

開発のパラダイムに盛り込まれることを皆が

願っています。人権も大切です。個人が差別

されずに、全ての社会的なサービスを利用で

きるように保障していくことです。 

 

UNFPA において私たちが願っていることがあ

ります。それは、皆様が国際人口開発会議

（ICPD）における残された議題を、これから

も取り上げていかれることです。皆様もご存

じのとおり、2014 年にはその開発アジェンダ

を取りまとめるに当たり、ICPD 行動計画採択

後 20 年の検証が行われます。ここで皆様に

確信を持ってお伝えできるのは、たくさんの、

大変チャレンジングな議題が協議されること

になるということです。高齢化もその一つで

す。それから若い女性の問題、また全ての市

民が差別されることなく生きていける社会、

性と生殖の権利そしてまた健康問題も 2014

年の議題に盛り込んでいく考えです。そして
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人口や開発問題に関心を持って取り上げてこ

られた全ての議員の方々がさらに力を入れ、

政府と市民社会と協働して、ICPD 行動計画か

ら 20 年後の人口と開発のための新たな議題

を定めるために協力して下さるようお願い申

し上げます。2015 年以降の開発アジェンダを

ともに考えていきましょう。 

 

パラダイムシフトが重要です。高齢化、人権、

人口、そして開発、どの問題も同じです。こ

うした皆様の努力が成果を挙げていくことを

お祈りしています。 

 

日本国政府に対し、この議題に対するご支援

のみならず、UNFPA ならびに世界で人口と開

発問題に取り組む全ての方々への支援に感謝

申し上げます。パートナーの皆様にも、お礼

申し上げます。ありがとうございました。 
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挨  拶 
 

P. J. クリエン 
AFPPD 副議長 

代読：パルチャンドラ・ムンゲカー議員 

 

 

議長、ご列席の皆様、議員の皆様、議員フォ

ーラム代表の皆様、インドから、心よりご挨

拶申し上げます。 

 

このような歴史的会議に参加させていただき、

主催者の皆様に感謝申し上げます。また閉会

式におきまして私の考えをお話しする機会を

頂戴し光栄に思っています。 

 

最初に取り上げたいのは、人口問題のとらえ

方についてです。これを、国の発展のどの段

階においても問題として捉えるのは間違った

考え方であると思います。 

 

経済成長は歴史的に見ても、人びとの積極的

な参画なしには、成し遂げることができませ

んでした。その参画は、生産性の向上、そし

て労働力を節約する技術的な発展に深く関わ

っています。しかし、発展の過程において人

が関わらないということは、想像できません。

教育を受けた生産的労働力が、経済発展の重

要な基礎となります。現代の先進国は、この

過程で成功しました。 

 

さて高齢化の問題ですが、まずその捉え方を

考え直さなくてはなりません。つまりどの時

点においても高齢者が社会の負担であるとい

う捉え方は変えなければなりません。平均寿

命の伸びは、経済発展の一番の基準の一つで

あると同時に目的でもあります。こうした理

由から、識字率と所得の他に、平均寿命を尺

度とする健康が、人間開発指数になっていま

す。これはすなわち、高齢者人口が多いとい

うことは、経済発展がもたらした所産である

ということです。 

 

日本は高齢化先進国ですが、それは日本だけ

ではありません。明治時代から日本は経済発

展を重ねてきた国です。高齢者を大きな課題

としてとらえるべきではないと思います。 

 

多くの高齢者を抱えた国では、高齢者が平和

に生きていけるように、社会経済的、文化的

な様々なサービス、サポートの提供が、それ

ぞれの国で必要であると思います。 

 

社会プロセスに高齢者を参画させ、その好み、

適性、そして能力に応じて高齢者を国づくり

に巻き込んでいく、そのことによって彼らを

国家の大きな資産に変えることができると思

っています。 

 

農業は、何千年もの間主要な産業でした。農

業従事者は、特に経済モデルには興味を持っ

ていません。また識字率も低く、年金もあり

ませんでした。しかし彼らの知識、知恵、経

験といったものは、非常に大きく、明るく、

そして教育的な性格を持っていたのだと思い

ます。今日の我々と比べても、素晴らしいも

のを持っていたと思います。 

 

こういった背景のもとで、インドの高齢者に

ついてお話します。インドは、社会指標にお

いて、識字率や保健面では大きな進展を見せ
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てきました。1951 年の平均寿命は 35 歳足ら

ずで、男性 35、36 歳、女性 32 歳でした。今

は 70 歳まで平均寿命が延びています。人口動

態を見ると、インドは世界でも最も若い国で

あるといえます。人口の 45%が 20 歳から 35

歳の年齢層に入ります。そして人口の 65%が

15 歳から 59 歳の現役世代です。インドは今、

出生率と死亡率の両方が大幅に低下しており、

人口転換論で言う第 3 段階にあるわけです。

従ってインドは、国内の増大する現役労働力

に、適正で有給の雇用機会を持続的に提供す

ることを目指しています。アメリカのシリコ

ンバレーのエンジニアのうち 50%はインド

出身です。 

 

ある時期、インドはいくつかのプログラムを

高齢者のために実施しました。いくつかお話

したいと思います。1 つは 65 歳以上の税制優

遇、2 つ目が、貧困ラインの下にある方々、

つまり 1 日 1 ドル 25 セント以下で暮してい

る方々への年金スキーム、3 つ目が 60 歳以上

を越えた市民に対するスキーム、4 つ目とし

て、インドは政府が国家の安全保障を確保す

るためにセキュリティアクターとして、国民

に対して穀物を提供しています。これが農村

部への栄養対策です。話し合いの中で、お話

する機会がありませんでしたので、共有させ

ていただきます。 

 

物質的な需要は人類の存在に必要です。しか

し必要ではありますが、それでは十分ではあ

りません。心理的な、どこかに帰属できてい

るという意識が、高齢者にとって大変重要な

ものです。私の観点から言うと、物質的な要

件に加えて、高齢者にとって必要なのは帰属

意識です。孤独感から解き放たれ、社会に帰

属している、家族がそこにいてくれるという

ことが必要です。そして彼女または彼が、誰

かに必要とされているということを感じるこ

とが必要なのです。もしそういった気持ちが

なければ、物質的な豊かさも無意味になりま

す。よって、物質的な要件とともに、社会的

な観点から見て、心理的な面を考えることが

必要です。 

 

私はこの世界のどこであっても人類の一員と

して誇りを持って死ねる存在でありたいと思

っています。高齢者の大きな問題の 1 つは心

理的な孤独感であり、帰属意識です。我々は

それぞれの社会生活においてこれらの側面に

対応し、ときに心理的ニーズの充足が物質的

な豊かさよりも重要な場合があることに留意

する必要があると思います。 

 

最後に、国連人口基金ならびに日本信託基金

に対し、高齢化を問題としてではなく、活力

ある社会経済発展の望ましい所産として捉え

るため、加盟国間の一層の協力を図っていく

よう強く訴えたいと思います。物質的かつ精

神的に豊かな長寿こそが経済発展の目的であ

ると思います。ありがとうございました。 
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挨  拶 

 

クリス・バリョムンシ 

UPFFSP&D 議長／APF 議長 

ウガンダ 

 

 

アフリカ地域の議員を代表いたしまして、ご

挨拶申し上げます。アフリカにまだいらした

ことがない方が多いと思いますが、アフリカ

にもたくさん良い点があります。暖かい大陸

であり、未来の大陸と呼ばれています。是非

アフリカにいらしてください。 

 

皆様、2 日間積極的に、かつ粘り強く会議に

ご参加くださいまして、ありがとうございま

した。また、ファシリテーターの皆様、素晴

らしい専門知識をありがとうございました。 

 

いま議員の皆様が人口や高齢化に関するテス

トを受けたら、全員が合格すると思います。

たくさんの有益な情報を得ることができ、帰

国後それぞれの国の状況を改善するのに役立

てられると思います。 

 

人口問題に関しては、実は今、アフリカが一

番深刻な問題を抱えていると思います。アフ

リカの現状を見てみると、高い出生率に伴い

高い人口増加率が見られる一方で、死亡率も

高いままです。HIV や他の疾病の蔓延も深刻

です。こうした問題を抱えるコミュニティの

政治家、また国会議員にとっては大きな挑戦

です。しかし、アフリカでは大きな進展も見

られています。ここで得られた知識、情報、

そして意見の交換を通じて、多くを学べたこ

とを嬉しく思っています。会議を通じて得た

全ての教訓と新しい知識を活用して、状況の

改善に取り組みたいと思います。 

アフリカの国会議員による新しいフォーラム

が結成されました。アフリカ人口・開発議員

フォーラムです。設立からまだ 1 年にもなり

ませんが、是非、皆様からご支援、ご協力を

いただき、高い乳幼児死亡率を下げていきた

いと思います。アフリカの人口問題、その他

開発課題に全力で取り組んでいく決意です。 

 

是非、議員の声を社会に届け、アフリカにお

ける議員活動を活発にしていきたいと思いま

す。政府や NSA と協働して、人口増加の問題

に取り組んでいきたいと思います。 

 

これまでの功績や進展について日本政府にお

礼申し上げます。日本は人口転換を完了させ、

高齢化の課題に取り組んでおられますが、こ

の 2 日間、我々は多くのものを学びました。

アフリカでは高い出生率、とりわけ若年層を

中心とする人口の負担の問題と闘っています

が、人口の配当を受けるためには、高齢化に

も備え始めなければならない、高齢化に対し

て計画作りを始めなければならないと思って

います。日本をはじめ、一部の国のように、

高齢化がかなり進み、人口の減少が始める前

に問題の解決を図りたいと思います。 

 

また UNFPA にも、とりわけ議員との協力の必

要性を認めていただいていることに、お礼を

申し上げたいと思います。我々の国の機関の

中には、政治家と一緒にやると計画が政治化

されてしまうとおそれて、議員との協力に消
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極的な機関もあります。しかし選ばれた政治

的リーダーとしての我々国会議員の思いは、

そして我々が議員になった理由は、選出して

くれた国民の生活をよりよくしたいというこ

とです。 

 

UNFPA は一貫して、議員との協力を重視して

きてくれました。日本の国際人口問題議員懇

談会（JPFP）、アジア人口・開発協会（APDA）

に対してもお礼を申し上げたいと思います。

このような会議を主催して我々を招請くださ

り、こうした議論への参加を手助けください

ました。大変ありがとうございました。 

ケニアの議員から話がありましたとおり、私

たちは 2 月初旬に APDA とともにカンパラで

会議を開催いたします。アジアからも議員が

参加くださり、我々アフリカの国々と意見の

交換がなされる予定です。どうぞ皆様も是非

ご参加いただき、アフリカの暖かさを感じて

ください。どのようにして国民の QOL を上げ

られるかについて議論したいと思います。 

 

我々政治家は、3 時間でも話すことができま

すが、一言挨拶をということですので、発言

の機会をいただきましたことに感謝して終わ

りにしたいと思います。ありがとうございま

した。 
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挨  拶 
 

フェルナンド・アンドレード・カモナ議員 
 

ペルー 
 

 

JPFP、APDA、そして UNFPA の皆様、今回はあ

りがとうございました。ラテンアメリカは今、

大変複雑な問題を抱えています。ブラジルの

人口は 2 億人以上、メキシコが 1 億 8000 万、

アルゼンチンが 4000 万、ペルーが 3000 万、

他に人口 300 万以上の国が数カ国あります。

ペルーは 60 歳以上の高齢者が 9%、平均年齢

は 27 歳でので、割と若い国です。 

 

27 歳の頃のことを考えてみてください。独身

で好きなことやるさ、という感じですね。38

歳で退職したとすれば、どの程度のお金を退

職後の生活のために持っているでしょうか。 

 

政府には 2 つの制度があります。一つは、均

一のレートで年金を出し。民間のそれは、給

料の 10%を出し、最後に毎月年金が支払われ

るという仕組みになっています。 

隣国のチリは、ほとんどが民間の年金制度で

す。政府の年金制度の対象は 4 万人だそうで

す。いつ政府が制度を廃止してしまうかとい

う状況にあるようです。国によって政府の年

金制度は違っており、本当に様々な方式があ

るわけです。 

 

日本政府の国民皆保険制度の達成は素晴らし

いことだと思います。この 2 日間、新しい視

点、新しいアイデアに触れることができ、た

くさんのことを学ぶことができました。皆様

それぞれに国内で取り組むべき変革の課題を

抱えていらっしゃると思いますが、皆様の努

力のご成功をお祈り申し上げています。あり

がとうございました。お気をつけてご帰国く

ださい。 
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挨  拶 

 

マラハト・イブライムキジ EPF 役員 

アゼルバイジャン 

 

 

友人の方々、議員の皆様、EPF の運営委員会

を代表し、また、人口と開発に関するアゼル

バイジャン大統領超党派議員連盟を代表して、

主催者の皆様に感謝申し上げます。特に APDA

の皆様、ご招待いただきありがとうございま

した。東京のような素晴らしい都市で開催さ

れた会議に参加させていただき、経験を共有

することができ、大変有意義でした。大きな

成果を上げられた会議であったと思います。 

 

人口の高齢化は、21 世紀の重要な課題であり、

非常に幅広く社会へ影響を及ぼす問題です。

世界では急速に高齢化が進んでいます。2000

年に、歴史上初めて、60 歳以上の人口が 5 歳

未満の子どもの人口を上回りました。栄養、

衛生、医療、ヘルスケア、教育、経済的福祉

の向上に伴い、平均寿命が伸びています。平

均寿命が 80 歳を超える国は、5 年前にはわず

か 19 カ国でしたが、今では 33 カ国となって

います。高齢者人口が他のどの年齢層よりも

急速に増加しています。ますます多くの国で、

人口転換に伴う様々な課題に社会が対応でき

るか、という懸念が生まれています。これら

の課題に立ち向かい、高齢化がもたらす様々

な機会を活用することが、高齢化社会におい

て成功を収める最善の策であると思います。 

 

この 2 日間にわたる会議で新しいアイデアが

交換され、非常に情報の多いスピーチ、プレ

ゼンテーションがありました。我々の懸念に

ついてもお話をする機会がありました。会議

で強調されたのは、国際的義務とコミットメ

ントを実現する上で国会議員と政策立案者の

果たす役割がますます大きくなっているとい

うことです。我々がどこにいて、どこに向か

おうとしているのか、そして何ができるのか

ということを議論しました。そしてこの会議

で採択した非常に有益な宣言文の中に、我々

の懸念と提言を盛り込むことができました。

この宣言文は、この分野において長年にわた

ってアドボカシー活動をしてきた全ての議員

連盟に送付されることと思います。 

 

最後に日本の友人の方々、日本政府、そして

APDA のスタッフの皆様、素晴らしい会議と

東アジアの温かいおもてなしをありがとうご

ざいました。皆様長生きをして、実りある人

生を送りましょう。ありがとうございました。 
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挨  拶 
 

テウォドロス・メレッセ  
国際家族計画連盟（IPPF）事務局長 

代読：サム・テラモ アフリカ連合（AU）・アフリカ経済委員会（ECA）本部 IPPF 代表 

 

 

議員の皆様、参加者の方々、残念ながら今回

この重要な会議に参加できませんでしたが、

IPPF のテウォドロス・メレッセ事務局長の挨

拶を代読させていただきます。事務局長から

皆様によろしくお伝えするよう申しつかって

います。 

 

この 2 日間、人口と高齢化について新しい知

識を得ることができたと思います。世界の高

齢化は、この 21 世紀における、人類の最も

重要な課題の一つです。人口推計によれば、

世界の 60 歳以上の人口は 2000 年から 2050

年の間に倍増します。先進国の人口の 3 分の

1 が、2050 年には 60 歳以上となるのです。 

 

ヨーロッパやアジアの国々においては、60 歳

以上の人口が、子どもの数を上回っています。

2050 年には、これらの国の一部は、子どもの

2 倍の数の高齢者を抱えることになります。

国連の 2002 年に開催された「第二回高齢化

に関する世界会議報告書」でも指摘されてい

ますが、この高齢化に関する世界的動向は、

人類史上初めてのことです。その影響は社会

全体に及び、人類に大きな影響を与えます。

人口の高齢化は世界的な社会プロセスであり、

アジアだけでなく、他の地域でも影響が出て

います。これに対処するためには、バランス

の取れた人口の発展と、より質の高い人材の

育成を目指す長期的な政治戦略づくりが必要

です。高齢化は、社会の主要なセクター、例

えば、労働力、教育、医療、社会福祉等の分

野に影響を及ぼします。 

私たちは、政府が家族を支援し、子どもや親

の世話に男性の参画を促し、公的な社会的保

護システムを通じて、全ての国民をサポート

することが、高齢化の利点を活かし、持続可

能な人口増加の維持につながると信じていま

す。人びとや制度が高齢化に対応できるよう、

十分な準備期間を持って、適切な政策が実施

されれば、高齢化は乗り越えられる課題です。 

 

国会議員として、若者と高齢者両方に資する

ような環境づくりを促進することが重要です。

こうした高齢化対策に政治的な影響力を最大

限発揮するとともに、高齢化問題に前向きに

取り組むために、リプロダクティブ・ヘルス

／ライツや家族計画への適切な資源の配分が

なされるよう、訴えてくださることを皆様に

お願いする次第です。 

 

IPPF は、世界の国会議員の皆様ならびに我々

のパートナーと力を合わせて、現在の人口と

開発の課題に立ち向かっていくことを改めて

お約束します。 

 

この会議をご支援下さいました UNFPA に対

し感謝申し上げます。UNFPA は IPPF の戦略的

パートナーです。リプロダクティブ・ヘルス

／ライツの分野で一層の進展が見られるよう

UNFPA と共に努力していきたいと思います。

ご協力いただきました APDA、AFPPD、日本政

府、JPFP、ジョイセフに感謝申し上げます。

どうもありがとうございました。 
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閉会挨拶 
 

増子輝彦 
JPFP 幹事長 

 

 

2 日間にわたる会議大変お疲れ様でした。高

齢化は人口転換の結果として生じる問題であ

り、私たちが必ず解決しなければならない課

題です。 

 

谷垣会長が開会挨拶で述べられたとおり、高

齢化問題に対処するためには、パラダイム転

換を必要とします。これはまさしく見方や考

え方の変化と言えるもので、全ての変化を迫

るものとなるでしょう。 

 

具体的にはピラミッド型の人口構造を前提と

して形成されていた社会制度を、高齢社会を

前提として構築し直す必要があるということ

です。ここには、第二次世界大戦後の日本の

発展の基盤ともなった国民皆保険制度の確保

とともに、予防的医療の拡充、さらに高齢者

への栄養の確保といった、非医療的な対処を

組み合わせて、高齢者の健康を確保すること

と、高齢者の社会参画を促し、高齢者に社会

から必要とされているという実感を持っても

らうことで、高齢者にも社会発展の原動力の

部分を担ってもらうことが重要になってくる

と思います。 

 

同時に、社会の革新を促し、より一層の発展

を実現するためには、若者の積極的な登用も

必要になってきます。女性の活用は言うまで

もありません。つまり社会の様々な年齢層の

人びとが、男女の別なく、それぞれの特性に

合わせて、その能力を発揮していくことが重

要になると思います。 

 

高齢化は、平均余命の伸びがなければ生じま

せん。その意味ではこれまでの多くの努力の

結果です。私たちはこの成果を豊かな実りと

するよう、衆知を集める必要があります。 

 

そして、政治家として、この新しい事実に適

合した政策を形成し、それを実施することで、

これからの社会を希望の持てるものとする責

任があります。皆様、手を携えながら、努力

していこうではありませんか。私たちの努力

が未来を拓くものであると信じています。 

 

改めまして、皆様方の熱心なご討議に感謝申

し上げるとともに、明日の視察が有益なもの

となるようお祈りいたしています。 

 

また、皆様の無事のご帰国をお祈り申し上げ

ますとともに、この会議と視察の成果が各国

の政策に貢献できますことを念願いたしてい

ます。 
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人口と高齢化に関する国際国会議員会議 

 

宣言 

 

2013 年 11 月 19 日 

日本国･東京 

 

1. 前文 

人口政策と人口プログラムを通して人口問題の解決に向けた大きな進捗がなされ、多くの国では人

口および疫学的転換の進展によって急速な高齢化が進んでいる。持続可能な開発を実現するために、

人類史上かつて経験したことのない、これらの問題に対処するために必要となる知識や知恵を涵養

し、健康的で、生産的で、豊かな社会を構築しなければならない。この目的のために、31 カ国2から

参集した各地域議連の代表者は以下の宣言を行う。 

 

2. 事実 

(1) 人口プログラムに対する努力は持続可能な開発の基礎を形作るものであり、この努力なくして

持続可能な開発を達成することはできない。  

(2) この人口の高齢化は社会経済開発と人口問題を解決するための私たちの努力にともなって生

じるものであり、持続可能な開発を達成するための重要なステップ（一段階）である。 

(3) 世界各地で人口転換の過程にある多くの国々は人口構造の急速な変化と高齢人口の急速な増

加に直面することになる。これらの問題に対処するための政策や対策の形成が喫緊に求められ

ている。 

(4) 高齢者の社会参画を推進するためには、寿命と健康寿命の乖離を埋めることが非常に重要とな

る。これはユニバーサル･ヘルス･カバレッジ（UHC）を通し、様々な対策をとることで促進す

ることができる。 

(5) 包括的な社会保障を促進することは、社会の安定性と開発への投資である。 

 

3. 政策提言 

高齢人口の規模の増大に対応するために以下の政策提言を行う。 

(1) 国家が積極的な役割を果たし、保険制度には含まれない家族機能、地域共同体の扶助および組

織の促進および健康的な生活スタイルと栄養の改善を含む制度的および非制度的な機能を強

化することで、さまざまな変化に対応できる社会を構築する。 

(2) 高齢化人口を活用するために、新しいアイディア、概念、社会システムの構築を含む“パラダ

イム･シフト”を通し、経済的に活力のある安全で安定的な社会を構築する必要がある。社会の

活力や重要な資産として、高齢者の積極的な社会参画を促進するための政策や方法が必要とさ

れる。  

(3) ワーク･ライフ･バランスを促進し、高齢者がその持てる技能、能力や資質を発揮でき、そして

若者が積極的に参画できるような雇用システムを開発する。 

                                                             
2 アルバニア、アルゼンチン、アルメニア、アゼルバイジャン、ブータン、エチオピア、カンボジア、ガーナ、香港、インド、インドネシ

ア、イラン、日本、カザフスタン、ケニア、キルギス、ラオス、マラウイ、マレーシア、ミャンマー、モンゴル、ネパール、パプアニュー

ギニア、ペルー、フィリピン、ルーメニア、スリランカ、タジキスタン、タイ、ウガンダ、ザンビア 
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(4) 若者の活力や創造力を社会に活かせるような社会システムを構築する。 

(5) 社会的安定性を達成するために、安定的で持続的な社会保障や年金システムを開発する。 

(6) 全ての国、特に人口増加を続けている国々は、人口転換の遅れがもたらす長期的な影響を認識

し、国際人口開発会議行動計画（ICPD PoA）の実施をそれらの国の優先的な開発計画や戦略と

すべきである。 

(7) グローバリゼーション、都市化、そして経済および健康格差などの広範な見地から高齢化問題

に対する政策形成を行う。 

(8) 地球規模での高齢化に対処するために、経験や知識を共有し、先進国と途上国が相互交流を行

う、本質的な相互パートナーシップを促進する。 

(9) 南南協力や南北協力を通じ、先進国と途上国が優良事例や教訓から学び、包括的な政策パッケ

ージを採択する。 

(10) 健康な高齢化の基礎となる UHC を促進する政策や手段を国家開発計画に統合する。  

(11) 健康で教育を受けた人口を拡大する政策を実施することで、社会的な負担を減らし、人びとを

経済的な活力や社会資産として活用することができる。従って、保健や教育など社会開発を強

化するための投資は各国の優先事項となるべきである。  
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参加者リスト 

 

国会議員・地域議連・国内委員会・国会職員 

1 ヴァレンティナ・レスカイ  アルバニア 国会議員 

2 ブレンディ・クロシ アルバニア 国会議員 

3 リノ・ウォルター・アギュイラ アルゼンチン 国会議員 

4 アルパイン・ホヴァンニシャン アルメニア 国会議員 

5 マラハト・イブライムキジ 
アゼルバイジ

ャン 
国会議員；超党派議員連盟議長；EPF 役員 

6 セヴィンチ・フセイノヴァ 
アゼルバイジ

ャン 
国会議員 

7 ドゥプソブ ブータン 国会議員 

8 ダムリー・オック カンボジア CAPPD 事務総長 

9 エング・ヴァナック カンボジア CAPPD オフィサー 

10 テッテ・シャイエ ガーナ 国会議員 

11 パルチャンドラ・ムンゲカー インド 国会議員 

12 アルカ・バララーマ・クシャトリア インド 国会議員 

13 マンモハン・シャルマ  インド IAPPD 事務局長 

14 パティニアラ・アニィリ・パンジェラン インドネシア 国会議員 

15 ヘティファ・スジャイフディアン インドネシア 国会議員 

16 グスティ・カンジェン・ラトゥ・ヘマス インドネシア 地方議会議員 

17 ヌマルワティ・デウィ・バンティラン インドネシア 地方議会議員 

18 アンディ・デウィ・ヤンティ インドネシア 
 

19 ロリー・スヘンティ インドネシア 国会議員アシスタント 

20 フェリー・ロザック インドネシア 国会議員アシスタント 

21 シスワンダ・ハルソ・スマルト インドネシア 
 

22 ハリメ・アリ イラン 国会議員 

23 福田 康夫 日本 
元内閣総理大臣；APDA 理事長；JPFP 名誉

会長 

24 谷垣 禎一 日本 JPFP 会長 

25 武見 敬三 日本 AFPPD 議長 

26 田村 憲久 日本 厚生労働大臣 

27 林 芳正 日本 農林水産大臣 

28 岸 信夫 日本 外務副大臣 

29 逢沢 一郎 日本 JPFP 副会長 

30 吉野 正芳 日本 JPFP 副会長 

31 竹本 直一 日本 JPFP 副会長 

32 長浜 博行  日本 JPFP 副会長・地球規模問題部会長 

33 生方 幸夫 日本 JPFP 副会長・国際協力部会長 
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34 増子 輝彦 日本 JPFP 幹事長・国内対策部会長 

35 島尻 安伊子 日本 JPFP 副事務総長 

36 阿部 俊子 日本 JPFP 女性問題部会長 

37 小池 百合子 日本 国会議員; JPFP メンバー 

38 北村 誠吾 日本 国会議員; JPFP メンバー 

39 黄川田 仁志 日本 国会議員; JPFP メンバー 

40 牧島 かれん 日本 国会議員; JPFP メンバー 

41 三原 朝彦 日本 国会議員; JPFP メンバー 

42 熊谷 大 日本 国会議員; JPFP メンバー 

43 左藤 章 日本 国会議員; JPFP メンバー 

44 石田 昌弘 日本 国会議員; JPFP メンバー 

45 桜井 宏 日本 国会議員; JPFP メンバー 

46 務台 俊介 日本 国会議員 

47 サマコバ・アイトクル カザフスタン 国会議員；AFPPD 副議長 

48 ウラン・カセインベコヴ カザフスタン 国会委員会職員 

49 ジェイムス・マーガー ケニア 国会議員 

50 ジェイムス・ガクヤ ケニア 国会議員 

51 フレドリック・オウタ ケニア 国会議員 

52 アナーベック・カルマトヴ キルギスタン 国会議員 

53 ダニエル・コチコロヴ キルギスタン 国会委員会職員 

54 ソンポウ・ドウアンサヴァン ラオス LAPPD 副議長 

55 ブンラート・ロンドゥアンチャン ラオス LAPPD 事務局長 

56 ポール・チビング マラウイ 国会議員；保健・人口委員長 

57 マリアニー・モハマド・イット マレーシア 国会議員 

58 ティン・モウ・チャイン ミャンマー 国会議員；人口問題委員会委員 

59 ダウ・レイレイ・ウイン・スー ミャンマー 国会議員；人口問題検討委員会委員 

60 バアサンクフー・オクヤブリ モンゴル 国会議員；MPCPD 議長 

61 インクツヴシン・ウツトナサン モンゴル 国会委員会アドバイザー 

62 マノハール・プラサード・バタライ ネパール 国会事務局長 

63 フランシス・マルーズ 
パプアニュー

ギニア 
国会議員 

64 フェルナンド・アンドレード・カモナ ペルー 国会議員 

65 ルスボミンダ・C・イアガン フィリピン 国会議員 

66 フロリアン・ボドッグ ルーマニア 上院議員 

67 ウペクシャ・スワーナマリニ スリランカ 国会議員 

68 クホオヴ・アブドゥラモン タジキスタン 国会議員 

69 ズフィア・バラトヴァ タジキスタン 国会委員会アドバイザー 

70 キリナ・スマワン タイ 国会議員 

71 ラモン・サン・パスカル タイ AFPPD 事務局長 
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72 クリス・バリョムンシ ウガンダ 国会議員；APFPD 議長; UPFFSP&D 議長 

73 マチアス・カサンバ ウガンダ 国会議員 

74 ムサ・ワマラ・ブユンゴ ウガンダ UPFFSP&D コーディネーター 

75 ボニフェス・ムタレ ザンビア 国会議員； ZAPPD 副議長 

省庁 

76 飯田慎一 日本 外務省国際協力局地球規模課題総括課長 

77 小沼 士郎 日本 外務省国際協力局国際保健政策室長 

78 相星 孝一 日本 外務省国際協力局兼アフリカ部審議官 

79 堀江 裕 日本 厚生労働省大臣官房国際課長 

80 服部 孝郎 日本 
農林水産省大臣官房国際部国際協力課企

画班海外技術協力官 

81 木下 博晶 日本 
農林水産省大臣官房国際部国際協力課企

画班課長補佐 

国連人口基金 （UNFPA）     

82 ババトゥンデ・オショティメイン 米国 事務局長 

83 アンネ・ビルギッテ・アルブレクトセン 米国 事務局次長 

84 堀部 伸子 タイ アジア・太平洋地域事務所長 

85 佐崎 淳子 日本 東京事務所長 

86 上野 ふよう 日本 東京事務所長補佐 

87 大村 麻優子 日本 東京事務所 

88 エリザベス・オノグーウガ 日本 東京事務所 

89 金子 祐介 日本 東京事務所 

90 櫛引 友里香 日本 東京事務所 

91 藤澤 綾子 日本 東京事務所 

92 山本 紗衣 日本 東京事務所 

93 中村 信之 日本 東京事務所 

国際家族計画連盟（IPPF）／公益財団法人ジョイセフ 

94 サム・テラモ エチオピア 
IPPF アディスアベバ連絡事務所代表；

APFPD 事務局 

95 鈴木 良一 日本 ジョイセフ常務理事・事務局長 

96 石川真穂 日本 ジョイセフ 

97 斎藤 文栄 日本 ジョイセフ 

リソースパーソン     

98 阿藤 誠 日本 国立社会保障・人口問題研究所名誉所長 

99 アルフレッド・チャン 香港 嶺南大学 

100 林 玲子 日本 
国立社会保障・人口問題研究所 国際関係

部長 

101 橋本 英樹 日本 東京大学大学院医学系研究科教授 

102 森 臨太郎 日本 国立成育医療研究センター成育政策科学
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研究部長 

103 アレックス・ロス  日本 
WHO 健康開発総合研究センター（WHO 神

戸センター）所長  

104 清家 篤 日本 慶應義塾長  

105 秋山 弘子 日本 東京大学高齢社会総合研究機構特任教授 

106 小川 直宏 日本 
日本大学経済学部教授・同大学大学院総合

科学研究科教授・同大学人口研究所所長 

107 木村 毅  日本 
味の素株式会社取締役 常務執行役員 研

究開発統括 

108 佐次本 英行 日本 

DSM ニュートリションジャパン株式会社 

ヒューマンニュートリション本部取締役 

本部長  

109 石田 寛 日本 

経済人コー円卓会議（Caux Round Table）

日本委員会事務局長； 関西学院大学大学

院経営戦略研究科准教授 

110 加藤 久和 日本 明治大学政治経済学部教授 

111 ダンカン・C・キャンベル    ILO 雇用政策部長  

112 中村 信太郎 日本 
独立行政法人 国際協力機構（JICA）国際

協力専門員（社会保障担当） 

113 渋谷 健司 日本 
東京大学大学院医学系研究科国際保健政

策学教室教授 

大使館     

114 ハッサン・ポウハディム 日本 イラン・イスラム共和国大使館 

115 サリエフ・マクサット 日本 
在日カザフスタン共和国大使館一等書記

官 

116 サユ・オカ・ウィダニ 日本 
在日インドネシア共和国大使館一等書記

官 

117 田中 正臣 日本 在日インドネシア共和国大使館 

協力団体・関係者     

118 西内 正彦 日本 NPO2050 

119 アクマッド・ウバイディラ 日本   

120 コヌスパエフ・ジャニベック 日本 
筑波大学大学院人文社会科学研究科国際

地域研究専攻 

121 永野 りさ 日本 

独立行政法人国際協力機構青年海外協力

隊事務局募集課 

調査役 

122 尾崎 正輝 日本 
江戸川区役所福祉部福祉推進課生きがい

係主査 

123 渡邊 良光 日本 江戸川区生活振興部産業振興課計画係長 

124 草野 智子 日本 江戸川区役所福祉部福祉推進課生きがい
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係 

125 佐下橋 良宜 日本 
株式会社じほう報道局報道 2 部次長 

MEDIFAX 副編集長 

126 高橋 健次郎 日本 朝日新聞社 

127 山田 徹也 日本 

株式会社東洋経済新報社編集局『週刊東洋

経済』編集部 

副編集長 

128 菅野 有花 日本 日本農業新聞編集局営農生活部 

公益財団法人アジア人口・開発協会（APDA）理事・評議員 

129 広中 和歌子 日本 副理事長 

130 清水 嘉与子 日本 理事 

131 谷津 義男 日本 評議員 

132 苅田 吉夫 日本 評議員 

公益財団法人 アジア人口・開発協会 （APDA） 

133 楠本 修 日本 常務理事・事務局長 

134 大澤 晴美 日本 APDA 

135 恒川 ひとみ 日本 APDA 

136 ファルフ・ウスモノフ 日本 APDA 

137 今村 朋 日本 APDA 

138 藤井 有希 日本 APDA 

139 キムサン・テン 日本 APDA 

140 
フェデリコ・セバスチャン・エレディ

ア・エスピノサ 
日本 APDA 

会議サポーター 
 

  

141 柳澤 綾乃 日本   

142 及川 晴佳 日本   

143 佐久間 香里 日本   

144 西村 俊則 日本   

145 工藤 実和子 日本   

146 官野 貴 日本 写真家 

通訳 

147 原 不二子 日本   

148 小寺 裕子 日本   

149 太田 晴子 日本   

150 フランセス・シーズ 日本   

 


